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１ 策定の趣旨 

（１）障害保健福祉施策は、平成15年度からノーマライゼーションの理念に基づいて導

入された支援費制度により、措置制度から契約制度へと転換しました。 

平成18年度には「障害者自立支援法」が施行され、身体・知的・精神という障害

種別によらない、一元的な制度を確立したほか、地域生活移行や就労支援といった

課題に対応するとともに、福祉施設や事業体系の抜本的な見直しが行われました。 

その後、障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて、障害者を権利の

主体と位置付けた基本理念を定め、障害児については「児童福祉法」を根拠法に整

理し直すとともに、難病を対象とするなどの改正を行い、平成25年４月、「障害者

の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下「障害者総合支援法」

という。）」として施行されました。 

障害者総合支援法及び児童福祉法の基本理念に基づき、障害者及び障害児のラ

イフステージに応じた多様なニーズに適切に対応できるようサービスをバランス

よく提供することで、共生社会の実現を目指します。 

 

（２）本計画は、障害者総合支援法に定める障害福祉サービス、相談支援及び地域生活

支援事業並びに児童福祉法に定める障害児通所支援、障害児入所支援及び障害児相

談支援を提供するための体制を計画的に整備することを目的とします。 

 

 

２ 計画の位置付け 

（１）法的位置付け 

本計画は、障害者総合支援法第 89 条に基づく新潟県障害福祉計画及び児童福

祉法第 33 条の 22 に基づく新潟県障害児福祉計画であり、市町村障害福祉計画及

び市町村障害児福祉計画（以下「市町村障害福祉計画等」という。）の達成に資す

るため策定するものです。 

また、障害者基本法に基づき、障害者及び障害児の自立と社会参加の支援のた

めの障害者施策に関する基本的方向を定めた「新潟県障害者計画」の実施計画と

して位置付けます。 

 

 

第１章 はじめに 
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（２）他の計画との関係 

次の計画と整合を図っています。 
① 新潟県総合計画 
② 新潟県健康福祉ビジョン 
 （新潟県地域福祉支援計画） 
③ 新潟県障害者計画 
④ 市町村障害者計画 
⑤ 市町村障害福祉計画 
 （市町村障害児福祉計画） 

 
 
 
 

また、「新潟県地域保健医療計画」、「新潟県高齢者保健福祉計画」、「新潟県子ど

も・子育て支援計画」、「新潟県青少年健全育成総合対策実施計画」等、関連分野

の計画とも整合を図っています。 
 
 
３ 計画期間 

令和６年度から令和８年度までの３年間を計画期間とします。 
 

 

４ 障害者及び障害児とは 

本計画でいう「障害者」とは、身体障害者、知的障害者、精神障害者（発達障害者

及び高次脳機能障害者を含む。）、難病患者をいいます。 

また、本計画でいう「障害児」とは、身体に障害がある児童、知的に障害がある児

童、精神に障害のある児童（発達障害児を含む。）、難病等を有する児童をいいます。

（以下、障害者及び障害児を「障害者等」という。） 

 

 

５ 計画の推進体制 

（１）県 

本計画を、市町村障害福祉計画等の実現のための支援計画と位置付け、次の役割

を担います。 

①  広域的役割 

全圏域や複数の市町村に関わる広域的な課題に対する施策を実施するととも

に、市町村域を越える連携・協働の取組を調整、支援します。 

②  専門的役割 

障害福祉サービス等の提供体制の確保について中心的な役割を果たす市町村

の方針を尊重しつつ、市町村の取組が円滑に行われるよう、人材確保・育成な

ど専門性を生かした技術的支援を行います。 

新潟県総合計画 

健康福祉ビジョン 

障害者計画 

障害福祉計画（障害児福祉計画）（障害者計画の実施計画） 

障害者計画に掲げた重点施策の実現に向け、 

福祉サービスの見込量を具体的に定める。 
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（２）市町村 

住民に最も身近な基礎的自治体として、本計画の内容を踏まえ、地域の実情・課

題に対応した施策の展開などの取組を行うことが期待されています。 

 

 

６ 計画の達成状況の点検及び評価（ＰＤＣＡサイクルの実施） 

○ 毎年、「新潟県障害者施策推進協議会」及び「新潟県自立支援協議会」に進捗

状況を報告し、意見を聴取します。 

○ その上で、必要があると認めるときは、計画の変更や事業の見直しなどを行い

ます。 
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１ 圏域の考え方 

○ 障害福祉施策を推進するに当たり、単独の市町村では対応が難しい事業やサー

ビス等については、複数の市町村が連携を図り、広域圏ごとにネットワークを構

築しながら、計画的に整備する必要があります。 
○ 障害者総合支援法第 89 条第２項及び児童福祉法第 33 条の 22 第２項の規定で

は、当該都道府県が定める区域ごとに当該区域における各年度の指定障害福祉サ

ービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支援及び指定通所支援又は指定障害

児相談支援の種類ごとの必要な量の見込みを定めるものとされています。 
○ 保健・医療施策との連携を図る必要があるため、本県の障害保健福祉圏域は、

新潟県地域保健医療計画に基づく「二次保健医療圏」と同一区域の７圏域として

います。 
 
 
２ 各圏域の状況 

 

 

  

区 分 構成市町村数 市 町 村 名 

下 越 ６（３市１町２村） 新発田市、村上市、胎内市、聖籠町、関川村、 

粟島浦村 

新  潟 ４（３市１町） 新潟市、五泉市、阿賀野市、阿賀町 

県 央 ５（３市１町１村） 三条市、加茂市、燕市、弥彦村、田上町 

中  越 ６（４市１町１村） 長岡市、柏崎市、小千谷市、見附市、出雲崎町、 

刈羽村 

魚 沼 ５（３市２町） 十日町市、魚沼市、南魚沼市、湯沢町、津南町 

上  越 ３（３市） 上越市、糸魚川市、妙高市 

佐  渡 １（１市） 佐渡市 

計 30（20市６町４村）  

第２章 障害保健福祉圏域について 
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令和５年４月１日現在（精神障害者は令和５年３月 31 日現在）、本県における障

害者等の総数（難病患者を除く。）は 140,752 人（身体障害者 85,829 人、知的障害

者 21,247 人、精神障害者 33,676 人）です。 

 

 

ここでいう「障害者等」は、次のとおりです。 

○ 身体障害者 ： 身体障害者手帳を所持する者 

○ 知的障害者 ： 療育手帳を所持する者、明確に知的障害と判定されている者 

○ 精神障害者 ： 県内精神科病院の入院及び通院患者 

           （※診療所や他科への入院・通院患者は含まない。） 

 

障害者等のうち、65 歳以上の高齢者の割合は 58.0％です。 

 

身体障害者
61.0%

知的障害者
15.1%

精神障害者
23.9%

障害別の内訳

77.4%

12.4%

37.2%

22.6%

87.6%

62.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

身体障害者

知的障害者

精神障害者

障害者等に占める高齢者の割合

65歳以上 65歳未満

第３章 障害者等の状況 
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また、障害者等の数の全体の推移は減少傾向となっており、身体障害者の減少が

目立っていますが、知的障害者はやや増加しています。 

 
 

１ 身体障害者 

令和５年４月１日現在、身体障害者数は 85,829 人で前年に比べ 1,566 人減少（対

前年比△1.8％）しています。 

障害種別でみると、２年前と比べ、肢体不自由の人が減少しています。 

 

（単位：人） 

年度 合計 視覚障害 聴覚・平衡 音声言語 肢体不自由 内部障害 

令和３ 
88,513 

（100％） 

5,497 

（6.2％） 

9,131 

（10.3％） 

1,050 

（1.2％） 

47,435 

（53.6％） 

25,400 

（28.7％） 

令和４ 
87,395 

（100％） 

5,452 

（6.2％） 

9,129 

（10.4％） 

1,043 

（1.2％） 

46,208 

（52.9％） 

25,563 

（29.3％） 

令和５ 
85,829 

（100％） 

5,475 

（6.4％） 

9,170 

（10.7％） 

1,050 

（1.2％） 

44,656 

（52.0％） 

25,478 

（29.7％） 

88,513 87,395 85,829

20,713 21,060 21,247 

33,749 33,576 33,676

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

令和３年度 令和４年度 令和５年度

障害者数の推移

身体障害者

知的障害者

精神障害者

（人）

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000 80,000 90,000 100,000

令和３年度

令和４年度

令和５年度

身体障害者数（障害別）の推移

視覚障害 聴覚・平衡機能障害 音声言語機能障害 肢体不自由 内部障害

（人）
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２ 知的障害者 

令和５年４月１日現在、知的障害者数は 21,247 人で前年に比べ 187 人増加（対

前年比 0.9％）しています。 

障害程度別にみると、中・軽度の人が全体の６割以上を占めています。 

 

 
（単位：人） 

年度 合計 重度（A） 
中・軽度

（B） 
不明 

令和３ 
20,713 

(100％) 

7,304 

(35.2％) 

12,854 

(62.1％) 

555 

(2.7％) 

令和４ 
21,060 

(100％) 

7,389 

(35.1％) 

13,199 

(62.7％) 

472 

(2.2％) 

令和５ 
21,247 

(100％) 

7,411 

(34.9％) 

13,404 

(63.1％) 

432 

(2.0％) 

 
 

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000

令和３年度

令和４年度

令和５年度

知的障害者数（程度別）の推移

重度 中・軽度 不明

（人）



10 
 

３ 精神障害者 

令和５年３月 31 日現在、精神障害者数は 33,676 人で前年に比べ 100 人増加（対

前年比 0.3％）しています。 

疾患別にみると、統合失調症の割合が最も高く、３割程度を占めています。 

 

 

（単位：人） 

年度 合計 統合失調症 そううつ病 てんかん 
器質性 

精神障害 

その他の 

精神病 

令和２ 
33,749 

(100％) 

11,117 

(30.0％) 

7,811 

(23.1％) 

543 

(1.6％) 

4,332 

(12.8％) 

1,549 

(4.6％) 

令和３ 
33,576 

(100％) 

9,603 

(28.6％) 

8,205 

(24.4％) 

470 

(1.4％) 

4,619 

(13.8％) 
 

令和４ 
33,676 

(100％) 

9,893 

(29.4％) 

8,126 

(24.1％) 

463 

(1.4％) 

4,595 

(13.6％) 

年度 
中毒性 

精神障害 
知的障害 人格障害 神経症等 摂食障害 その他 

令和２ 
982 

(2.9％) 

1,027 

(3.0％) 

395 

(1.2％) 

4,718 

(14.0％) 
 

2,275 

(6.8％) 

令和３ 
926 

(2.8％) 

1,059 

(3.1％) 

410 

(1.2％) 

5,195 

(15.5％) 

115 

(0.3％) 

2,974 

(8.9％) 

令和４ 
876 

(2.6％) 

1,125 

(3.3％) 

356 

(1.1％) 

5,198 

(15.4％) 

192 

(0.6％) 

2,852 

(8.5％) 

※１ 発達障害は「その他」に、高次脳機能障害は「器質性精神障害」に計上しています。 
※２ 令和３年度から「その他の精神病」は「その他」に統合し、「摂食障害」を新設しました。 

 
  

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000 35,000

令和２年度

令和３年度

令和４年度

精神障害者数（疾患別）の推移

統合失調症 そううつ病 てんかん

脳器質性精神障害 他の精神病(R3からその他に統合) 中毒性精神障害

知的障害 人格障害 神経症

摂食障害(R3から新設) その他

（人）
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なお、精神障害者保健福祉手帳の所持者数は年々増加しており、令和５年３月 31

日現在、23,669 人で、前年に比べ 1,480 人増加（対前年比 6.7％）しています。特

に、２級所持者の割合が最も高く、８割以上を占めています。 

 
（単位：人）   

年度 合計 １級 ２級 ３級 

令和２ 
21,159 

(100％) 

1,896 

(9.0％) 

17,608 

(83.2％) 

1,655 

(7.8％) 

令和３ 
22,189 

(100％) 

1,831 

(8.2％) 

18,584 

(83.8％) 

1,774 

(8.0％) 

令和４ 
23,669 

(100％) 

1,840 

(7.8％) 

19,865 

(83.9％) 

1,964 

(8.3％) 

 

 

４ 難病患者 

平成 23 年の障害者基本法改正において、障害者の定義に「その他の心身の機能

の障害がある者」として、難病患者が加わりました。その後、平成 25 年４月の障

害者総合支援法施行により、障害福祉サービスを受けることが可能となりました。

令和３年 11 月１日現在、対象疾病は 366 疾病となり、政令に定められています。 

また、平成 27 年１月１日に施行された「難病の患者に対する医療等に関する法

律」により、医療費助成の対象とする疾病は指定難病として、令和３年 11 月から、

338 疾病が指定されています。 

令和５年３月 31 日現在、医療費助成対象述べ人数は 17,583 人（新潟市分 6,444

人を含む）です。 

 
  

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000

令和２年度

令和３年度

令和４年度

精神障害者保健福祉手帳所持者数

（等級別）の推移

１級 ２級 ３級

（人）
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１ 調査の概要 

県では、障害者とその家族のニーズを把握するため、令和５年度に「新潟県障害

者福祉ニーズ調査」を実施しました。 

 

（１）調査方法 

ア 対象者   県内の障害者 900 人 

          （身体障害者手帳所持者 300 人、療育手帳所持者 300 人、 

精神障害者保健福祉手帳所持者 300 人） 

イ 調査方法  自記式調査票調査 

ウ 実施期間  令和５年 10 月１日～10 月 31 日 

 

（２）回答者    373 人（回答率 41.4％） 

 

（３）調査項目 

・基本属性、障害の状況 
・住まいの状況について 
・日常生活の状況について 
・日中の過ごし方について 
・相談の状況について 
・地域での過ごし方について 
・受診の状況について 
・仕事・収入の状況について 
・情報取得の方法について 
・障害を理由とする差別の状況について 

 

第４章 新潟県障害者福祉ニーズ調査結果（概要） 
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２ 結果の概要 
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　　　〇　主な相談先（回答者数373人　複数回答あり）

家族、親戚　72.4％、障害者施設(入所、通所)の職員　22.3％、友人・知人 20.6％、

相談支援事業所職員 14.7%、医療機関職員 14.2%

　　　〇　相談したいとき、相談したときに困ったこと

困ったこと 全体 身体(130人) 療育(96人) 精神(92人)

相談しても解決しない
59人

(15.8％)
11人

( 8.5％)
 16人

( 16.7％)
27人

(29.3％)

どこに相談したらよいか
わからない

44人
(11.8％)

9人
(6.9％)

10人
(10.4％)

19人
(20.7％)

話を十分に聞いてもら
えない

24人
( 6.4％)

5人
( 3.8％)

 4人
( 4.2％)

10人
(10.9％)

夜間や休日に利用でき
ない

18人
( 4.8％)

 5人
( 3.8％)

6人
( 6.3％)

5人
(5.4％)

電話以外の手段が使え
ない

14人
( 3.8％)

 5人
( 3.8％)

 3人
( 3.1％)

 3人
( 3.3％)

　　　〇　相談機関に望むこと

話を十分に聞いてもらえるようにする、何が相談できるかをわかりやすくする、

身近な所で相談できるようにする　等

（３）相談の状況について



16 
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１ 基本理念 

本計画では、新潟県障害者計画で定めた基本理念「障害のある人もない人もお互

いの人格と個性を尊重し、支え合いながら共に生きる地域社会」を踏まえ、次の７

つの柱を掲げ、その実施に向けて取り組んでまいります。 
 
（１）障害者等の自己決定の尊重と意思決定の支援 

共生社会を実現するため、障害者等の自己決定を尊重し、その意思決定の支援

に配慮するとともに、障害者等が必要とする障害福祉サービスやその他の支援を

受けつつ、その自立と社会参加の実現を図っていくことを基本として、障害福祉

サービス等及び障害児通所支援等の提供体制の整備を進めます。 
 
（２）障害種別によらない一元的な障害福祉サービスの実施等 

障害者等が身近な地域で障害種別等によらずに等しく障害福祉サービスやそ

の他の支援を受けることができるよう、市町村を実施主体の基本とし、また、地

域間の格差を減少させるよう障害福祉サービスやその他の支援の充実を図りま

す。 
 
（３）入所等から地域生活への移行、地域生活の継続の支援、就労支援等の課題に対

応したサービス提供体制の整備 

障害者等の自立支援の観点から、入所等（福祉施設への入所又は病院への入院

をいう。以下同じ。）から地域生活への移行、地域生活の継続の支援、就労支援と

いった課題に対応したサービス提供体制を整えるとともに、障害者等の生活を地

域全体で支えるシステムを実現するため、地域生活支援の拠点づくり等、地域の

社会資源を最大限に活用し、提供体制の整備を進めます。 
特に、入所等から地域生活への移行については、適切に意思決定支援を行いつ

つ地域生活を希望する者が地域での暮らしを継続することができるよう、必要な

障害福祉サービス等が提供される体制を整備する必要があり、地域生活への移行

が可能となるようサービス提供体制を確保することを目指します。 
また、地域生活に対する安心感を担保し、自立した生活を希望する者に対する

支援等を進めるために、地域生活への移行、親元からの自立等に係る相談、一人

暮らし、グループホームへの入居等の体験の機会及び場の提供、短期入所の利便

性・対応力の向上等による緊急時の受入対応体制の確保、人材の確保・養成・連

携等による専門性の確保並びにサービス拠点の整備及びコーディネーターの配

置等による地域の体制づくりを行う機能を有する地域生活支援拠点等を整備す

るとともに、障害者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据えて、地域の実情に

応じて、これらの機能の整備・強化を推進するとともに、こうした拠点等の整備・

強化に併せて、相談支援を中心として、学校からの卒業、就職、親元からの自立

等の生活環境が変化する節目を見据えて、中長期的視点に立った継続した支援も

第５章 基本理念と施策の展開 
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推進します。なお、地域生活支援拠点等の整備・運営に当たっては、地域生活支

援拠点等と基幹相談支援センターのそれぞれの役割を踏まえた効果的な連携確

保の推進も行います。 
さらに、精神病床（病院の病床のうち、精神疾患を有する者を入院させるため

のものをいう。以下同じ。）における長期入院患者の地域生活への移行を進める

に当たり、精神障害者が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをするこ

とができるよう、精神障害（発達障害及び高次脳機能障害を含む。以下同じ。）に

も対応した地域包括ケアシステムの構築を進めます。 
 
（４）地域共生社会の実現に向けた取組 

地域のあらゆる住民が、「支え手」と「受け手」に分かれるのではなく、地域、

暮らし、生きがいをともに創り、高め合うことができる地域社会の実現に向け、

地域住民が主体的に地域づくりに取り組むための仕組みづくりや制度の縦割り

を超えた柔軟なサービスの確保に取り組むとともに、地域ごとの地理的条件や地

域資源の実態等を踏まえながら、市町村の包括的な支援体制の構築の推進に取り

組みます。 
 
（５）障害児の健やかな育成のための発達支援 

障害の有無にかかわらず、全てのこどもが個性を大切にされ、身近な地域で共

に成長できる社会を実現するためには、保育や教育の場を基本としながら、一人

一人の個性や能力・発達の段階に応じた適切な支援を提供できる体制を整備する

とともに、障害児の地域社会への参加や包容（インクルージョン）を推進してい

く必要があります。 

障害児に対する支援を行うに当たっては、障害児本人の最善の利益を考慮しな

がら健やかな育成を支援するため、障害児及びその家族に対し、障害の疑いがあ

る段階から身近な地域で支援できるように、障害児通所支援及び障害児相談支援

については市町村を、障害児入所支援については県を実施主体の基本とし、障害

種別にかかわらず、質の高い専門的な発達支援の充実と地域支援体制の構築を図

ります。 

また、障害児のライフステージに沿って、地域の保健、医療、障害福祉、保育、

教育、就労支援等の関係機関が連携を図り、切れ目の無い一貫した支援を提供す

る体制の構築を図ります。 
さらに、人工呼吸器を装着している障害児その他の日常生活を営むために医療

を要する状態にある障害児（以下「医療的ケア児」という。）が保健、医療、障害

福祉、保育、教育等の支援を円滑に受けられるようにする等、専門的な支援を要

する者に対して、各関連分野が共通の理解に基づき協働する包括的な支援体制を

構築します。 
 
（６）障害福祉人材の確保等 

障害者の重度化・高齢化が進む中においても、将来にわたって安定的に障害福

祉サービスやその他の支援を提供し、様々な障害福祉に関する事業を実施してい
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くため、提供体制の確保と併せてそれを担う人材の安定的な確保・育成・定着に

努めます。そのために、関係者で協力して取り組んでいきます。 

また、災害時等においても、安定的に継続して障害福祉サービス等を提供でき

る体制の構築を図ります。 

 

（７）障害者等の社会参加を支える取組定着 

障害者等の多様なニーズを踏まえた支援を行うに当たっては、文化・芸術活動

やスポーツ等の分野を含め、地域でいきいきと安心して健康的に暮らすことがで

きる社会を目指すことが重要です。特に、障害者等が文化芸術を享受鑑賞し、又

は創造や発表等の多様な活動に参加する機会の確保等を通じて、障害者等の個性

や能力の発揮及び社会参加の促進を図ります。 
さらに、障害者等による情報の取得利用・意思疎通を推進するため、障害特性

に配慮した意思疎通支援や支援者の養成、障害当事者によるＩＣＴ活用等の促進

を図ります。 
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２ 施策の展開 

  基本理念の実現のため、次の施策を展開します。また、その進捗を図るため、成

果目標を設定します。 
 
 
 
 
 
 

 
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

○ どこで誰と生活するかについての選択の機会が確保される 
○ 可能な限りその身近な場所において必要な日常生活又は社

会生活を営むための支援を受けることができる 
目指す方向性 

地域生活を支える 

事業の充実 

 

人材確保・育成・定着

と権利擁護 

障害福祉サービス 

基盤の充実 

障害児サービスの充実 

居住系サービスの充実 

日中活動系サービスの充実 

訪問系サービスの充実 

相談支援体制の充実 

地域生活支援事業の推進 

人材確保・育成・定着と 

サービスの質の向上 

権利擁護の推進 

成果目標 ○ 福祉施設の入所者の地域生活への移行 
○ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 
○ 地域生活支援の充実 
○ 福祉施設から一般就労への移行等 
○ 障害児支援の提供体制の整備等 
○ 相談支援体制の充実・強化等 
○ 障害福祉サービス等の質を向上させる取組に係る体制の構築 
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本計画の「目指す方向性」である「どこで誰と生活するかについての選択の機会

が確保される」「可能な限りその身近な場所において必要な日常生活又は社会生活

を営むための支援を受けることができる」を実現するため、障害福祉サービス提供

基盤の充実を図ります。 
ここでいう障害福祉サービスとは、ヘルパーが自宅等を訪問して支援する「訪問

系サービス」、日常生活の介護や訓練、就労支援等を行う「日中活動系サービス」、

住まいの場を提供し、主に夜間における支援を行う「居住系サービス」の３つの体

系を指しています。 
児童福祉法に規定されている障害児に係るサービスについても、その提供基盤の

充実を図ります。 
また、平成 30 年４月の制度改正により創設された共生型サービスについても参

入を促進し、地域の実情に応じた柔軟なサービスの確保を図ります。 

 
１ 訪問系サービスの充実 

【訪問系サービスの概要】 
サービスの名称 内   容 

居宅介護 自宅で、入浴、排せつ、食事の介護等を行います。 

重度訪問介護 

重度の肢体不自由者又は重度の知的障害若しくは精神障害

により、行動上著しい困難を有する人で常に介護を必要と

する人に、自宅で、入浴、排せつ、食事の介護、外出時にお

ける移動支援、入院時の支援などを総合的に行います。 

同行援護 

視覚障害により、移動に著しい困難を有する人に、移動に必

要な情報の提供（代筆・代読を含む。）、移動の援護等の外出

支援を行います。 

行動援護 
自己判断能力が制限されている人が行動するときに、危険

を回避するために必要な支援や外出支援を行います。 

重度障害者等 
包括支援 

介護の必要性がとても高い人に、居宅介護等複数のサービ

スを包括的に行います。 

 

【現状と課題】 

○ 令和４年度末の見込量に対して、訪問系５サービスの合計で 93.7％（3,132

／3,341 人分）の提供状況となっています。 

○ 今後、施設入所者や精神科病院に入院している精神障害者の地域への移行が

進むことに伴い、ニーズが高まることが予想されます。 
○ 重度訪問介護、行動援護については、圏域により進捗率に差異があるため、

全ての圏域で利用できるようサービス提供体制の充実を図る必要があります。 

第１章 障害福祉サービス基盤の充実 
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○ 特に重度訪問介護については、各圏域の提供体制の差が大きいため、身近な

地域でニーズに応じてサービスを提供できる体制を整備する必要があります。 
○ 社会福祉士及び介護福祉士法の改正に伴い、平成 24 年度以降、喀痰（かく

たん）吸引や経管栄養等の医療的ケアが提供できる事業所が増えていますが、

圏域により偏りがあるため、身近な地域で利用できるよう提供体制の充実を図

る必要があります。 
 

【施策の展開】 

〔県が取り組むもの〕 

○ 地域で生活する障害者等の多様なニーズに応えるとともに、サービスの質の

向上のため、行動援護従事者や医療的ケア従事者を養成するための研修を実施

するとともに、指定事業者実施による重度訪問介護従事者や同行援護従事者を

養成するための研修を支援します。 
○ 新潟県自立支援協議会においてサービスの整備方策について協議します。 
 

〔県がコーディネートするもの〕 

○ 訪問系サービスへの参入を促進し、身近な地域で必要なサービスが提供でき

る体制の充実を図るため、市町村や事業者に対し必要な情報提供を行います。 
○ 各圏域に設置している新潟県自立支援協議会圏域部会（以下「自立支援協議

会圏域部会」という。）において、サービス提供体制の充実に向けた市町村間の

情報共有や県と市町村との情報・課題の共有を図り、その解決に向けて検討を

行います。 
 

 

２ 日中活動系サービスの充実 

（１）日中活動系サービス（就労系を除く。） 

【日中活動系サービスの概要】 

サービスの名称 内   容 

生活介護 

常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事

の介護等を行うとともに、創作的活動又は生産活動の機

会を提供します。 
自立訓練 
（機能訓練） 

自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期

間、身体機能又は生活能力の向上のために必要な訓練を

行います。機能訓練と生活訓練があります。 

自立訓練 
（生活訓練） 
自立訓練 
（生活訓練・宿泊型） 

療養介護 

医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓

練、療養上の管理、看護、介護及び日常生活の支援を行

います。 
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短期入所 

（福祉型・医療型） 

自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も

含め施設で、入浴、排せつ、食事の介護等を行います。

これらの支援が医療機関において行われるものを、「医

療型」といいます。 

 

【現状と課題】 

○ 令和４年度末の見込量に対して、生活介護 97.3％（100,018／102,827 人日

分（※））、自立訓練（機能訓練）65.1％（613／941 人日分）、自立訓練（生活

訓練（宿泊型含む。））85.0％（10,704／12,596 人日分）、療養介護 96.7％（523

／541 人分）、短期入所 77.7％（7,987／10,274 人日分）となっており、サービ

スの種類により差異がありますが、特に自立訓練が低くなっています。 

○ 常に介護を必要とする人の日中の居場所である生活介護や、日常生活能力の

維持・向上のための自立訓練は、障害者の地域生活を支えるために重要なサー

ビスであり、各圏域においてサービス提供体制の充実を図る必要があります。 
○ 特に、障害の重度化・高齢化に対応し、身近な地域で必要なサービスが受け

られる体制の整備が求められています。 

○ サービス利用後の居場所の確保も課題となっています。 
○ 短期入所については、強度行動障害を有する障害者や医療的ケア児等に対応

ができる事業所を増やしていく必要があります。 
〔※人日分＝１か月当たりの実利用者数×１か月当たりの平均利用日数〕 

 
【施策の展開】 

〔県が取り組むもの〕 
○ 日中活動系サービスの整備が進むよう、社会福祉施設等施設整備費国庫補助

金により施設整備に係る補助等を行います。 
○ サービス管理責任者等研修を実施し、サービスの質の向上を図ります。また、

強度行動障害を有する障害者や医療的ケア児等に対応する事業所の整備が進

むよう、強度行動障害を有する者や医療的ケア児等の支援者養成研修を実施し

ます。 
○ 新潟県自立支援協議会においてサービスの整備方策について協議します。 
○ 医療的ケア児等のレスパイト体制の整備・充実に向け、短期入所による医療

的ケア児等の受入れ等について医療機関や障害者支援施設等との意見交換を

行います。 
 
〔県がコーディネートするもの〕 

○ 事業者に対して新規参入を促すため、障害福祉関係施設長会議等の機会を活

用し、国庫補助事業に係る情報提供を行います。 
○ 障害の重度化・高齢化を踏まえ、共生型サービスを含めた日中活動系サービ

スの整備を促進し、身近な地域で必要なサービスが提供できる体制の充実を図

るため、市町村や事業者に対し必要な情報提供を行います。 

○ 自立支援協議会圏域部会において、サービス提供体制の充実に向けた市町村
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間の情報共有や県と市町村との情報・課題の共有を図り、その解決に向けて検

討を行います。 
 
（２）就労系サービス 

【就労系サービスの概要】 
サービスの名称 内   容 

就労選択支援 
※令和７年10月～ 

障害者本人が就労先・働き方についてより良い選択ができ

るよう、就労アセスメントの手法を活用して、本人の希望、

就労能力や適性等に合った選択を支援します。 

就労移行支援 
一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必

要な知識及び能力の向上のために必要な訓練を行います。 

就労継続支援 

一般企業等での就労が困難な人に、働く場を提供するとと

もに、知識及び能力の向上のために必要な訓練を行いま

す。 
雇用契約を結ぶＡ型と、雇用契約を結ばないＢ型がありま

す。 

就労定着支援 一般就労へ移行した人に、就労に伴う生活面の課題に対応

するための支援を行います。 
 
【現状と課題】 

○ 令和４年度末の見込量に対して、就労移行支援 70.8％（10,843／15,322 人

日分（※））、就労継続支援Ａ型 108.2％（17,195／15,888 人日分）、就労継続支

援Ｂ型 100.1％（121,476／121,379 人日分）、就労定着支援 97.5％（317／325

人分）の提供状況となっています。 

○ 就労移行支援と就労継続支援Ａ型については、圏域により提供体制に差があ

るため、身近な地域で利用ができるよう更なるサービス提供体制の充実やサー

ビスの質の向上を図る必要があります。 

○ 就労系サービスの事業運営に当たっては、作業工賃等の向上に向け仕事量の

確保が課題となっていますが、就労継続支援Ａ型については、経営の安定化に

向けて適切な事業運営が求められています。 

○ また、サービスの提供に当たっては、障害者本人の就労に向けた希望等を踏

まえた支援が確実に提供されるよう、適切なアセスメントが実施される必要が

あります。 

○ 加えて、就労移行支援等から一般就労に移行した人の中には就労に伴う生活

上の課題の解決により職場定着が難しい人もいるため、就労後の離職を防止し

定着を図るための支援が必要です。 
〔※人日分＝１か月当たりの実利用者数×１か月当たりの平均利用日数〕 

 

 

【施策の展開】 
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〔県が取り組むもの〕 

○ 新潟県自立支援協議会において、必要サービス量の確保に向けたサービスの

整備方策等について協議します。 

○ サービス管理責任者等研修を実施し、サービスの質の向上を図ります。 

○ 就労継続支援Ａ型については、適正な運営によりサービス提供がなされるよ

う指導や助言を行います。 

 

〔県がコーディネートするもの〕 

○ 就労系サービスの整備を促進し、身近な地域で必要なサービスが提供できる

体制の充実を図るため、市町村や事業者に対し必要な情報提供を行います。 

○ 自立支援協議会圏域部会において、サービス提供体制の充実に向けた市町村

間の情報共有や県と市町村との情報・課題の共有を図り、その解決に向けて検

討を行います。 
 

 

３ 居住系サービスの充実 

【居住系サービスの概要】 

サービスの名称 内   容 

共同生活援助 
（グループホーム） 

共同生活を行う住居で、相談や日常生活上の援助を行いま

す。また、入浴、排せつ、食事の介護等の必要性が認定され

ている人には介護サービスも提供します。 
施設入所支援 
（障害者支援施設） 

施設に入所する人に、夜間や休日に、入浴、排せつ、食事の

介護等を行います。 

自立生活援助 
一人暮らしに必要な理解力・生活力等を補うため、定期的な

居宅訪問や随時の対応により日常生活における課題を把握

し、必要な支援を行います。 
 

【現状と課題】 

○ 共同生活援助（グループホーム）は、令和４年度末時点で定員 2,728 人分が

整備され、令和４年度の見込量の 116.9％に達し、住居数は令和２年度末から

51 か所増加しています。 

○ 施設入所支援は令和４年度末現在の利用実績が 2,440 人で、同年度の見込量

より 56 人少なくなっており、見込みよりも進捗しています。 

○ グループホームは、単身での生活には不安があるため、一定の支援を受けな

がら地域の中で暮らしたいというニーズに対応した重要な住まいの場であり、

着実に整備が進んでいますが、重度障害者にも対応した支援体制の整備が十分

とは言えない状況です。 
  現在、家族と同居している人の親亡き後や矯正施設等を退所した人の地域生

活の継続、施設や病院からの地域移行促進のため、今後も一層の体制整備を図

る必要があります。 
○ また、グループホームから更に単身生活への移行を促進するために、サテラ
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イト型住居の設置や、自立生活援助の活用も必要となっています。 
○ 施設入所支援については、グループホームでは十分な支援が困難な人のニー

ズを考慮し、真に入所支援が必要な人にはサービスを提供できる体制を確保す

る必要があります。 
○ 障害者支援施設、グループホームともに利用者の障害の重度化・高齢化に対

応した設備及び支援体制が必要となっています。 
  また、介護保険サービスの利用を希望する人が円滑に移行できるよう、高齢

福祉関係機関との連携の充実が求められています。 
 
【施策の展開】 

〔県が取り組むもの〕 
○ グループホームの新規参入を促し、さらに、障害の重度化・高齢化に対応し

た設備及び支援体制の整備を促進するため、社会福祉施設等施設整備費国庫補

助金による補助等を行います。 
○ また、医療面や行動面において特に個別支援が必要な人や単身生活を希望す

る人が安心して暮らせるグループホームの設置促進に向けて必要な検討を行

います。 
○ サービス管理責任者等研修を実施し、サービスの質の向上を図ります。 
○ 新潟県自立支援協議会においてサービスの整備方策について協議します。 

○ コロニーにいがた白岩の里については、「コロニーにいがた白岩の里のあり

方検討委員会」における意見を踏まえ、令和６年４月から指定管理者制度に移

行して社会福祉法人が管理運営を行うとともに、最重度、強度行動障害等、現

段階で民間施設において受入れが十分進んでいない障害者への支援に特化す

る方向で再編を進めながら、その機能を地域へ還元するよう取り組んでいきま

す。 
 
〔県がコーディネートするもの〕 

○ 障害福祉関係施設長会議等の機会を活用し、国庫補助事業に係る情報提供を

行います。また、障害者支援施設の改築・改修時には、その定員を見直してグ

ループホームや短期入所事業所の整備を合わせて行うことを基本とするよう、

福祉施設に周知します。 
○ グループホームや自立生活援助の新規参入が促進されるよう、ホームページ

等を通じ、グループホームの設置・運営に関する情報等を発信します。 
○ 矯正施設等からの退所者への住まいの場の提供等の支援について、事業者へ

の研修等を通じて理解を促進します。 
○ 希望する利用者については障害者支援施設から介護保険施設等に円滑に移

行できるよう、関係者間での密な情報共有や連携を図るよう市町村に働き掛け

ます。 
○ 自立支援協議会圏域部会において、サービス提供体制の充実に向けた市町村

間の情報共有や県と市町村との情報・課題の共有を図り、その解決に向けて検

討を行います。 
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４ 障害児サービスの充実 

【障害児サービスの概要】 

サービスの名称 内   容 

児童発達支援 
日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、

集団生活への適応訓練、その他必要な支援等を行います。 

放課後等デイサ

ービス 

就学中の障害児に対して、放課後や夏休み等の長期休暇中

において、生活能力の向上のための訓練等を継続的に提供

します。 

居宅訪問型児童

発達支援 

重度の障害等により外出が著しく困難な障害児の居宅を訪

問して発達支援を行います。 

保育所等訪問支

援 

保育所等を訪問し、障害児に対して、保育所等における集

団生活への適応のための専門的な支援を提供し、保育所等

の安定した利用を促進します。 
障害児入所支援 
（福祉型） 

施設に入所している障害児に対して、保護、日常生活の指

導及び知識技能の付与を行います。 

障害児入所支援 
（医療型） 

施設に入所又は指定医療機関に入院している障害児に対し

て、保護、日常生活の指導及び知識技能の付与並びに治療

を行います。 
 

【現状と課題】 

○ 令和４年度末の見込量に対して、障害児通所支援については、児童発達支援

101.0％（9,731／9,631 人日分(※)）、医療型児童発達支援 30.6％（64／209 人

日分)、放課後等デイサービス 123.8％（42,458／34,282 人日分)、居宅訪問型

児童発達支援 167.5％（67／40 人日分)、保育所等訪問支援 100.0％（215／215

人日分）といった状況となっています。 

○ 圏域や市町村によりサービス提供体制に偏りがみられており、居宅訪問型児

童発達支援など、提供体制の整備が進まず、利用も低調なサービスもあるため、

身近な地域で必要なサービスを利用できる体制を整備していく必要がありま

す。 

○ また、発達障害児や重症心身障害児、医療的ケア児などについても、できる

だけ身近な地域でニーズに応じた支援ができる体制を整えていくことが必要

です。 

○ 障害児入所支援は、被虐待児童などの社会的養護を必要とする児童や強度行

動障害がある児童、高度な医療的ケアを必要とする児童等、多様なニーズに対

応できる専門性をより充実させることが求められています。 

○ 加えて、より家庭的な環境で支援を行う観点から、ケア単位の小規模化を推
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進するとともに、地域との交流機会の確保や地域の障害児に対する支援を行う

ことも求められています。 

○ 障害児入所施設の入所児童数は減少傾向にありますが、入所支援を必要とす

る児童が適切にサービスにつながり、専門的ケアを受けるとともに、必要によ

り退所後に地域生活や障害福祉サービスへ円滑に移行できるよう、地域の関係

機関が連携し、必要なサービス量を確保するとともに、支援体制の充実を図る

必要があります。 

〔※人日分＝１か月当たりの実利用者数×１か月当たりの平均利用日数〕 

 

【施策の展開】 

〔県が取り組むもの〕 
○ 障害児通所支援事業の整備が進むよう、社会福祉施設等施設整備費国庫補助

金により施設整備に係る補助等を行います。 
〇 医療的ケア児等に対応する事業所の整備が進むよう医療的ケア児支援セン

ター等において研修を実施し、医療的ケア児等の支援者の養成を図ります。 
○ サービス管理責任者等研修を実施し、サービスの質の向上を図ります。 
○ 障害児入所支援については、個々の障害児の状況により、入所の必要性を適

切に判断するとともに、可能な限り身近な地域で支援が行われ、また、虐待や

保護者の不在等のため緊急の入所が必要なケースに速やかに対応できるよう、

関係機関と連携し適正な入所定員の確保を図ります。 
○ また、入所施設の機能の活用や支援の充実のため、関係機関と情報共有を行

うとともに、入所児童が適切なケアが受けられるよう、小規模なグループによ

るケアや医療機関と連携した支援を推進します。 
○ 加えて、入所児童が 18 歳以降、大人にふさわしい環境へ円滑に移行できる

よう、関係機関と連携し、必要により、新潟県自立支援協議会において移行に

関する協議を行います。 
○ 新潟県自立支援協議会においてサービスの整備方策について協議します。 
○ 新潟県はまぐみ小児療育センターについては、肢体不自由児の入所は減少し

ているものの、発達障害の外来ニーズは増加しており、県下の中核的な診断・

療育機関としての役割は大きく、今後も、高度の専門性を必要とする領域を中

心とした療育を提供するとともに、小児科医等を対象とした発達障害に関する

対応力向上の研修を行うなど、その専門性を民間施設等に還元していきます。 

  また、発達障害等の「こどものこころ・障害」に係る医療提供体制等を検討

するため、令和３年度に設置した、医療・教育・福祉の有識者で構成する「児

童精神ケア体制検討ワーキングチーム」の議論において、はまぐみの今後の在

り方についても意見が出されており、ワーキングチームの議論を踏まえ、県全

体の療育支援体制と併せて、その在り方を検討していきます。 

○ コロニーにいがた白岩の里については、「コロニーにいがた白岩の里のあり

方検討委員会」における議論を踏まえ、令和６年４月から指定管理者制度に移

行して社会福祉法人が管理運営を行い、最重度、強度行動障害等への支援を継

続するとともに、その機能を地域へ還元するよう検討していきます。 
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〔県がコーディネートするもの〕 

〇 障害児サービスの整備を促進し、身近な地域で必要なサービスが提供できる

体制の充実を図るため、市町村や事業者に対し必要な情報提供を行います。 
○ 自立支援協議会圏域部会において、サービス提供体制の充実に向けた市町村

間の情報共有や県と市町村との情報・課題の共有を図ります。 
  特に、提供体制の整備が進んでいないサービスについては、各圏域における

子育て支援や母子保健等、他施策も含めた支援体制やその課題等を整理しなが

ら、その解決に向けた検討を行います。 
○ 障害児及びその家族に対して適切な支援を行うため、市町村自立支援協議会

と要保護児童対策地域協議会が緊密な情報共有や連携を図るよう、市町村に働

き掛けます。 
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障害者等一人一人の状況に応じた地域での生活を支援し、社会参加を促進するた

めには、様々な事業が総合的に行われる必要があります。これらの事業は地域の特

性や利用者の状況に応じて柔軟に実施することが求められる一方、市町村間で提供

できるサービスに格差が生じています。県としても、市町村、関係機関との連携を

図りながら、引き続き広域的な観点から支援を継続し、障害者等の地域生活をより

豊かにしていくよう努めます。 
 

１ 相談支援体制の充実 

障害者等が自らの望む場所で安心して暮らすことができる社会を実現するため

には、障害者等一人一人のニーズを適時に把握し、ケアマネジメントの手法により

適切なサービスへとつなぐ相談支援事業の役割が極めて重要です。 
相談支援は、平成 24 年度からの制度改正により、すべての障害福祉サービス等

の利用者に対する計画相談支援（障害児相談支援）、入所施設や精神科病院等から

地域生活への移行を支援する地域移行支援、地域で一人暮らしをしている人などの

生活を支援する地域定着支援が導入されました。 
 

（１）市町村における相談支援の充実 

【相談支援の概要】 

サービスの名称 内   容 

計画相談支援 

障害福祉サービスや地域相談支援（地域移行支援・地域定

着支援）を利用する人に、サービス等利用計画の作成や障

害福祉サービス事業者等との連絡調整等を行います。 

障害児相談支援 障害児通所支援を利用する人に、障害児支援利用計画の作

成や障害児通所支援事業所等との連絡調整等を行います。 

地域移行支援 

障害者支援施設、精神科病院、保護施設、矯正施設等を退

所する障害者、児童福祉施設を利用する 18 歳以上の者等

を対象として、地域移行支援計画の作成、相談による不安

解消、外出への同行支援、住居確保、関係機関との調整等

を行います。 

地域定着支援 居宅において単身で生活している障害者等を対象に常時

の連絡体制を確保し、緊急時には必要な支援を行います。 
 

【現状と課題】 

○ 令和４年度末の見込量に対して、計画相談支援は 101.8％(5,036／4,949 人

分)、障害児相談支援は 91.3％(1,721／1,885 人分)、地域移行支援は 28.6％

(10／35 人分)、地域定着支援は 68.8％(86／125 人分)となっており、地域移行

第２章 地域生活を支える事業の充実 
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支援及び地域定着支援の提供割合が低くなっています。 

○ 障害福祉サービス等の利用者や複雑・多様な相談の増加により相談支援専門

員が不足している地域もあることから、相談支援専門員の確保や更なる資質の

向上を図る必要があります。 

○ すべての障害福祉サービス等を利用する障害者等に対して、一人一人のニー

ズにあったサービス等利用計画（障害児支援利用計画）が作成されるよう、引

き続き相談支援従事者の育成を行う必要があります。また、県内のどの地域に

おいても、障害者が生活したい場所で安心して暮らすことができるよう、地域

移行支援、地域定着支援の実施体制の強化と利用の促進を図る必要があります。 

 

【施策の展開】 

〔県が取り組むもの〕 
○ 各地域の相談支援事業所等の実態把握に努めるとともに、相談支援従事者の

養成・資質の向上を図るため、相談支援従事者研修を実施するとともに、その

内容の充実を図ります。 
○ 相談支援体制の充実を図るため、新潟県自立支援協議会において、相談支援

体制の整備方策について協議します。 
 
〔県がコーディネートするもの〕 

○ 自立支援協議会圏域部会において、相談支援体制の充実に向けた市町村間の

情報共有や県と市町村との情報・課題の共有を図ります。 
 
（２）専門的相談支援・広域的支援の提供体制の充実 

【専門的相談支援の概要】 

事業名 内   容 

発達障害者支援セン

ター運営事業 

発達障害者やその家族等の相談に応じるほか、教育・福

祉・就労などの関係機関との連携強化や地域の支援機

関等への専門的助言・指導を行うとともに、障害につい

ての普及啓発や研修を実施します。 

障害児等療育支援事

業 

在宅の重症心身障害児（者）、知的障害児（者）及び身

体障害児（者）（以下「障害児等」という。）の地域にお

ける生活を支援するため、家庭での適切な療育に関す

る指導や専門的な療育相談、障害児の通う保育所等の

職員の療育技術の指導等を行います。 

障害者就業・生活支

援センター事業 

障害者の職業生活における自立を図るため、雇用、保

健、福祉、教育等の関係機関の連携拠点として、身近な

地域において就業面及び生活面の一体的な相談・支援

を行います。 
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高次脳機能障害相談

支援センター事業 

高次脳機能障害者やその家族等からの相談に応じるほ

か、地域において医療、福祉、就労等の継続した支援が

受けられる連携体制を構築するとともに、高次脳機能

障害に係る普及啓発、支援や連携のための研修を実施

します。 

ひきこもり地域支援

センター事業 

ひきこもりに関する専門相談に応じるとともに、本人

や家族への支援体制の充実を図るため、保健、医療、福

祉、教育、労働等関係機関による連携体制の整備、ひき

こもりに係る普及啓発や各種研修等を行います。 
 

【広域的支援の概要】 

事業名 内   容 

障害者地域生活支援

体制整備事業 

地域における重層的な相談支援体制を広域的・専門的

に支援するため、県の相談支援拠点において専門アド

バイザーを派遣するとともに、県全域における相談支

援体制に関する協議を行うことで、障害者の地域での

生活を支援します。 

精神障害にも対応し

た地域包括ケアシス

テム構築事業 

精神障害の有無や程度にかかわらず、誰もが安心して

自分らしく暮らせる地域共生社会を目指し、圏域単位

で重層的な連携による支援体制を構築するとともに、

当事者同士が互いに支え合うピアサポート活動の支援

等を行います。 

精神障害者地域生活

支援広域調整等事業 

精神障害者が自立した日常生活及び社会生活を営むた

めに必要な広域調整、専門性が高い相談支援及び災

害、犯罪被害、事故等による PTSD（心的外傷後ストレ

ス障害）、トラウマ等に関する精神保健上の相談に対

し、専門的な心のケアを行います。 

 

ア）発達障害者支援センター運営事業 

【現状と課題】 

○ 発達障害者支援の拠点として、平成 18 年度に、発達障がい者支援セン

ター「ライズ（ＲＩＳＥ）」をはまぐみ小児療育センターに設置し、個別の

相談支援や市町村その他の関係機関の支援を行っています。 
○ 市町村の基幹相談支援センター等と連携し、県内各地で相談支援を受け

ることができる重層的な支援体制を構築していく必要があります。 
【施策の展開】 

○ 電話、来所及び訪問等による個別の相談支援を行います。 
○ 発達検査等の結果に基づく療育支援、関係機関や保護者を対象とした研

修を実施します。 
○ 市町村や関係機関等の支援者への研修、個別事例への助言等を通じて、
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身近な地域で必要な支援を受けることができる体制の充実強化を図りま

す。 
○ 発達障害者地域支援マネジャーの配置方法を含めた地域支援機能の強

化について検討を行います。 
 

イ）障害児等療育支援事業 

【現状と課題】 
○ 在宅の障害児等の地域における生活を支援するため、身近な地域で療育

指導等が受けられる療育機能の充実を図る必要があります。 
 
【施策の展開】 

○ 療育に関する指導や専門的な療育相談、保育所、障害児通所支援事業所

等の職員に対する療育技術の指導等を行います。 
 

ウ）障害者就業・生活支援センター事業 

【現状と課題】 
○ 雇用と福祉のネットワークの拠点として、平成 23 年度までに県内全圏

域に設置され、就職に向けた準備や職場定着等の支援、生活習慣の形成や

住居の確保等の生活支援を行っています。 
○ 全圏域において障害者の就業を促進するため、引き続き職場実習を推進

する必要があります。 
 
【施策の展開】 

○ 障害の特性に応じた職場実習等を通じて就業及び日常生活の両面から

支援します。 
 
エ）高次脳機能障害相談支援センター事業 

【現状と課題】 

○ 平成 22 年度に、高次脳機能障害相談支援センターを精神保健福祉セン

ターに設置し、センターを中心に、地域の相談支援拠点である保健所など

においても、障害理解の促進や関係職員対応力の向上を図るため、様々な

取組を進めています。相談件数は増加傾向にあり、「高次脳機能障害」につ

いて、一定程度、理解は進んできています。 

〇 高次脳機能障害に対応可能な医療機関は増加しており、支援体制の整備

も進んできていますが、身近な地域で支援を受けることのできる体制整備

を更に進める必要があります。 

 

【施策の展開】 

○ 地域の支援体制の充実を図るため、個別の相談支援及び家族のつどい等

を行うほか、支援拠点として関係機関への助言等を行います。 

○ 早期に相談につながるよう、関係機関と連携して県民への普及啓発を行
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うとともに、関係者の対応力向上とネットワーク構築を目的とした研修を

実施します。 
 

オ）ひきこもり地域支援センター事業 

【現状と課題】 

○ 平成 25 年度に、ひきこもり地域支援センターを精神保健福祉センター

に設置し、本人及びその家族等からの相談に応じるとともに、ひきこもり

支援に関する研修会や教育、労働、保健、医療、福祉及び民間団体等との

ネットワークの構築を行っています。 

○ より身近なところで必要な支援が受けられるよう、市町村においてひき

こもりに関する相談窓口が周知され、地域での相談支援内容の充実が図ら

れる必要があります。 
 

【施策の展開】 

○ 支援体制の整備を推進するため、ひきこもり地域支援センターを中心に、

地域での支援に関する助言・指導を行います。 

○ 早期に相談につながるよう、県民への普及啓発や相談窓口の周知、関係

者を対象とした研修を実施します。 
 

カ）障害者地域生活支援体制整備事業 

【現状と課題】 
○ 各市町村の基幹相談支援センター等を中心として、地域における相談支

援体制の整備が進められているところですが、地域によって体制に差があ

るため、県の相談支援拠点において、市町村を広域的かつ専門的に支援し

ていく必要があります。 
○ 計画相談支援の着実な実施のほか、各圏域及び市町村において、精神障

害にも対応した地域包括ケアシステムの構築や発達障害者支援、障害児等

療育支援、権利擁護、強度行動障害支援のための体制整備を図る必要があ

ります。 
 
【施策の展開】 

○ 県の相談支援拠点を中心に、市町村等と連携しながら、地域における相

談支援体制の充実強化を図ります。 
〇 地域で対応困難な事例に係る助言や、地域のネットワーク構築に向けた

指導、調整等を行う専門アドバイザー派遣事業の活用について、市町村に

積極的に働き掛けます。 
 

キ）精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築事業 

【現状と課題】 

〇 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向け、各圏域及び

市町村において保健・医療・福祉関係者による協議の場を設置し、関係機
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関の重層的な連携による支援体制整備を進める必要があります。 
○ 住民に身近な市町村においては、精神障害者だけでなく、精神保健に課

題を有する者の相談にも対応できるような体制整備が必要です。 
○ 精神障害者の視点を重視した支援を充実する観点や、自らの経験を生か

した当事者同士の交流を促進する観点から、ピアサポート活動の取組を継

続的に支援していく必要があります。 
 
【施策の展開】 

○ 精神障害者の地域移行や安定した地域生活を支援する体制整備を行う

ため、引き続き、圏域ごとの協議の場や、精神科病院と地域の関係機関の

連絡会の開催により連携体制を強化します。 
○ 精神保健福祉に関する専門研修を実施し、支援従事者の資質向上を図り

ながら、市町村の支援体制整備を支援します。 
○ ピアサポート活動を行う人材の育成やピアミーティング活動等の取組

をとおして、ピアサポート活動の活性化を支援します。 
 

ク）精神障害者地域生活支援広域調整等事業 

【現状と課題】 

○ 災害、犯罪被害、事故等の被害者は、PTSD、トラウマ等様々な心理的な

反応が生じることから、専門的な心のケアを行う体制を整備する必要があ

ります。 
○ 災害時等の緊急時においても、専門的な心のケアに関する対応が円滑に

行われるよう、精神保健福祉センターに専門相談員（こころのケア担当）

を配置しています。 
 
【施策の展開】 

○ 災害、犯罪、事故等の被害者に対する PTSD、トラウマ等、様々な心理的反

応に対し、専門的な心のケアを行う体制整備を図ります。 
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２ 地域生活支援事業の推進 

【地域生活支援事業の概要】 

事業名 内   容 

生活訓練等事業 
視覚、聴覚、人工ぼうこう・人工肛門装着者、音声機能

の各障害に応じた相談、訓練等を行います。 

意思疎通支援事業 
手話通訳者、要約筆記者、盲ろう者向け通訳・介助員の

養成及び派遣、失語症者向け意思疎通支援者の養成、手

話通訳者の設置等を行います。 

社会参加促進事業 
障害者社会参加推進センターの運営、補助犬育成の費用

補助、点訳・音声訳奉仕員の養成、スポーツ及び文化芸

術活動の支援等を行います。 

 
ア）生活訓練等事業 

【現状と課題】 
○ 障害者等の自立した生活や社会参加のため、中途失明者の歩行訓練やデ

ジタル化に対応したスマートフォン・パソコン等のＩＣＴ訓練、音声機能

障害者の食道発声法の指導、オストメイト社会適応教室など、障害種別に

応じた相談や生活訓練等を行っています。 
 

【施策の展開】 

○ 生活訓練指導員等の人材確保に努め、引き続き、障害種別に応じた生活

訓練の実施により障害者等の日常生活及び社会生活を支援します。 
 

イ）意思疎通支援事業 

【現状と課題】 

○ 専門性の高い意思疎通支援を行う者（手話通訳者、要約筆記者、盲ろう

者向け通訳・介助員、失語症者向け意思疎通支援者）の養成研修を行って

います。 
○ 意思疎通支援を行う者（手話通訳者、要約筆記者、盲ろう者向け通訳・

介助員）の派遣を行うとともに、手話通訳者、要約筆記者に係る市町村間

の連絡調整を行っています。 
○ 派遣件数の増加や手話通訳者等の地域偏在に対応するため、養成講座を

県内各地域で開催するなどにより、手話通訳者等の人数を確保していく必

要があります。 
 

【施策の展開】 

○ 引き続き、意思疎通支援を行う者の養成を行うとともに、県民向け手話

講習会の開催などにより、手話の普及啓発の充実を図ります。 
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ウ）社会参加促進事業 

【現状と課題】 
○ 社会参加を促進するため、次の事業を実施しています。 
 ・県障害者社会参加推進センター運営事業 
 ・身体障害者補助犬育成事業 
 ・奉仕員（点訳、音声訳）養成研修事業 
 ・スポーツ振興事業（障害者スポーツ大会、スポーツ教室開催） 
 ・障害者芸術文化祭開催事業（障害者芸術文化祭開催、障害者芸術文化活

動支援センター運営） 
○ 障害者等が日常的かつ継続的にスポーツに触れる機会の増加を図るた

め、障害者スポーツへの理解促進や、身近な地域でスポーツに親しむ環境

づくりなどが課題となっています。 
○ 障害者等の芸術文化活動については、身近な地域で鑑賞・創造・発表す

る機会の創出、それを支援するノウハウがある人材の育成など、環境を整

備していく必要があります。 
 

【施策の展開】 

○ 障害者等が身近な地域でスポーツに親しむことができる巡回スポーツ

教室や障害者スポーツ大会の開催、他県と連携した障害者等の芸術作品展

など、各種施策により障害者等の社会参加を推進していきます。 
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相談支援従事者、サービス提供に係る責任者をはじめ、サービス提供に直接必要

な担い手の確保及び育成に取り組むとともに、障害者等の権利を擁護する観点から、

サービスの質の向上を図る取組を実施します。 
 
１ 人材確保・育成・定着とサービスの質の向上 

（１）サービス提供従事者等の確保・育成・定着 

【人材育成に係る事業の概要】 

事業名 内   容 

相談支援従事者研修 
相談支援に従事する人に対し、障害福祉制度や援助技

術に関する講義、演習を行います。 

サービス管理責任者

等研修 

サービス管理・児童発達支援管理に従事する人に対

し、障害福祉制度や支援理論の講義、演習を行います。 

強度行動障害支援者

養成研修 
強度行動障害を有する障害者等の支援を行う人に対

し、適切な支援を行うための講義、演習を行います。 

たん吸引等実施従業

者養成事業 

喀痰（かくたん）吸引等の医療的ケアを行う介護職員

等に対し、適切な支援を行うための講義、演習を行い

ます。 

障害者虐待防止・権利

擁護研修 

サービス提供従事者等に対し、虐待の未然防止及び発

生した際の早期発見、迅速な対応、その後の適切な支

援を行うための講義、演習を行います。 

医療的ケア児等コー

ディネーター養成研

修 

医療的ケア児等の支援に携わる人やコーディネート

する人に対し、適切な支援を行うための講義、演習を

行います。 

障害者ピアサポート

研修 

自ら障害や疾病の経験を持ち、他の障害や疾病のある

障害者の支援を行うピアサポーター及びピアサポー

ターと協働し支援を行う人に対し、ピアサポートの理

解や実際・実例等に関する講義、演習を行います。 
※ その他、課題ごとに研修を行っています。 

 

【現状と課題】 

○ 身近な地域で障害者等の生活を支えるため、相談支援及び障害福祉サービ

ス等に関する専門的な知識・技能を有する人材を幅広く確保するとともに、

資質の向上を図ることが求められています。 
○ しかしながら、県内の福祉専門職員数は増加しているものの、障害福祉分

野における人材の確保は厳しくなってきており、障害福祉サービス等の従事

第３章 人材確保・育成・定着と権利擁護 
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者を安定的に確保していくため、就業促進や処遇改善などの効果的な取組を

進める必要があります。また、従業者の確保・定着を図るため、障害福祉現

場における従業者の負担軽減や働きやすい職場環境の整備などの取組の推

進が求められています。 
 

【施策の展開】 

○ 障害福祉分野で働く魅力ややりがいに関する情報発信を行います。 
○ 従事者の専門性を高め、モチベーションの維持・向上ができるよう、基本

的なスキルの習得に加え、社会の変化に対応した専門分野の知識や技術の習

得など、資質向上に向けて支援します。 
○ 全県を対象として上記の研修を実施するほか、各圏域において、地域振興

局と関係機関が連携して、地域のニーズに応じた研修を実施し、専門的人材

の資質向上を図ります。 
〇 従業者の負担の軽減や業務の効率化を図るため、障害福祉分野におけるロ

ボット等（センサーや通信技術を活用した介護補助機器等）の導入に対し支

援を行います。 
○ 新潟県自立支援協議会において、県内の障害福祉サービス従事者等に関す

る実態把握を行い、人材確保・育成・定着に関する具体的な方策について検

討します。 
 
（２）サービスの質の向上 

【現状と課題】 

○ 社会福祉事業の経営者は、自らその提供する福祉サービスの質の評価を行

う等の措置を講じ、常に福祉サービスを受ける者の立場に立って良質かつ適

切な福祉サービスを提供するよう努めなければならないとされています（社

会福祉法第 78 条）。 
○ 利用者本位のサービス提供を担保するため、事業運営に関する適切な評価

等を実施することにより、サービスの質の確保と向上を図る仕組みが求めら

れています。 
 

【施策の展開】 

○ サービス提供事業者のサービスの質や事業の透明性を確保するため、定期

的に実地指導や集団指導を実施するほか、事業者に対して、事業運営に関す

る自己評価の実施を奨励します。 
○ 公正・中立な第三者評価機関が、専門的かつ客観的に、事業者が提供する

福祉サービスの質を評価する「新潟県福祉サービス第三者評価」の受審を奨

励します。 
○ また、第三者評価に関する県民の正しい理解と事業者の受審促進を図るた

め、普及啓発活動を行います。 
○ 事業者によるサービスの質の向上を図るため、障害福祉サービス等の情報

公表制度が適切に運用されるよう支援します。 
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（３）利用者の安全確保 

【現状と課題】 

〇 事業所等においては、平常時から地域住民や関係機関との緊密な関係性を

構築し、障害者等の安全確保に向けた取組を進めることが必要とされていま

す。 

〇 また、地震や風水害等の自然災害や新興感染症のまん延等の不測の事態が

生じた場合でも、障害福祉サービス事業等を継続して提供していく体制づく

りが求められています。 

 

【施策の展開】 

〇 事業所等において、関係機関や地域住民等との協力・連携体制を構築する

ことなどにより、災害時に障害者等の安全確保が図れるよう、体制づくりを

支援します。 

〇 自然災害発生時や感染症発生時において、障害者等へのサービスを継続し

て提供できるように、事業所等に対し業務継続計画を策定するよう働き掛け

ていくとともに、不測の事態により、職員不足が生じた場合などは、他事業

所等から応援職員を派遣する仕組みを構築するなど、状況に応じて必要な支

援を行います。 

 

 

２ 権利擁護の推進 

（１）虐待防止 

【現状と課題】 

○ 障害者等の中には、十分な自己決定や意思表示が困難な人がおり、結果と

して人権や財産に対して不利益を受けるおそれがあるため、権利擁護体制の

確立や相談体制の充実が求められています。 
○ 障害者等への虐待を防止するため、新潟県障害者権利擁護センターを設置

し、障害者等や養護者への支援、市町村に対する助言や援助を行っています

が、虐待の未然防止や発生時の迅速かつ適切な対応、再発の防止に向けた取

組を更に充実させる必要があります。 
〇 令和６年４月からの改正精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の施

行により、精神科病院内における虐待防止措置や虐待を発見した者からの通

報等が義務付けられ、都道府県においては通報等に対応するための体制整備

が求められています。 
 

【施策の展開】 
○ 障害者等の権利を守るため、新潟県障害者権利擁護センターと各市町村が

設置する障害者虐待防止センターとが連携し、適切な通報・届出等の受理や

連絡調整等を行うことにより、効果的な体制の構築を図ります。また、必要

に応じて高齢者や児童の虐待防止に関わる関係機関と連携して対応します。 
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○ 障害福祉サービス等の利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、事業者

が虐待防止委員会の設置、従業者に対する研修の実施及び虐待の防止に関す

る担当者の配置等の措置を講じるよう指導監査等により、的確な指導を行い

ます。 
○ 虐待防止に向けて、引き続き市町村職員や事業所の管理者等を対象とした

研修会を開催し、権利擁護に関する高い意識を持って支援に当たるよう資質

の向上を図ります。 
〇 精神科病院における虐待防止に向けた取組を推進するため、病院内で従事

者に対する研修の実施や相談体制の整備等が行われるよう促すとともに、虐

待に係る通報等に適切に対応するための体制整備を行います。 
○ 新潟県自立支援協議会権利擁護部会を開催し、虐待防止、その他権利擁護

に関する課題及び取組についての協議を行うとともに、関係機関のネットワ

ークの強化を図ります。 
 
（２）意思決定支援の促進 

【現状と課題】 

○ 障害者等が日常生活や社会生活において自らの意思が反映された生活を

送ることができるよう、障害福祉サービス等の従事者をはじめとする障害者

等の支援に関わる人は、家族等の理解や協力を得ながら可能な限り本人が自

ら意思決定できるよう支援することが求められています。 

 
【施策の展開】 

○ 相談支援や障害福祉サービス等の現場において障害者等の意思を尊重し、

質の高いサービス提供を行うため、相談支援専門員やサービス管理責任者等

への研修の機会を通じて、意思決定支援を具体的に行うための基本的考え方

や姿勢等の理解促進を図ります。 
 

（３）成年後見制度等の利用促進 

【現状と課題】 

○ 障害者が安心した生活を送るためには、自らの意思に基づき、財産を管理

したり、質の高いサービスを利用したりできる環境が求められています。 
○ 判断能力が十分でないため、自ら適切な財産管理や福祉サービスの利用手

続きを行うことが困難な人に対しては、必要に応じて成年後見制度や日常生

活自立支援事業等の支援制度が活用できるよう環境整備を行う必要があり

ます。 
○ 平成 28 年５月に施行された成年後見制度の利用の促進に関する法律にお

いて、市町村はその区域における制度の利用促進に関する施策について、基

本的な計画の策定を行うよう努めることとされており、県には広域的な見地

から市町村の支援を行うことが求められています。 
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【施策の展開】 

○ 市町村その他関係団体を対象とした研修会や会議を開催し、支援者の資質

の向上や第三者後見人等の確保に向けた体制整備を推進することで、障害者

等の状況に応じた制度等が活用されるよう支援します。 

○ 制度の利用促進に向けた環境整備について、家庭裁判所、市町村、弁護士

会・司法書士会・社会福祉士会等の法律・福祉の専門職団体、社会福祉協議

会などと情報共有を図り、連携して取り組みます。 

○ 市町村計画策定促進のため、県内市町村の状況を把握するとともに、全て

の市町村で着実に取組が進められるよう、広域的な観点から体制整備を支援

します。 

 
（４）障害への理解の促進及び障害者差別の解消 

【現状と課題】 

○ 障害を理由とする差別の解消を図るため、障害を理由とする差別の解消の

推進に関する法律（以下「障害者差別解消法」という。）及び障害者の雇用の

促進等に関する法律（平成 25 年改正）が、平成 28 年４月から施行されてい

ます。令和６年４月には改正障害者差別解消法が施行され、事業者による障

害者への合理的配慮の提供が努力義務から義務となります。 
○ 引き続き、障害者差別解消法等に基づく差別の禁止や合理的配慮の提供に

ついて、更なる周知・啓発を行う必要があります。 
○ 障害福祉施設においては地域に開かれた施設を目指し、地域住民との交流

や企業等との連携などを行っていく必要があります。 
 

【施策の展開】 

○ 県民に対する広報及び啓発イベントの開催や事業者に対する研修の実施

などにより、障害への理解を促進するとともに、障害を理由とする差別の解

消を推進します。 
○ 新潟県自立支援協議会権利擁護部会において、障害を理由とする差別に関

する相談事例の共有及び協議を行い、相談支援体制の充実を図ります。 
○ 労働局等の関係機関と連携し、雇用分野における障害者と障害者でない者

の均等な機会及び待遇の確保並びに障害者の有する能力の有効な発揮を図

るため、差別の禁止及び合理的配慮の提供義務についての周知・啓発に努め

ます。 
○ 障害への適切な理解の促進のために、障害福祉施設が地域住民との交流や

企業等との連携について積極的に取り組んでいくよう働き掛けます。 
○ 障害を理由とする差別の解消を更に推進するため、障害者差別解消のため

の条例の制定に向けた検討を行い、条例制定に向けて取り組みます。 
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第１章から第３章までの「障害福祉サービス基盤の充実」、「地域生活を支える事

業の充実」及び「人材確保・育成・定着と権利擁護」を進めることにより、障害者

等が、その人らしく安心して暮らすための選択肢が増えることになります。 
本計画では、「目指す方向性」を実現するために７つの成果目標を設定し、進捗状

況を確認しながら施策を進めます。 
 

１ 福祉施設の入所者の地域生活への移行 

障害のある人もない人も、自らの望む地域で安心して暮らすことのできる社会を

実現するため、「住み慣れた地域で暮らしたい」という障害者本人の意向を尊重し、

地域で支える体制を整備することによって、令和４年度末時点の施設入所者数の

4.5％（109 人）が地域生活に移行（※）することを目標とします。 

また、令和４年度末時点で見込みを上回って入所者数の削減が達成できています

が、現在の入所者数の状況と今後新たに施設に入所する人のニーズを勘案し、令和

８年度末の施設入所者数は、令和４年度末に対して 0.6％(15 人)の減少を見込みま

す。 

※ 「地域生活への移行」とは、障害者本人の希望を踏まえ、現在入所している施

設から退所し、生活の拠点を、自宅、アパート、グループホーム、福祉ホーム、

公営住宅・民間賃貸住宅等の一般住宅へ移すことをいいます。 

 

【現状と課題】 

○ 令和４年度末時点の目標達成率は、地域への移行が 39.5％（38／96 人）、入

所者数の削減が目標（0 人）より 58 人増となっており、入所者数の減少が進ん

でいる一方、地域移行者数が少なくなっています。 
○ これは入所施設利用者の障害の重度化・高齢化により、地域生活へ移行する

のに一層の配慮を要する状況が増えてきていることなどが要因であると考え

られます。 

○ 医療面や行動面において、特に個別支援が必要な人も安心して暮らせるよう、

地域生活を包括的に支える体制を整備し、今後更に地域生活への移行を進めて

いく必要があります。 
○ 一方、地域によっては入所施設の待機者が多くいることを踏まえ、真に入所

支援が必要な人には施設入所支援のサービスを提供できる体制を確保するこ

とも必要です。 
 
【施策の展開】 

第１章から第３章までの施策に加え、次のことに取り組みます。 
 
〔県が取り組むもの〕 

○ 障害者の円滑な地域移行を図るため、県民に対する広報及び啓発イベントの

開催などにより障害や障害者に対する理解を促進します。 

第４章 成果目標達成のための施策の展開 
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〔県がコーディネートするもの〕 

○ 入所施設の新たな利用希望があった場合には、意思決定支援の考え方を踏ま

え、障害者本人のニーズや入所の必要性について、ケア会議等における協議を

通じ、十分に検討した上で支給決定が行われるよう、地域における相談支援の

充実・強化のための研修や助言等を行います。 
 
 
２ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

精神障害者が地域の一員として安心して自分らしく暮らすことができるよう、圏

域ごと、市町村ごとの保健、医療、福祉関係者による協議の場を通じて、重層的な

連携による支援体制を整備し、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

を進めることによって、退院後１年以内の地域における生活日数を 325.3 日以上、

入院後３か月時点の退院率を 68.9％以上、入院後６か月時点の退院率を 84.5％以

上、入院後１年時点の退院率を 91.0％以上、精神病床における 65 歳以上の１年以

上長期入院患者数を 1,833 人、65 歳未満の１年以上長期入院患者数を 989 人にす

ることを目標とします。 

 

【現状と課題】 

○ 令和元年度に入院した患者の入院後３か月時点の退院率（59.3％）、入院後

６か月時点の退院率（78.5％）、入院後１年時点の退院率（87.0％）は全国平均

（３か月時点：63.5％、６か月時点：80.1％、１年時点 87.7％）を下回ってい

ます。 

○ 入院が長期化する要因としては、患者自身の精神症状が極めて重症または不

安定であること、また、退院後の住居などの地域生活支援体制の不足が考えら

れます。特に高齢精神障害者の退院後の住居をはじめとして、地域生活を支え

る体制整備が遅れており、高齢福祉分野との連携強化が求められています。 

○ 退院後の地域生活支援体制の充実に向け、グループホームや自立生活援助等、

精神障害者の退院後の生活を支える福祉サービスの基盤整備を促進するとと

もに、支援従事者の人材育成を推進する必要があります。 
○ 保健所においては精神科病院と地域の関係機関による連絡会を開催し、地域

課題や社会資源等の情報の共有を図っています。 
 

【施策の展開】 

第１章から第３章までの施策に加え、次のことに取り組みます。 
 
〔県が取り組むもの〕 

○ 新たな長期入院精神障害者を生まないため、さらに、退院可能な精神障害者

の地域移行を進めるため、障害者やその家族が抱える課題を踏まえながら、入

院中から、地域移行に向けた意欲の喚起、医療機関と地域の相談支援専門員と

の連携等の支援、退院後の生活に向けたサービス調整等の支援を行います。 
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○ 精神障害者の退院後の生活を支える福祉サービス等についても、計画的に整

備されるよう市町村に対する必要な働き掛けとその把握を行います。 
〇 複合的なニーズを抱える精神障害者の地域生活を支えるため、また、医療や

福祉のサービスにつながらず孤立している人が必要な支援につながるよう、多

職種・多機関連携による訪問等の活動を促進します。 
○ 新潟県地域保健医療計画との連動により、統合失調症、うつ病・躁うつ病、

児童・思春期精神疾患、依存症などの多様な精神疾患等ごとに医療機関の役割

分担の整理等を行い、相互の連携を推進します。 
○ 精神科救急医療体制を確保するため、精神科病院等と連携しながら必要な取

組を実施します。また、精神医療相談窓口において、患者や家族からの緊急の

精神医療に関する相談に適切に対応します。 
○ 高齢福祉分野を含む関係機関の連携推進のため、多機関・多職種が参加する

研修等を実施します。 
○ 精神障害者に対する地域住民の理解を深めるため、また、住民一人一人が自

らの心の健康に関心を持ち、不調やストレスに適切に対処できるようになるた

め、関係機関・団体等と連携し、地域での普及啓発を実施します。 
〇 依存症対策推進のため、医療提供体制や相談支援体制の強化が図れるよう、

関係機関と連携しながら、普及啓発等を実施します。 
 
〔県がコーディネートするもの〕 
○ 精神科病院と地域の関係機関との連携を促進するため、情報共有等を行う場

を提供します。 
○ 高齢の長期入院者の地域移行を推進するため、精神科病院と高齢福祉関係機

関との連携や情報共有ができる環境を整えます。 
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〔（参考）地域包括ケアシステムのイメージ図〕 

 
 

 

３ 地域生活支援の充実 

障害者の地域生活への移行の支援及び地域生活支援を充実させるため、本計画で

は、各市町村に少なくとも１か所以上の地域生活支援拠点等を確保しつつ、その機

能の充実のため、コーディネーターの配置等により、効果的な支援体制の構築を進

めるとともに、年１回以上運用状況を検証及び検討することを目標とします。 
また、強度行動障害を有する障害者の支援体制の充実を図るため、令和８年度末

までに、各市町村又は圏域において、強度行動障害を有する者の状況や支援ニーズ

を把握し、地域の関係機関が連携した支援体制の整備を進めることを目標とします。 
 
 

〔（参考）地域生活支援拠点等について〕 

「地域生活支援拠点等」とは、障害者の地域生活を支えるために必要な支援・資

源の集合体のことをいい、障害の重度化・高齢化や親亡き後に備えるとともに、地

域の生活で生じる障害者等やその家族の緊急事態への対応を図るものです。 
地域生活支援拠点等に、原則として備えるべき機能は次のとおりですが、拠点等

の整備に当たっては、市町村自立支援協議会等を活用し、地域において把握したニ

ーズから、課題の整理及び必要な機能等について協議していく必要があります。 
○ 相談  ○ 体験の機会・場 ○ 緊急時の受入・対応 
○ 専門的人材の確保・養成   ○ 地域の体制づくり 等 
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【現状と課題】 

○ 地域生活支援拠点等を整備した市町村は、令和４年度末時点で 19 市町村と

なっています。 
○ 各市町村において地域生活支援拠点等の整備は進んでいるものの、社会資源

の状況等から単独での整備は難しい小規模市町村もあり、圏域内での調整が必

要となっています。 
〇 強度行動障害を有する障害者への支援体制については、強度行動障害を有す

る者や家族のニーズに対応できるサービス提供体制が十分に整っているとは

言えない状況であり、事業所等の対応力の向上を図っていく必要があります。 
 
【施策の展開】 

第１章から第３章までの施策に加え、次のことに取り組みます。 

 

〔県が取り組むもの〕 

○ 強度行動障害を有する障害者に適切な支援を行うことのできる支援者を育

成し、強度行動障害を有する者を適切に支援する障害福祉サービス事業者等の

整備を促進するため、強度行動障害支援者養成研修や事業所等へのコンサルテ

ーションを行います。 

 

〔県がコーディネートするもの〕 
○ 地域生活支援拠点等の整備に関して、他県における取組などを把握するとと

もに、研修の開催等により先進的な取組について市町村や事業者へ情報提供を

行います。 
○ 自立支援協議会圏域部会において、各市町村、各圏域における現状や課題等
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の把握や整理を行い、その解決に向けた検討を行うとともに、新潟県自立支援

協議会において、情報共有等を行います。 
 

 

４ 福祉施設から一般就労への移行等 

現在、福祉施設（※１）を利用している人のうち、令和８年度中に一般就労に移

行する人が年間 459 人（うち、就労移行支援事業所から一般就労へ移行する人が年

間 283 人、就労継続支援Ａ型事業所から一般就労へ移行する人が年間 73 人、就労

継続支援Ｂ型事業所から一般就労へ移行する人が年間 92 人）になることを目標と

し、同年度末において、就労移行支援事業利用終了者に占める一般就労へ移行した

者の割合が５割以上の事業所の割合が 59.4％、就労定着支援事業の利用者数が 417

人、同年度の就労定着率（※２）７割以上の就労定着支援事業所の割合が 53.7％に

なることを目指します。 

※１ ここでの「福祉施設」とは、就労移行支援、就労継続支援（Ａ型、Ｂ型）、生

活介護、自立訓練（機能訓練、生活訓練）を行う事業所をいいます。 

※２ 就労定着率とは、過去６年間に就労定着支援の利用を終了した者のうち、一

般就労先での雇用継続期間が 42 月以上 72 月未満の者の割合を指します。 

 

【現状と課題】 

○ 障害者が社会的に自立し、安定した生活を送るためには就労が重要です。就

労者の勤労意欲の高まりや、企業における障害者雇用の理解が促進されたこと

などを背景として、関係機関の連携による就職準備から職場定着までの一貫し

た支援等により、本県においては、民間企業における障害者の実雇用率が平成

24 年から 12 年連続で過去最高を更新し、障害者の就職件数も過去最高を更新

するなど、障害者雇用が着実に進展しています。一方、本県は中小企業の割合

が高く、その多くは厳しい経営状況にあることから、障害者を雇用することに

対する経済的な負担感や不安感がある企業も多いものと考えられます。 
○ 障害者就業・生活支援センターや就労支援事業所、県立テクノスクールが行

う障害者職業訓練等の支援により、福祉施設から一般就労へ移行する障害者の

数も順調に伸びています。今後も目標の達成に向けて、一般就労への移行を一

層促進する必要があります。 
○ また、一般就労に移行する障害者が増加する中で、今後、就労に伴う生活上

の支援ニーズはより一層多様化かつ増大するものと考えられます。 
○ 一般就労が困難な人については、就労継続支援Ｂ型事業所等での工賃の水準

が向上するよう支援していくことが必要です。 

  県の最上位計画である「新潟県総合計画」では、就労継続支援Ｂ型事業所の

作業工賃を達成目標（成果指標）とし、令和６年度の目標を 19,000 円と定め

ていますが、令和４年度実績は 15,882 円でした。 

○ 事業所数及び利用者数は年々増加しており、事業所が提供する授産製品・サ

ービスの質の向上と仕事量の確保が課題となっています。 
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【施策の展開】 

第１章から第３章までの施策に加え、次のことに取り組みます。 

 

〔県が取り組むもの〕 

○ 障害者を含め多様な人材の能力を活かすことは、組織の活性化につながるな

ど、企業にとってもプラスであることから、労働局等の関係機関と連携して、

障害者の雇用に対する企業の負担感の軽減や不安感の解消を図るとともに、障

害者が企業の戦力となるよう取組を支援することにより、雇用促進を図ります。 
○ 障害者の就業面と生活面を一体的に支援する障害者就業・生活支援センター

があっせんする職場実習など関係機関・事業所が実施する支援を通じて、一人

一人の適性に合った雇用の促進と職場定着を図ります。 
○ 県立テクノスクールでは、障害者の能力、適性及び地域の障害者雇用に対応

した主に知的障害者向け職業訓練を実施するほか、企業、社会福祉法人、民間

教育機関等の地域の多様な委託先を活用して、障害者の多様なニーズに応じた

職業訓練を実施し、障害者の就職を促進します。 
○ 労働局、県、新潟市、経済団体等からなる「新潟県障害者雇用促進プロジェ

クトチーム」において、障害者雇用の現状と課題、今後の取り組むべき方向性

等について議論することにより、関係機関が一体となり、障害者の雇用を促進

します。 
○ 就労継続支援Ｂ型事業所等の工賃向上については、「新潟県工賃向上計画」

を作成し、取組を推進します。具体的には、授産活動コーディネーターや農福

連携コーディネーターの配置、新規分野進出準備・研究経費の助成等を行いま

す。 
○ 障害者就労支援施設等からの物品等の調達の推進を図るための方針を策定

し、県庁調達の拡大に取り組みます。 
○ 関係機関・事業所で構成される新潟県自立支援協議会就労支援部会を開催し、

一般就労の推進や工賃向上に向けた取組について検討します。 
 
 
５ 障害児支援の提供体制の整備等 

障害の有無にかかわらず、全てのこどもが共に成長できるよう、一人一人の個性

や能力・発達の段階に応じた適切な支援を身近な地域で提供できる体制を整備する

とともに、地域社会への参加・包容（インクルージョン）を推進することが求めら

れています。 

本計画では、地域の実情を踏まえた上で、令和８年度末までに地域における中核

的な支援機能を果たす児童発達支援センターを 19 市町村に整備すること、保育所

等訪問支援を利用できる体制を 20 市町村で整備することなどにより、全ての市町

村において障害児の地域社会への参加・包容（インクルージョン）を推進する体制

を構築することを目標とします。 
また、主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所を 21 市町村、放課後

等デイサービス事業所を 21 市町村で整備することを目標とします。 
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加えて、医療的ケア児が身近な地域で支援を受けることができるよう、県及び市

町村において、保健、医療、福祉、保育、教育等の関係機関等による協議の場を設

けるとともに、医療的ケア児支援センターを中心とした医療的ケア児等に対する総

合的な支援体制の構築を推進します。医療的ケア児支援センターには医療的ケア児

等の支援を総合調整するコーディネーターを２人以上配置し、市町村においては、

医療的ケア児等に関するコーディネーターを27市町村に51人配置することを目標

とします。 

さらに、聴覚障害児を含む難聴児が適切な支援を受けられるように、「難聴児の

早期発見・早期療育推進のための基本方針」（令和４年２月）に基づき、難聴児の早

期発見・早期療育を総合的に推進するための計画を策定するとともに、児童発達支

援センターや特別支援学校等と連携しながら、難聴児支援のための中核的機能を有

する体制の充実を図り、新生児聴覚検査から療育につなげる連携体制を構築するこ

とを目標とします。 
また、障害児入所施設に入所している児童が 18 歳以降、大人にふさわしい環境

へ円滑に移行できるように、関係機関と連携し、移行調整に係る協議の場を設置す

ることを目標とします。 
 
【現状と課題】 

○ 各市町村においては、子育て支援や母子保健等の他施策による既存の資源や

事業の活用を含め、地域における支援体制の整備が進められています。加えて、

児童発達支援をはじめとする障害児のサービスも整備されてきていますが、児

童発達支援センターの設置数は少ない状況です。 

○ 特に、医療的ケア児や重症心身障害児を支援する事業所は限られていること

から、医療的ケア児や重症心身障害児が身近な地域で障害児通所支援等のサー

ビスを利用できる体制を整備していく必要があります。 

○ また、重症心身障害児を含めた医療的ケア児やその家族に対して保健、医療、

福祉、保育、教育等を総合的に支援する体制を構築するため、関連分野の支援

をコーディネートする役割を担う人材が必要です。 
○ 難聴児の支援に当たっては、保健、医療、福祉、教育等の関係機関が連携し、

難聴児に対する早期療育を一層促進していく必要があります。 
〇 入所児童の移行調整に当たっては、市町村、児童相談所、障害児入所施設等

の関係機関と連携し、調整を進めていく必要があります。 
 
【施策の展開】 

第１章から第３章までの施策に加え、次のことに取り組みます。 
 
〔県が取り組むもの〕 
○ 障害児のライフステージに沿った切れ目のない一貫した支援の提供体制を

確保するため、新潟県自立支援協議会等を通じて、保健、医療、福祉、保育、

教育等の関係機関が緊密な連携を図ります。 
○ 新潟県自立支援協議会療育支援部会を、医療的ケア児支援に関する協議の場
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とし、医療的ケア児支援に関する協議を行います。 
○ 各市町村における医療的ケア児や重症心身障害児を支援する児童発達支援

事業所及び放課後等デイサービス事業所の整備を促進するため、医療的ケア児

支援センター等において医療的ケア児等の支援に必要な知識・技術等取得のた

めの研修や療育技術の指導等を行います。 
○ 医療的ケア児支援センターにおいて、医療的ケア児等やその家族の様々な相

談に総合的に対応するとともに、関係機関等への情報提供や関係機関間の連携

に関する支援を行います。また、医療的ケア児等に関するコーディネーターを

養成する研修を行います。 
○ 地域の医療的ケア児等コーディネーターを中心とした関係機関の連携体制

が各市町村において構築されるよう、医療的ケア児支援センターの活動や、医

療的ケア児の支援体制に関する会議の開催等を通して、市町村へ働き掛けを行

います。 
○ 難聴児支援に関する協議会において、難聴児の早期発見・早期療育を総合的

に推進するための計画を策定するとともに、難聴児支援コーディネーターを配

置し、難聴児の家族への相談支援や関係機関との連絡調整等を行うことなどに

より、難聴児及びその家族への切れ目のない支援の充実を図り、新生児聴覚検

査から療育につなげる連携体制の構築に向けた取組を進めます。 

 

 

６ 相談支援体制の充実・強化等 

障害者等が地域において自立した日常生活又は社会生活を営むためには、障害福

祉サービスの提供体制の確保とともに、あらゆる障害及び各種ニーズに対応する相

談支援体制の充実・強化が重要となります。 
また、地域の支援体制の整備を着実に進めていくため、自立支援協議会において、

関係機関が連携を図りながら、個別事例の検討等を踏まえて、地域の実情に応じた

体制の整備について協議を行うことが重要となります。 
本計画では、地域の実情を踏まえた上で、総合的な相談支援、地域の相談支援体

制の強化及び関係機関等の連携の緊密化を通じた地域づくりの役割を担う基幹相

談支援センターを 24 市町村において設置することなどにより、全ての市町村にお

いて地域の相談支援体制の強化を図る体制を構築することを目標とします。 
また、市町村自立支援協議会において、個別事例の検討を通じた地域サービス基

盤の開発・改善等の取組を行うとともに、これらの取組を行うために必要な協議会

の体制を確保することを目標とします。 
 
【現状と課題】 

○ 基幹相談支援センターを設置した市町村は、令和５年４月時点で 14 市町村

です。 
○ 市町村又は圏域において、総合的・専門的な相談支援や、地域の相談支援体

制の強化の役割等を担う基幹相談支援センター等とその他の相談支援事業所

との役割分担や連携を通じ、各地域の状況に応じた重層的な相談支援体制を構
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築する必要があります。 
 
【施策の展開】 

第１章から第３章までの施策に加え、次のことに取り組みます。 
 
〔県が取り組むもの〕 
○ 市町村における基幹相談支援センター設置促進等の相談支援体制の構築に

向け、先進的な取組等の情報提供や助言等を行います。 
〇 自立支援協議会圏域部会において、サービス提供体制の充実に向けた市町村

間の情報共有や県と市町村との情報・課題の共有を図り、その解決に向けて検

討を行います。 
 
 
７ 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

障害福祉サービス等が多様化するとともに、多くの事業者が参入している中、改

めて障害者総合支援法の基本理念を念頭に、その目的を果たすためには、利用者が

真に必要とする障害福祉サービス等の提供を行うことが重要です。 
本計画では、本県が実施する指定障害福祉サービス事業者及び指定障害児通所支

援事業者等に対する指導監査を適正に実施し、その結果を関係市町村と共有するこ

と、また、相談支援専門員やサービス管理責任者・児童発達管理責任者の計画的な

人材の養成等をとおして、障害福祉サービス等の質を向上させることを目標としま

す。 
また、全ての市町村が、令和８年度末までに、障害福祉サービス等の質を向上さ

せるための取組に係る体制を構築することを目標とします。 
 
【現状と課題】 

○ 適切な事業所等の運営が行われているか、定期的に指導監査を実施し、所在

地の市町村に結果を通知しています。不適切な事例が見受けられる場合は、市

町村と連携の上、文書等による指摘等により改善を求めるとともに、悪質な場

合は監査を行います。 
○ 指導監査において指摘が必要な事業所や、事業所が行う介護給付費等の請求

誤りが毎年度発生しています。 
〇 将来にわたり安定的に障害福祉サービス等を提供するためには、地域のニー

ズを踏まえて、相談支援専門員やサービス管理責任者・児童発達支援管理責任

者等を計画的に養成していく必要があります。 
○ また、相談支援専門員やサービス管理責任者・児童発達支援管理責任者等に

対し、意思決定支援に関する研修等の専門性を高めるための研修を実施するこ

となどにより、障害福祉サービス等の質の向上を図っていく必要があります。 
 
【施策の展開】 

第１章から第３章までの施策に加え、次のことに取り組みます。 
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〔県が取り組むもの〕 

○ 引き続き、指定障害福祉サービス事業者及び指定障害児通所支援事業者等に

対する指導監査を適正に実施し、その結果を所在地の市町村に通知します。 
○ 事業所等の運営や介護給付費等の請求において、同様あるいは類似の指摘事

項が多発した場合は、関係する市町村や事業所等に対して、各種会議や集団指

導等を通じて情報共有を行います。 
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第 ３ 編 

圏 域 計 画 
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１ 圏域の特性 

下越圏域は、県の最北部に位置し、東部は山地が多く山形県に接し、西部は日本

海に面しており離島を有しています。国道７号が圏域を縦断しているほか、日本海

沿岸東北自動車道が整備されています。 

面積は 2,319.14 ㎢あり、７圏域中で２番目の広さとなっています。全市町村が

豪雪地帯に指定され、うち３市村（村上市の一部、胎内市の一部、関川村）は特別

豪雪地帯であり、山間部では、積雪が 170 ㎝を超えます。 

令和５年４月１日現在、人口は 193,115 人で県全体の 9.0％を占めています。ま

た、同日現在の高齢化率は 35.8％と県平均を 1.9 ポイント上回っています。市町村

別で、高齢化率が 40％を超えている市町村は、村上市（40.8％）、関川村（45.6％）、

粟島浦村（43.5％）となっています。 

 

２ 構成市町村ごとの状況（県障害福祉課調べ：身体・知的・精神障害者数は各手帳所持者） 

 

３ 現状と課題 

（１）日常生活の支援（訪問系サービス、日中活動系サービス）について 

下越圏域は面積が広大であるため、日中活動系サービスへの移動については、

公共交通機関の利用だけでは限界があり、利便性の高い移動手段の確保や拡充が

課題となっています。 

サービス提供体制の面では、居宅介護等の訪問系サービスの整備は進んできて

いますが、地域によっては潜在的需要に対し十分とは言えない状況が今後とも見

込まれ、日中活動系サービスについても需要の増加が見込まれます。 

また、医療的ケアが必要な障害児（者）及び重症心身障害児（者）でも利用可

能な短期入所や知的・精神障害者の自立した生活を支援するための生活訓練等が

不足しており、圏域外のサービスを利用せざるを得ず、これらサービスの拡充が

求められています。 

市町村名 
人口 

令和 5 年 4 月 1 日

現在 
身体障害者数 
令和 5 年 4 月 1 日現在 

知的障害者数
令和 5 年 4 月 1 日現在 

精神障害者数
令和 5 年 3 月 31 日現在 

難病患者数※
令和 5 年 3 月 31 日現在 

新 発 田 市 92,116 3,854 873 1,239 

※医療費助成

の対象とな

る指定難病

338 疾患の

患者数 

村 上 市 54,404 2,812 561 538 

胎 内 市 27,477 1,171 250 314 

聖 籠 町 14,091 624 138 139 

関 川 村 4,717 322 59 43 

粟 島 浦 村 310 32 9 1 

計 193,115 8,815 1,890 2,274 1,670 

【参考】 
198,860 

令和 3 年 4 月 1 日 

現在 
8,908 

令和 3 年 4 月 1 日現在 
1,865 

令和 3 年 4 月 1 日現在 
2,421 

令和 3 年 3 月 31 日現在 
2,052 

令和 3 年 3 月 31 日現在 

(333 疾患の患者数) 

１ 下越圏域 
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（２）住まいの確保（居住系サービス）について 

近年、グループホーム等の社会資源の整備は進んできていますが、依然として

需要の増加が見込まれる状況です。中でも、知的・精神障害者が利用できる住居

等が不足しており、既存のグループホームで精神障害者も利用できるよう対象範

囲の拡大等の動きはあるものの十分とは言えない状況です。 

障害者の地域移行に向けた住まいの場の整備や障害程度に応じた自立生活援

助等のサービスの拡充が求められています。 

障害者が地域で安心して暮らせるよう、事業者の事業運営に対する支援や、市

町村や病院等の関係機関との連携体制の一層の強化が必要です。 

 

（３）相談支援について 

障害福祉サービス等の利用者の増加に伴い相談件数が増加している上、相談内

容も多様化・複雑化していることにより、相談支援専門員等の業務負担が増大し

ています。 

引き続き、障害児（者）一人一人の障害特性や相談内容に応じた、きめ細かな

支援を提供していくために、相談支援専門員等の人材確保はいうまでもなく、特

に障害児にも対応できる資質の高い相談支援専門員の養成・確保も課題です。 

 

（４）障害児支援について 

障害児支援については、関係機関が保健、医療、福祉、教育等多岐にわたるた

め、関係機関の間で対象児童や障害児支援に関する情報を共有し、障害児や医療

的ケア児が地域において必要な支援を利用できるよう、放課後等デイサービス及

び短期入所等のサービス提供体制の拡充に向け、引き続き検討していく必要があ

ります。 

また、一人一人の障害特性に応じた支援の調整役を担える相談支援専門員や医

療的ケア児等コーディネーターなどの人材確保と、それらの職種を活用できる仕

組みづくりも必要です。 

 

（５）その他 

発達障害者への支援については、支援者対象の研修会等を設け、発達障害に関

する知識、情報共有及び支援スキルの習得に取り組んでいますが、十分とは言え

ない状況です。 

また、就労継続支援等も年々増加する利用者数に対応できるサービス提供体制

が求められています。 

 

４ 今後の取組 

（１）日常生活の支援（訪問系サービス、日中活動系サービス）について 

通学や通所等の交通手段の確保及び拡充については、同趣旨の支援制度の有無

や将来的なニーズ等を参考の上、関係部局へ働き掛け、日中活動系サービス事業

を効果的に整備することを目指します。 
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また、障害児（者）へのサービス提供体制に関する現状と課題を市町村やサー

ビス事業者等と共有し、医療的ケアが必要な障害児（者）が利用できる短期入所

サービスの整備や拡充、保護者の負担軽減のための対応等について、サービス事

業者等に新たな事業展開や協力を要請します。事業展開で必要となるハード・ソ

フト（資格職の確保等）についても、既存の社会資源の活用や、新たな補助事業

創設等についての国への要望提案を検討するとともに、市町村やサービス事業者

等に対し、活用できる補助事業を提示します。 

 

（２）住まいの確保（居住系サービス）について 

市町村や関係事業所と協力して、地域住民に対して障害特性等に関する啓発を

行います。 

グループホーム等の整備に向けて、市町村や事業者と連携し、その新設、既存

の社会資源の活用及び障害程度に応じた自立生活援助等のサービスの拡充に向

けた意見交換会や研修等を開催します。 

市町村や病院等関係機関との連携、既存の設置運営事業者等へのフォロー体制

も強化していきます。 

ニーズを可視化し、グループホーム以外の居住支援についても関係機関に働き

掛けていきます。 

 

（３）相談支援について 

相談支援事業所の適正数の確保、業務内容調査、情報収集及び相談支援専門員

の資質向上のための障害児対応等困難事例を検討する場の確保に努めます。 

また、基幹相談支援センターについては、圏域に３か所整備されたところであ

り、整備していない町村においては、関係機関における相談対応の充実を働き掛

けていきます。 

 

（４）障害児支援について 

保健、医療、福祉、教育等の障害児の支援に関わる者が、自立支援協議会圏域

部会等において、引き続き情報共有を図るとともに、地域の実情を踏まえながら、

医療的ケア児等コーディネーターとの連携の在り方など、必要な取組等について

検討します。また、保護者等に対する適時適切な情報提供等を目的とした会合等

の開催を検討します。 

不足している短期入所については、市町村等と連携して対応していきます。 

 

（５）その他 

発達障害者への理解を深め、支援体制の強化を図るため、引き続き障害福祉サ

ービス事業者や、教育機関、市町村、就労支援機関等関係機関との情報共有等を

通じ、各関係機関職員の資質向上や、企業、地域住民の発達障害に対する理解を

促進していきます。 
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１ 圏域の特性 

新潟圏域は、西は日本海に面し、東は福島県と県境を接する地域です。県内最大

の人口集積地である政令指定都市・新潟市、阿賀野川中流域の田園地帯に五泉市・

阿賀野市、阿賀野川上流の山間地に阿賀町があり、地形・人口の面でそれぞれ特色

の異なる地域で構成されています。 

新潟市は他の２市１町に比べサービス提供事業所等が充実している一方、周辺市

町においては人口規模や地理的特性等によりサービス提供事業所等、社会資源の偏

在がみられます。 

 

２ 構成市町村ごとの状況（県障害福祉課調べ：身体・知的・精神障害者数は各手帳所持者）  

市町村名 
人口 

令和 5 年 4 月 1 日

現在 
身体障害者数 
令和 5 年 4 月 1 日現在 

知的障害者数
令和 5 年 4 月 1 日現在 

精神障害者数
令和 5 年 3 月 31 日現在 

難病患者数※
令和 5 年 3 月 31 日現在 

新 潟 市 774,383 27,772 6,035 8,413 
※医療費助成

の対象とな

る指定難病

338 疾患の

患者数 

五 泉 市 45,480 2,226 513 543 

阿 賀 野 市 39,378 1,870 375 405 

阿 賀 町 9,146 792 127 116 

計 868,387 32,660 7,050 9,477 7,287 

【参考】 
883,039 

令和 3 年 4 月 1 日 

現在 
33,568 

令和 3 年 4 月 1 日現在 
6,771 

令和 3 年 4 月 1 日現在 
7,844 

令和 3 年 3 月 31 日現在 
7,095 

令和 3 年 3 月 31 日現在 

(333 疾患の患者数) 

 

３ 現状と課題 

（１）日常生活の支援（訪問系サービス、日中活動系サービス）について 

訪問系・日中活動系サービスの提供実績は増加傾向にあり、今後も増加する見

込みです。重度訪問介護、行動援護サービスの不足する地域や今後の需要の増加

が見込まれる生活介護、就労系サービスへの対応が必要となる地域もあることか

ら、身近な地域で必要なサービスを利用できるよう、地域のニーズを踏まえサー

ビスの提供体制を確保する必要があります。 
サービスの提供に当たっては、強度行動障害、高次脳機能障害、医療的ケアを

必要とする人など重度障害者それぞれの特性に対応した支援の提供が必要とな

ります。また、各市町では就労支援として、これまでも域内の関係団体や企業等

と連携した取り組みを進めていますが、特別支援学校卒業生の適切な進路選択の

支援を含め、引き続き障害者それぞれの希望やスキルに合った仕事で活躍できる

よう、教育機関やハローワーク等とも連携し、一般就労への移行・定着に向けた

支援や工賃の向上等の就労支援に取り組む必要があります。 
 

（２）住まいの確保（居住系サービス）について 

グループホームの利用実績は増加しており、地域移行に向けた支援も必要とさ

２ 新潟圏域 



62 
 

れる中、今後も利用ニーズは増加する見込みです。また、グループホームから一

人暮らしを希望する者に向けた支援も必要です。住み慣れた地域で必要な支援を

受けながら生活できるよう、住まいの確保と併せ、サービスの提供体制を確保す

る必要があります。 
サービスの提供に当たっては、退院した精神障害者、強度行動障害や発達障害

など障害の特性のほか、利用者の高齢化にも対応した支援の提供が必要となりま

す。 
 

（３）相談支援について 

各市町、委託・指定相談支援事業所、基幹相談支援センター（市部のみ）等が

連携して相談支援を実施していますが、相談内容がサービスの利用調整だけでな

く、生活や家庭問題など複雑化・多様化し、多職種連携、他機関連携が必要とな

るケースが増えています。このため、関係機関との連携を一層強化し、相談支援

体制の充実を図る必要があります。また、地域移行支援の利用実績が少ないため、

今後ニーズに応じて地域移行支援の活用も図っていく必要があります。 
相談支援体制の充実に向け、市域では基幹相談支援センターが研修会や連絡会、

意見交換会を実施するなどして連携体制の構築や情報共有に努めていますが、引

き続き、人材確保、人材育成に取り組む必要があります。基幹相談支援センター

を設置していない町部においても、相談支援体制の充実のため圏域内での連携し

た取組が必要となります。また、相談支援により把握した課題を地域課題として

明確化し、自立（総合）支援協議会等での協議の場につなぐ役割も重要です。 
 

（４）障害児支援について 

障害児通所支援の利用実績は増加傾向にあり、今後も増加する見込みです。ま

た、新潟市以外では、児童発達支援センター及び重症心身障害児を支援する施設

はそれぞれ１か所、医療的ケア児コーディネーターは２市に６人配置されていま

す。 
医療的ケア児や重症心身障害児を含め、できるだけ身近な地域で障害児の特性

に応じた必要な支援が受けられるよう、域内での連携や利用調整、サービスの拡

充等、サービス提供体制の充実を図るとともに、保健、医療、障害福祉、保育、

教育等の関係機関が連携して支援できる体制構築を一層進めていく必要があり

ます。 
 

（５）その他 

各市町において地域生活支援拠点等の整備を図り、コーディネーターの配置な

どによる効果的な支援体制及び緊急時の連絡体制の構築を進めていく必要があ

ります。また、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向け、医療

機関、地域の関係機関との連携強化、住まいの確保等に引き続き取り組んでいく

必要があります。 
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４ 今後の取組 

（１）日常生活の支援（訪問系サービス、日中活動系サービス）について 

自立支援協議会圏域部会において、サービス提供体制の確保に向けた市町間の

情報共有や県と市町との情報・課題の共有を図り、圏域事業所部会等を活用する

などして、その解決に向けて協議を行います。 

 

（２）住まいの確保（居住系サービス）について 

自立支援協議会圏域部会において、サービス提供体制の確保に向けた市町間の

情報共有や県と市町との情報・課題の共有を図り、その解決に向けて協議を行い

ます。 
 

（３）相談支援について 

自立支援協議会圏域部会において、サービス提供体制の確保に向けた市町間の

情報共有や県と市町との情報・課題の共有を図ります。また、各市町での基幹相

談支援センターを中心とした相談支援専門員の研修等に加え、圏域別研修を開催

し、人材育成に努めます。 
 

（４）障害児支援について 

自立支援協議会圏域部会において、サービス提供体制の確保に向けた市町間の

情報共有や県と市町との情報・課題の共有を図り、圏域療育支援部会等を活用す

るなどして、その解決に向けて協議を行います。 
 

（５）その他 

各市町での地域生活支援拠点等の整備状況を把握するとともに、必要に応じて

他圏域での取組について情報提供を行います。また、精神障害にも対応した地域

包括ケアシステムの構築のため、圏域精神障害者地域移行支援部会で協議を行い

ます。 
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１ 圏域の特性 

県央圏域は、県の中央部に位置し、三条市、加茂市及び燕市の３市並びに西蒲原

郡弥彦村及び南蒲原郡田上町で構成され、人口は 209,170 人、面積は 733.53 ㎢で、

西側は弥彦山を境として北陸自動車道、国道８号、上越新幹線、信越線が走り、東

側は越後山脈に囲まれ、平野部には信濃川、五十嵐川、加茂川等が流れる田園地帯

です。新潟市や長岡市にも近く交通の便に比較的恵まれています。 

有数の穀倉地帯であり、また、三条市の金属加工業・燕市の洋食器製造業、加茂

市の木工家具製造といった地場産業があるほか、弥彦村の弥彦神社及び弥彦温泉、

田上町の湯田上温泉といった観光地を有する地域です。 
 

２ 構成市町村ごとの状況（県障害福祉課調べ：身体・知的・精神障害者数は各手帳所持者） 

市町村名 
人口 

令和 5 年 4 月 1 日

現在 
身体障害者数 
令和 5 年 4 月 1 日現在 

知的障害者数
令和 5 年 4 月 1 日現在 

精神障害者数
令和 5 年 3 月 31 日現在 

難病患者数※
令和 5 年 3 月 31 日現在 

三 条 市 91,534 3,727 966 968 

※医療費助成

の対象とな

る指定難病

338 疾患の

患者数 

加 茂 市 24,007 1,074 267 266 

燕 市 75,444 3,158 710 738 

弥 彦 村 7,410 336 66 84 

田 上 町 10,775 499 106 126 

計 209,170 8,794 2,115 2,182 1,677 

【参考】 
214,433 

令和 3 年 4 月 1 日 

現在 
8,993 

令和 3 年 4 月 1 日現在 
2,049 

令和 3 年 4 月 1 日現在 
1,900 

令和 3 年 3 月 31 日現在 
1,706 

令和 3 年 3 月 31 日現在 

(333 疾患の患者数) 

 

３ 現状と課題 

（１）日常生活の支援（訪問系サービス、日中活動系サービス）について 

住み慣れた地域での安心した生活の基本となる居宅介護、生活介護のサービス

については、今後もサービス利用が増加傾向で推移することが見込まれる市町村

が多いことから、引き続き、見込量に対応できる体制を整備していく必要があり

ます。 
 
（２）住まいの確保（居住系サービス）について 

居住系サービスについては、グループホームは増加しましたが、重度障害者が

利用できる施設が限られているなど、受入体制が十分ではありません。 
  

３ 県央圏域 
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（３）相談支援について 

基本相談の充実や途切れない支援が求められていますが、相談件数の増加や内

容の複雑化・多様化などにより、相談支援専門員一人当たりの業務負担が増して

いるため、相談支援専門員の確保や資質の向上に継続して取り組む必要がありま

す。 
 

（４）障害児支援について 

障害児支援については、保健、福祉、教育等の連携を一層推進していく必要が

あることから、関係機関の間で情報等を共有し、障害児が必要な支援を利用でき

るよう、地域の支援体制の整備を検討する必要があります。また、発達障害児の

早期支援等についても、関係機関が連携した家庭への支援が求められています。 
 

（５）その他 

重症心身障害児（者）や強度行動障害を有する障害者を対象としたサービスを

提供する事業所が少なく、とりわけ、医療的ケアを要する児童に対する支援体制

の整備が課題です。また、常時介護を行う家族の負担等も課題となっています。 
自然災害発生時に迅速・的確に対応するため、障害者の避難や避難所での生活

などについて早急な検討が必要です。 
 
４ 今後の取組  

（１）日常生活の支援（訪問系サービス、日中活動系サービス）について 

必要なサービス提供体制を整備するため、まずは事業所の必要数や市町村等が

把握する障害特性に応じたニーズをもとに自立支援協議会圏域部会において、関

係機関と情報共有を行います。 
 
（２）住まいの確保（居住系サービス）について 

利用者の障害特性や高齢化に対応できるサービスが提供できるよう、市町村等

が把握する利用ニーズをもとに自立支援協議会圏域部会において、関係機関と情

報共有を行います。 
 

（３）相談支援について 

「新潟県の相談支援体制ビジョン」（令和元年５月策定）を踏まえ、相談支援体

制の整備について議論を深めるとともに、必要な取組を進めます。 
また、相談支援専門員が個別のケース対応のみならず、ソーシャルワーカーと

して地域全体の課題を分析し活動ができるよう、自立支援協議会圏域部会におい

てＩＣＴを活用した研修等を行い、資質向上等を図ります。 
 
（４）障害児支援について 

今後はより早い段階から支援が行き届くように保健、福祉、教育等との連携を

一層推進していく必要があることから、日頃から相談支援事業所、サービス提供

事業者、特別支援学校、保育所等と各家庭が連携・協力できる体制づくりを支援
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するなど、障害児の発達支援体制を整備していきます。 

また、有識者を招いた研修会を開催するなど、支援する側の対応力の強化を図

ります。 

 

（５）その他 

医療的ケア児及び重症心身障害児（者）、強度行動障害を有する障害者等に対

し、適切なサービスを提供できる体制を整備するために、引き続き関係機関との

情報共有を図るなど必要な取組を行います。 
災害発生時の障害者の避難や避難所での生活などについて、市町村と連携し必

要な検討を行います。 
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１ 圏域の特性 

中越圏域は、長岡市、柏崎市、小千谷市、見附市、三島郡出雲崎町、刈羽郡刈羽

村の６市町村から構成され、人口は 416,681 人、県全体の 19.5％を占めています。

令和５年４月１日現在の高齢化率は 33.7％で、県平均とほぼ同じとなっています。 

面積は 1,636.8 ㎢と県全体の 13.0％にあたり、地理的・気候的条件も海岸部から

中山間地まで多岐に富んでおり、水害、雪害などの自然災害も多く、特に平成 16 年

10 月の中越大震災、平成 19 年７月の中越沖地震と二度の大地震に見舞われました

が、地域コミュニティの再生などにより、新たな地域づくりを進めてきました。 

 

２ 構成市町村ごとの状況（県障害福祉課調べ：身体・知的・精神障害者数は各手帳所持者） 

 

３ 現状と課題 

（１）日常生活の支援（訪問系サービス、日中活動系サービス）について 

障害者の地域生活への移行が進められる中、安定した地域生活支援のため、充

実したサービス提供が求められます。また、重症心身障害や強度行動障害等の多

様な障害特性を理解し、適切な支援を行うことができる人材の育成と体制整備が

必要です。 

訪問系サービスについては、居宅介護等で利用ニーズが充足している傾向がみ

られるものの、一部では重度訪問介護の夜間利用に伴い、利用時間の増加や地域

内で対応できないケースも生じています。 

日中活動系サービスは、新型コロナウイルス感染症対策の緩和とともに就労移

行支援のニーズが増加しており、更に一般就労の促進を図るため、関係機関と連

携した適切なサービス提供体制づくりが必要です。 

  

市町村名 
人口 

令和 5 年 4 月 1 日

現在 
身体障害者数 
令和 5 年 4 月 1 日現在 

知的障害者数
令和 5 年 4 月 1 日現在 

精神障害者数
令和 5 年 3 月 31 日現在 

難病患者数※
令和 5 年 3 月 31 日現在 

長 岡 市 259,829 9,721 2,442 2,518 

※医療費助成

の対象とな

る指定難病

338 疾患の

患者数 

柏 崎 市 77,717 2,986 773 898 

小 千 谷 市 32,847 1,341 321 358 

見 附 市 38,147 1,343 394 436 

出 雲 崎 町 3,910 191 59 45 

刈 羽 村 4,231 164 50 33 

計 416,681 15,746 4,039 4,288 3,199 

【参考】 
426,986 

令和 3 年 4 月 1 日 

現在 
16,276 

令和 3 年 4 月 1 日現在 
3,967 

令和 3 年 4 月 1 日現在 
3,893 

令和 3 年 3 月 31 日現在 
3,280 

令和 3 年 3 月 31 日現在 

(333 疾患の患者数) 

４ 中越圏域 
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（２）住まいの確保（居住系サービス）について 

グループホームへの入居希望が増え、新規に事業参入するケースはあるものの、

一部では職員の不足や障害特性などによるマッチングがうまくいかず新規入所

が進まない状況がみられ、また入居者の高齢化、重度化による支援者の負担増も

課題となっています。 

 

（３）相談支援について 

相談件数が増加傾向にあり、その内容も多様化・複雑化しているため、相談支

援専門員の計画的な確保とともに、定期的なスキルアップの機会の確保や離職を

防ぐための環境整備が必要です。 

また、重層的な相談支援体制の構築のため、基幹相談支援センターの設置や機

能の充実・強化が求められています。 

 

（４）障害児支援について 

放課後等デイサービスの利用希望者が増加傾向にあり、対応できる施設やサー

ビスが不足している地域もみられます。また、医療的ケア児等が地域において必

要な支援を受けられるよう、多分野の関係機関の連携・協力を図る必要があり、

その調整役となるコーディネーターの配置が求められています。 

保護者の負担を軽減し、利用者のニーズに対応していくため、引き続き新規事

業所の参入促進や、多様な障害特性を理解し、適切な支援を行うことができる人

材の育成、確保が必要です。 

 

（５）その他 

医療的ケアが必要な人を支える地域体制や、障害者やその家族の高齢化が進む

中で障害者が住み慣れた地域で安心して日常生活を送ることができるための地

域生活支援拠点等の整備や、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

が進められていますが、地域の実情に応じ、限られた資源の中でどのように体制

を構築していくかが課題です。 
 

４ 今後の取組 

（１）日常生活の支援（訪問系サービス、日中活動系サービス）について 

圏域として充実した訪問系及び日中活動系サービスが提供できるよう、市町村

及び関係機関との情報共有や協議を通じ、連携を図りながら課題に対応していき

ます。また、多様な障害特性に対応できる専門性を持った人材を育成するため、

圏域内の関係各事業所に対し、各種研修や他圏域での参考となる取組について情

報提供を行います。 

障害者法定雇用率の引き上げを見据え、一般就労への移行・職場定着が進むよ

う、自立支援協議会圏域部会等の協議の場において、圏域内の就労移行支援事業

所のノウハウを共有するとともに、企業に対する障害者雇用の理解啓発について

協議します。その中で、公共職業安定所等との関係機関と連携を図りながら、対

象者や企業へ支援内容の周知を図ります。 
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（２）住まいの確保（居住系サービス）について 

住まいの確保に向け、事業者の参入など、グループホーム開設を促進するため

の方策や、住まいの確保についての課題を自立支援協議会圏域部会等において協

議します。 
 

（３）相談支援について 

相談件数の増加や相談内容の多様化・複雑化などの課題を踏まえ、自立支援協

議会圏域部会等の場において、相談支援専門員のスキルアップの機会確保や離職

を防ぐための環境整備に向けた意見交換など、圏域での相談支援体制の充実・強

化につながる取組を行います。 
 

（４）障害児支援について 

医療的ケア児等コーディネーターの配置促進、重症心身障害児を支援する児童

発達支援事業所や放課後等デイサービス事業所の確保について、市町村における

社会資源の状況、障害児のニーズ等を踏まえ、専門性を持った人材の確保等の体

制整備の在り方について、自立支援協議会圏域部会等の場で、行政、福祉、教育

に加え、保健、医療等の関係機関とも連携を図りながら協議します。 
 

（５）その他 

地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制の整備に向け、精神障害にも対応

した地域包括ケアシステムの構築や、地域生活支援拠点等に必要な機能の強化・

充実について、社会資源の現状や障害者のニーズ等を踏まえ、地域の実情に応じ

た体制整備の在り方を自立支援協議会圏域部会等において協議します。 
圏域内の市町村ごとに実情が異なり、資源も限られている中、研修機会や取組

等の地域間の格差についても、市町村とともに現状を共有し、対応策を検討して

いきます。 
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１ 圏域の特性 

魚沼圏域は、３市２町で構成される中山間地域です。面積は 2,649.2 ㎢と７圏域

の中で最大であり、東部は福島県、南部は群馬県、長野県と境を接しています。地

勢は信濃川沿いと魚野川沿いの地域に分かれ、両地域は起伏の激しい魚沼丘陵によ

って隔てられ、全国トップブランドの魚沼産コシヒカリの産地でもあります。 

面積は県全体の約 21％を占めますが人口は県全体の約７％であり、圏域内の比

較的人口の多い地域に社会資源が集中している傾向にあります。 

地域医療のモデルケースとなる魚沼基幹病院を核とした医療再編の取組も進み

ました。 

また、圏域全体が日本有数の豪雪地帯であり、冬季は降雪による交通障害、除雪

事故の多発、孤立集落の発生等、雪に起因する多くの問題が発生しやすい地域とな

っています。 

 

２ 構成市町村ごとの状況（県障害福祉課調べ：身体・知的・精神障害者数は各手帳所持者） 

 

３ 現状と課題 

（１）日常生活の支援（訪問系サービス、日中活動系サービス）について 

訪問系サービス及び就労系サービスの整備は進んでいますが、地域やサービス

種別によってはサービス提供事業者がないなど、潜在的なニーズを含めた利用ニ

ーズが現状のサービス提供体制を上回る状況もみられます。 
また、自宅から事業所等までの交通手段がない地域や自力で通所できない利用

者の移動手段がない場合もあり、送迎サービスの充実確保が求められています。 
 

（２）住まいの確保（居住系サービス）について 

障害者が安心して地域で暮らせるよう、グループホームの整備を進めています。

グループホームのサテライト型住居の設置など特徴的な取組もある一方で、地域

市町村名 
人口 

令和 5 年 4 月 1 日

現在 
身体障害者数 
令和 5 年 4 月 1 日現在 

知的障害者数
令和 5 年 4 月 1 日現在 

精神障害者数
令和 5 年 3 月 31 日現在 

難病患者数※
令和 5 年 3 月 31 日現在 

十 日 町 市 47,287 2,300 588 673 

※医療費助成

の対象とな

る指定難病

338 疾患の

患者数 

魚 沼 市 32,644 1,379 383 427 

南 魚 沼 市 53,152 2,243 501 658 

湯 沢 町 7,706 416 58 84 

津 南 町 8,489 426 87 88 

計 149,278 6,764 1,617 1,930 1,248 

【参考】 
154,472 

令和 3 年 4 月 1 日 

現在 
6,991 

令和 3 年 4 月 1 日現在 
1,605 

令和 3 年 4 月 1 日現在 
1,792 

令和 3 年 3 月 31 日現在 
1,258 

令和 3 年 3 月 31 日現在 

(333 疾患の患者数) 

５ 魚沼圏域 
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によっては整備状況に差があります。 
また、身体障害者に対応したグループホームが少なく、障害の状態によっては

利用が難しい状況にあります。 
グループホームは一般住宅よりも厳しい安全管理上の規制があり、豪雪地帯特

有の高床構造の中古住宅を活用できないことが、整備に向けた物件選定や改修が

進まない要因となっています。 
 

（３）相談支援について 

相談支援専門員が不足している中で、相談件数の増加、相談の複雑化・困難化

により、相談支援専門員一人当たりの業務負担が増大している状況にあります。 
このような状況の中、きめ細かな相談支援とアセスメントに基づいた質の高い

サービス等利用計画・障害児支援利用計画を作成していくため、相談支援専門員

の資質向上と人材の確保が課題となっています。 
 

（４）障害児支援について 

放課後等デイサービスは、利用者が増加しており、新規開設により事業所数も

増加しております。 
一方、重症心身障害児や医療的ケア児については、一部の事業所でサービス提

供が行われているものの、他圏域の事業所等を利用する場合も多く、身近な地域

で適切な療育支援が受けられる体制の整備が求められています。 
また、児童発達支援センターの設置については、既存事業との整理や設置形態

等が課題となっています。 
 

（５）その他 

障害者や家族の高齢化を見据えて、地域での居住支援機能の構築を行う地域生

活支援拠点等について徐々に整備が進められていますが、限られた社会資源を活

用しどのような体制を整備していくかが課題です。 
また、公共交通機関の便が悪く、豪雪地帯でもあるため、年間を通じた移動手

段の確保が課題となっています。 
 

４ 今後の取組 

（１）日常生活の支援（訪問系サービス、日中活動系サービス）について 

市町自立支援協議会や自立支援協議会圏域部会等において、支援体制の整備に

向けた課題を共有し、サービス確保の方策等を協議します。 
 

（２）住まいの確保（居住系サービス）について 

グループホーム等の整備を行うため、市町自立支援協議会と自立支援協議会圏

域部会を通じ、事業者等に利用ニーズ等の情報提供を行います。 
また、身体障害者等に対応したグループホームの開設について、その方策を協

議していきます。 
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（３）相談支援について 

相談支援専門員の人材確保等体制の充実に向けて自立支援協議会圏域部会等

を活用して、その方策を協議していきます。 
また、相談支援専門員間の情報交換及び知識の伝播を図るため、相談支援専門

員等を対象とした情報交換会等の機会を設定し、相談支援専門員の人的ネットワ

ークづくりに取り組みます。 
さらに、相談支援専門員や主任相談支援専門員と圏域別研修を協同企画し、地

域の相談支援の向上を目指していきます。 
基幹相談支援センター設置について、既に設置された市の活動状況等の情報を、

自立支援協議会圏域部会等で提供し設置を促します。 
 

（４）障害児支援について 

障害児が身近な地域で適切な療育支援が受けられるように、障害福祉分野以外

の既存資源の利用も含め、それぞれの地域に見合った障害児支援体制について自

立支援協議会圏域部会等において協議します。 
また、福祉と教育の連携を促進するため、福祉事業者と教育機関の相互理解の

ための研修会及び事例検討会等、情報交換の場を設定します。 
医療的ケア児の協議についても継続的に行い、圏域における、重症心身障害児

や医療的ケア児の課題把握、支援体制整備に向けて協議し、市町自立支援協議会

と連携を図っていきます。 
児童発達支援センターの設置について、既存事業との関係を整理の上、設置形

態等について検討を進めます。 
 
（５）その他 

市町自立支援協議会や自立支援協議会圏域部会を通じ、地域生活支援拠点等の

整備及び移動支援の在り方等について協議していきます。 
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１ 圏域の特性 

上越圏域は、県の南西部に位置し、北は日本海に接し、南に長野県、西に富山県

と接する地域です。糸魚川市、妙高市、上越市の３市で構成され、面積は約 2,165

㎢で、県の 17.2％を占めています。 

妙高市と上越市は地理的にも交通網でも一体的な生活圏域を形成していますが、

一方、糸魚川市は妙高山麓から連なる山並みで隔てられおり、上越市中心部まで距

離もあるため、ある程度独立した生活圏域が形成されています。 

また、日本有数の豪雪地であり、冬季間は降雪による交通障害や除雪事故、停電

等のライフライン供給停止等、雪に起因する多くの問題が発生しやすい地域となり

ます。 

 

２ 構成市町村ごとの状況（県障害福祉課調べ：身体・知的・精神障害者数は各手帳所持者） 

 

３ 現状と課題 

（１）日常生活の支援（訪問系サービス、日中活動系サービス）について 

安心した生活の基本となる支援サービスの居宅介護、生活介護及び重度訪問介

護等は、今後も利用者の増加が見込まれます。 
また、重症心身障害児等の医療的ケア、発達障害者の就労支援や自立訓練など

についても、個々の障害特性に応じた支援や多様化したニーズに対応するための

体制整備が必要となっています。 
就労系サービス利用を希望する人の増加とともに、サービス事業所数も増加し

ていますが、サービス提供の質の向上も求められています。今後は更に障害者雇

用などの働く場の提供と定着支援の充実が求められています。 
 

（２）住まいの確保（居住系サービス）について 

障害者の地域移行に向けた、障害の程度等に応じた住まいの場の整備や自立し

た生活を支援する自立生活援助等サービスの拡充が求められています。 
住み慣れた地域で安定した生活を継続するためには、障害者の状況に応じた居

住の場を整えること、健全な社会生活を送るための環境整備が必要となります。 

市町村名 
人口 

令和 5 年 4 月 1 日

現在 
身体障害者数 
令和 5 年 4 月 1 日現在 

知的障害者数
令和 5 年 4 月 1 日現在 

精神障害者数
令和 5 年 3 月 31 日現在 

難病患者数※
令和 5 年 3 月 31 日現在 

上 越 市 182,557 6,901 1,957 2,123 ※医療費助成

の対象とな

る指定難病

338 疾患の

患者数 

糸 魚 川 市 38,646 1,904 454 445 

妙 高 市 29,033 1,614 342 285 

計 250,236 10,419 2,753 2,853 2,044 

【参考】 
257,147 

令和 3 年 4 月 1 日 

現在 
10,968 

令和 3 年 4 月 1 日現在 
2,636 

令和 3 年 4 月 1 日現在 
2,741 

令和 3 年 3 月 31 日現在 
2,029 

令和 3 年 3 月 31 日現在 

(333 疾患の患者数) 

６ 上越圏域 



74 
 

グループホーム等の設置数は、少しずつ増加していますが、施設入所やグルー

プホーム利用希望者に未だ待機者が多く、依然として十分とは言えない状況にあ

ります。 
また、施設入所者の高齢化が進んでいるため、介護保険サービスへの移行を円

滑に行うため、関係機関との連携が求められています。 
 

（３）相談支援について 

相談支援専門員及び相談支援事業所が全域的に不足しています。さらに、相談

件数の増加だけに留まらず、相談内容がサービス調整以外の生活、家庭問題など

多様化・複雑化し、多職種や他機関との連携など専門性を求められるケースが増

えています。そのため、指定特定相談支援事業所や委託相談支援事業所、基幹相

談支援センター、地域包括支援センターの役割を明確にした上で、重層的に補完

し合う体制整備が課題となっています。 
 

（４）障害児支援について 

支援が必要となる児童については、各市における母子保健事業等において早期

発見のための取組が既に行われており、就園、就学への連携体制が構築されてき

ています。今後は、高等学校等と卒業後の社会生活に移行するための連携をスム

ーズに行うことができる支援体制の構築が課題です。 

放課後等デイサービスについては、今後も利用希望者が増加することが予想さ

れるため、新規事業所の参入促進とともに、支援内容の充実を更に図る必要があ

ります。 

また、児童発達支援事業や障害児相談支援の充実に向けた人材育成や、重症心

身障害児、医療的ケア児、発達障害児等の支援において、医療との連携や支援体

制の拡充・強化も課題となっています。 

さらには、障害児が地域の保育、教育等の支援を受けることができるようにす

ることで、障害の有無にかかわらず、全ての児童が共に成長できるよう地域社会

への参加や包容を推進することも必要です。 
 

４ 今後の取組 

（１）日常生活の支援（訪問系サービス、日中活動系サービス）について 

日常生活の支援を図るためのサービス充実のため、各市と連携を図り、生活支

援を強化し、利用者の増加を見込んだ体制整備を促します。 
医療ニーズのある発達障害者、重症心身障害児（者）などについては、必要に

応じて医療との連絡を密にし、支援体制整備を促します。 
就労支援については、各市や事業者等への普及啓発、関係機関や支援者の連携・

協議等により、雇用枠の開拓と定着支援が継続的に行われる体制づくりを図りま

す。 
今後の課題や、新たに強度行動障害を有する障害者の状況や支援ニーズの把握

を行うに当たり、取組状況等、各市の自立支援協議会や圏域障害者地域生活支援

連絡調整会議等で情報共有を行います。 
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（２）住まいの確保（居住系サービス）について 

地域生活支援拠点等の整備を含め、自立支援協議会圏域部会の中で情報共有や

協議を行うこととし、高齢障害者の介護保険サービスへの移行については、関係

機関と調整を図ります。 
また、住み慣れた地域への生活移行を促進するため、グループホームをはじめ

新規事業所の参入及び地域全体のサービス向上を促す必要があります。ただ、一

方で、サービスの質の低下へとつながらないよう、情報交換等や研修を行うよう

促します。 
 

（３）相談支援について 

地域の特性を活かしながらも各市の地域差が生じないように、各市での課題を

用いて事例検討会等を開催し、圏域として共有することで、圏域における教育、

医療、障害福祉等の関係機関が課題を共有できる体制づくりを更に進めるととも

に、圏域各市の自立支援協議会への情報提供や課題解決に向けた働き掛け等を今

後も継続して行っていきます。 
また、各市が中心となり実施している、利用者を中心としたサービス等利用計

画・障害児支援利用計画の作成及び相談支援の質の向上につながる研修等を支援

します。 
また、基幹相談支援センターが設置されていない市については、既に設置して

いる市の運営状況や事業効果に関する情報提供等により設置を促します。 
 

（４）障害児支援について 

各市単位で地域性を活かして課題等に取り組む中で、必要により圏域単位で障

害福祉等の関係機関が課題を共有できる体制づくりを更に進めていきます。 
医療的ケア等特別な支援が必要な障害児に対する支援体制の推進だけでなく、

障害の有無にかかわらず、全ての児童が共に成長できるよう地域社会への参加や

包容を推進するため、関係機関との連携を強化します。 
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１ 圏域の特性 

佐渡圏域は佐渡市のみで構成され、新潟市の西方約 45km の日本海に位置する国

内最大の離島です（面積約 855 ㎢）。国際保護鳥であるトキの生息地であり、世界

農業遺産（GIAHS）にも認定されるなど、地域資源が豊かで美しい自然に恵まれた島

です。 

本州と佐渡を結ぶ交通機関は航路のみであり、島内には鉄道もなく、路線バスも

少ないため、住民の移動手段は専ら自家用車となっています。令和５年４月１日現

在の人口は 48,169 人と毎年減少を続けており、高齢化率は 43.8％と県平均を 9.9

ポイント上回っています。 

 

２ 構成市町村ごとの状況（県障害福祉課調べ：身体・知的・精神障害者数は各手帳所持者） 

 

３ 現状と課題 

（１）日常生活の支援（訪問系サービス、日中活動系サービス）について 

離島であることから社会資源は限られており、島内に事業所がない自立訓練や

療養介護等は島外のサービスを利用しています。 
地域での安心した生活の基本となる居宅介護や生活介護、短期入所等は利用増

加が見込まれ、充実したサービス提供体制が求められています。また、重度障害

者や強度行動障害を有する障害者等については、障害特性に応じた適切なサービ

スを提供する体制が不十分な状況です。 

就労継続支援については、就労継続支援Ｂ型の利用増加が見込まれ、安定的な

サービスの提供が求められています。就労移行支援については、利用者数が伸び

悩んでおり、利用につなげるための取組等を通じて一般就労の促進を図る必要が

あります。 

 

（２）住まいの確保（居住系サービス）について 

障害者の高齢化・重度化が進む中、施設入所が必要な障害者が多く、地域生活

への移行が進んでいません。 
住み慣れた地域への生活移行を進めるため、緊急時の対応や相談等の居住支援

市町村名 
人口 

令和 5 年 4 月 1 日

現在 
身体障害者数 
令和 5 年 4 月 1 日現在 

知的障害者数
令和 5 年 4 月 1 日現在 

精神障害者数
令和 5 年 3 月 31 日現在 

難病患者数※
令和 5 年 3 月 31 日現在 

佐 渡 市 48,169 2,631 672 665 

※医療費助成

の対象とな

る指定難病

338 疾患の

患者数 

計 48,169 2,631 672 665 458 

【参考】 
50,689 

令和 3 年 4 月 1 日 

現在 
2,809 

令和 3 年 4 月 1 日現在 
655 

令和 3 年 4 月 1 日現在 
568 

令和 3 年 3 月 31 日現在 
454 

令和 3 年 3 月 31 日現在 

(333 疾患の患者数) 

７ 佐渡圏域 
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を行う地域生活支援拠点等の充実を図るとともに、グループホーム等の住まいの

確保が求められています。 
 

（３）相談支援について 

相談支援体制については、相談件数の増加や内容の複雑化、多様化により、相

談支援専門員一人当たりの業務負担が増加しています。きめ細かな支援ができる

よう人材の確保や資質の向上に継続して取り組む必要があります。 
 

（４）障害児支援について 

子ども若者相談センターでは、障害の早期発見・早期対応のため、保育所等へ

の巡回支援や、支援が必要な障害児の療育の場として児童発達支援事業を実施し

ており、引き続き、切れ目のない支援が重要です。 
放課後等デイサービスについては、事業所の数は増えたものの、利用者も増加

しており、拡充を求める声もあることから、今後の対応について検討する必要が

あります。 
 

（５）その他 

障害者やその家族の高齢化が進む中で、障害者が住み慣れた地域で安心して自

分らしく暮らすことができるよう地域生活支援拠点等の整備や、精神障害にも対

応した地域包括ケアシステムの構築が進められています。 
また、発達障害者やひきこもりの状態にある人への支援体制が不十分な状況で

あり、限られた資源の中で、地域の実情に応じてどのように効率的なサービスを

提供していくかが課題です。 
 

４ 今後の取組 

（１）日常生活の支援（訪問系サービス、日中活動系サービス）について 

訪問系、日中活動系サービスの充実に加え、重度障害者や強度行動障害を有す

る障害者等については実態把握をするとともに、障害特性に対応できる専門性を

持った人材の確保・育成等、佐渡市地域自立支援協議会等と連携して取り組みま

す。また、公共職業安定所や障害者就業・生活支援センターと連携し、一般就労

に向けた就労移行支援事業所等の取組強化及び企業に対する障害者雇用の理解

促進を図ります。 
 

（２）住まいの確保（居住系サービス）について 

地域生活への移行を推進するため、グループホーム等の確保や地域生活支援拠

点等が有する居住支援の機能等の充実について、関係機関と連携して取り組みま

す。 
 

（３）相談支援について 

相談支援体制の充実を図るため、基幹相談支援センター及び相談支援事業所と

連携し、相談支援専門員等の人材の確保・育成に取り組みます。 
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また、相談支援事業所間の連携を強化するとともに、研修等により相談支援専

門員等の資質の向上を図ります。 
 
（４）障害児支援について 

障害児支援を推進するため、子ども若者相談センターを中心に、保健、医療、

福祉、保育、教育等の関係機関と連携しながら障害特性に応じた専門的な支援を

切れ目なく提供していきます。 
また、放課後等デイサービスについては、利用ニーズ等を踏まえ、定員増や設

置場所などについて関係機関と協議しながら拡充に向けて取り組みます。 
 

（５）その他 

地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制整備のため、地域生活支援拠点等

が有する機能の充実や精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築につ

いて、ニーズ等を踏まえた体制整備に向け、関係機関や団体と連携して取り組み

ます。 
発達障害者の支援体制の強化を図るため、関係機関職員の資質向上や、発達障

害に対する理解の促進に取り組みます。 
ひきこもりの状態にある人等に対する自立・就労等支援の強化に向け、関係機

関や団体と連携して取り組みます。 
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１ 訪問系サービス事業所数 

圏域 
居宅 

介護 

重度訪問 

介護 

同行 

援護 

行動 

援護 

重度障害者 

等包括支援 

合計 

(実事業所数) 

下越 24 23 6 2 - 24 

新潟 145 133 50 7 - 148 

県央 20 19 7 4 - 20 

中越 46 44 15 6 - 47 

魚沼 13 12 5 2 - 13 

上越 29 24 10 4 - 30 

佐渡 4 3 1 - - 4 

県合計 281 258 94 25 - 286 

 

２ 日中活動系サービス事業所数 

（１）日中活動系サービス（就労系を除く。）事業所数 

圏域 
生活介護 

自立訓練 
療養介護 

機能訓練 生活訓練 生活訓練（宿泊型) 

箇所 定員 箇所 定員 箇所 定員 箇所 定員 箇所 定員 

下越 17 471 - - 2 69 2 56 - - 

新潟 88 1,577 1 20 8 97 1 18 2 155 

県央 16 360 - - 3 32 1 20 - - 

中越 47 1,093 2 13 7 99 3 36 3 332 

魚沼 15 411 - - 3 40 2 37 - - 

上越 21 627 - - 9 81 3 48 1 80 

佐渡 4 126 - - - - - - - - 

県合計 208 4,665 3 33 32 418 12 215 6 567 

 

圏域 

短期入所 

（福祉型） 

短期入所 

（医療型） 

箇所 箇所 

下越 18 - 

新潟 53 3 

県央 13 1 

中越 30 2 

魚沼 21 - 

上越 29 2 

佐渡 9 - 

県合計 173 8 

第１章 サービス基盤整備の状況（令和５年４月１日現在） 
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（２）就労系サービス事業所数 

圏域 
就労移行支援 

就労継続支援

Ａ型 

就労継続支援

Ｂ型 
就労定着支援 

箇所 定員 箇所 定員 箇所 定員 箇所 

下越 5 45 4 65 23 595 4 

新潟 33 431 27 450 108 2,430 17 

県央 7 52 3 45 26 644 4 

中越 16 123 7 130 50 1,054 10 

魚沼 5 24 3 45 24 536 4 

上越 17 119 6 83 27 644 10 

佐渡 2 17 - - 9 185 - 

県合計 85 811 50 818 258 6,088 49 

 

３ 居住系サービス事業所数 

圏域 

共同生活援助 

（グループホーム） 
施設入所支援 自立生活援助 

住居数 定員 箇所 定員 箇所 

下越 33 207 6 331 3 

新潟 175 1,018 14 630 5 

県央 35 209 5 170 - 

中越 97 588 19 736 - 

魚沼 53 329 6 260 1 

上越 53 334 6 289 2 

佐渡 8 44 3 110 - 

県合計 454 2,729 59 2,526 11 

 

４ 障害児サービス事業所数 

圏域 

児童発達 

支援 

医療型児童 

発達支援 

放課後等デイ 

サービス 

保育所等 

訪問支援 

居宅訪問

型児童発

達支援 

箇所 定員 箇所 定員 箇所 定員 箇所 箇所 

下越 9 107 - - 27 260 3 2 

新潟 47 545 1 45 116 1,130 8 1 

県央 12 159 - - 21 220 3 1 

中越 20 245 - - 35 443 4 - 

魚沼 5 70 - - 8 90 - - 

上越 10 140 - - 21 205 1 1 

佐渡 1 10 - - 2 20 - - 

県合計 104 1,276 1 45 230 2,368 19 5 



82 
 

 

圏域 

障害児入所支援 

（福祉型） 

障害児入所支援 

（医療型※） 

箇所 定員 箇所 定員 

下越 1 5 - - 

新潟 1 24 2 170 

県央 - - - - 

中越 3 48 3 248 

魚沼 1 21 - - 

上越 1 10 1 80 

佐渡 1 20 - - 

県合計 8 128 6 498 

※ 指定発達支援医療機関含む 

 

５ 相談支援事業所数 

圏域 

計画相談支援 

（特定相談） 

地域移行支援 

（一般相談） 

地域定着支援 

（一般相談） 

障害児 

相談支援 

箇所 箇所 箇所 箇所 

下越 23 9 9 17 

新潟 64 14 14 44 

県央 20 13 12 16 

中越 27 17 17 22 

魚沼 11 5 5 7 

上越 25 10 10 23 

佐渡 6 5 5 4 

県合計 176 73 72 133 
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【進捗状況】: 各年度３月分のサービス提供実績 

※令和５年度分については、下記のとおり。 

・活動指標：10 月分のサービス提供実績 

・都道府県地域生活支援事業：令和５年度実績見込み 

【各年度における見込量】: 各市町村障害福祉計画において、地域のニーズに基づい

て見込んだ必要なサービス見込量等の合計 

 

１ 活動指標（障害福祉サービス等見込量） 

（１）訪問系サービス 

【進捗状況】 

サービス名 単位 R3 R4 R5 R5 計画値 

居宅介護 
時間分 42,766 41,491 40,980 49,049 

人分 2,572 2,601 2,584 2,774 

重度訪問介護 
時間分 23,011 26,357 27,522 23,908 

人分 60 77 84 83 

同行援護 
時間分 4,913 4,780 5,299 5,732 

人分 377 347 382 391 

行動援護 
時間分 728 1,022 706 1,404 

人分 75 107 101 152 

重度障害者等包括

支援 

時間分 0 0 0 1,422 

人分 0 0 0 8 

 

【各年度における見込量】 

サービス名 単位 R6 R7 R8 

居宅介護 
時間分 47,252 47,695 48,142 

人分 2,796 2,832 2,868 

重度訪問介護 
時間分 34,417 36,811 38,604 

人分 105 114 121 

同行援護 
時間分 5,620 5,704 5,761 

人分 404 413 420 

行動援護 
時間分 1,256 1,324 1,398 

人分 131 136 143 

重度障害者等包括

支援 

時間分 1,082 1,082 1,322 

人分 6 6 7 

第２章 指標一覧 
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※単位 「時間分」＝１か月当たりの延べサービス利用時間 

「人 分」＝１か月当たりの実利用者数 

 

（２）日中活動系サービス 

【進捗状況】 

サービス名 単位 R3 R4 R5 R5 計画値 

生活介護 
人日分 97,184 100,018 98,915 104,959 

人分 4,936 5,007 5,063 5,451 

自立訓練 

（機能訓練） 

人日分 602 613 540 1,001 

人分 46 48 45 64 

自立訓練 

（生活訓練） 

人日分 5,887 5,913 5,043 7,347 

人分 343 335 316 414 

自立訓練（生活訓

練・宿泊型） 

人日分 4,681 4,791 4,105 5,536 

人分 161 168 143 221 

療養介護 人分 523 523 527 547 

短期入所 

（福祉型） 

人日分 6,248 7,297 7,445 9,806 

人分 1,046 1,217 1,295 1,541 

短期入所 

（医療型） 

人日分 680 690 757 1,016 

人分 100 106 120 155 

就労移行支援 
人日分 11,605 10,843 11,239 16,806 

人分 641 590 637 850 

就労継続支援 

（Ａ型） 

人日分 15,943 17,195 17,754 17,010 

人分 796 847 900 825 

就労継続支援 

（Ｂ型） 

人日分 114,811 121,476 119,824 124,296 

人分 6,398 6,648 6,838 6,528 

就労定着支援 人分 286 317 328 363 

 

【各年度における見込量】 

サービス名 単位 R6 R7 R8 

生活介護 
人日分 101,563 103,559 105,198 

人分 5,285 5,396 5,486 

自立訓練 

（機能訓練） 

人日分 915 1,024 1,107 

人分 69 76 80 

自立訓練 

（生活訓練） 

人日分 6,158 6,560 6,787 

人分 365 388 404 
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サービス名 単位 R6 R7 R8 

自立訓練（生活訓

練・宿泊型） 

人日分 5,132 5,399 5,552 

人分 182 191 198 

療養介護 人分 561 563 567 

短期入所 

（福祉型） 

人日分 9,118 9,561 10,019 

人分 1,568 1,661 1,748 

短期入所 

（医療型） 

人日分 809 845 881 

人分 137 146 156 

就労選択支援 人分 - 223 338 

就労移行支援 
人日分 12,069 12,476 12,894 

人分 667 690 715 

就労継続支援 

（Ａ型） 

人日分 21,145 23,212 25,418 

人分 1,067 1,170 1,280 

就労継続支援 

（Ｂ型） 

人日分 128,337 133,865 138,904 

人分 7,208 7,531 7,823 

就労定着支援 人分 377 402 433 

 

※単位 「人日分」＝１か月当たりの実利用者数×１か月当たりの平均利用日数 

「人 分」＝１か月当たりの実利用者数 

 

（３）居住系サービス 

【進捗状況】 

サービス名 単位 R3 R4 R5 R5 計画値 

共同生活援助 人分 2,349 2,488 2,586 2,433 

施設入所支援 人分 2,456 2,440 2,432 2,501 

自立生活援助 人分 35 40 41 58 

 

【各年度における見込量】 

サービス名 単位 R6 R7 R8 

共同生活援助 人分 2,819 3,002 3,167 

施設入所支援 人分 2,464 2,447 2,426 

自立生活援助 人分 62 67 72 

 

※単位 「人分」＝１か月当たりの実利用者数  
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（４）障害児サービス 

【進捗状況】  

サービス名 単位 R3 R4 R5 R5 計画値 

児童発達支援※ 
人日分 8,261 9,731 9,924 10,298 

人分 1,412 1,584 1,720 1,877 

医療型児童発達

支援 

人日分 71 64 97 218 

人分 17 19 20 37 

放課後等デイサ

ービス 

人日分 35,556 42,458 43,496 36,742 

人分 3,062 3,489 3,793 3,678 

居宅訪問型児童

発達支援 

人日分 14 67 76 46 

人分 3 15 14 14 

保育所等訪問支

援 

人日分 135 215 335 259 

人分 85 123 161 134 

障害児入所支援

（福祉型） 
人分 85 79 83 128 

障害児入所支援

（医療型） 
人分 35 34 33 48 

※ 児童発達支援の実績は、児童発達支援センター及び児童発達支援事業所において

提供されるサービスの合計 

 

【各年度における見込量】 

サービス名 単位 R6 R7 R8 

児童発達支援 
人日分 11,896 12,920 14,005 

人分 2,025 2,179 2,350 

放課後等デイサー

ビス 

人日分 51,495 56,443 61,900 

人分 4,889 5,324 5,802 

居宅訪問型児童発

達支援 

人日分 119 121 126 

人分 24 26 27 

保育所等訪問支援 
人日分 400 461 551 

人分 217 249 294 

障害児入所支援

（福祉型） 
人分 96 96 96 

障害児入所支援

（医療型） 
人分 32 32 32 

※ 「障害児入所支援（福祉型・医療型）」は、障害児数、サービス提供実績、事業所

等への調査等を踏まえて県が見込んだもの 

 

※ 単位 「人日分」＝１か月当たりの実利用者数×１か月当たりの平均利用日数 

 「人 分」＝１か月当たりの実利用者数  
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（５）相談支援 

【進捗状況】 

サービス名 単位 R3 R4 R5 R5 計画値 

計画相談支援 人分 4,903 5,036 4,852 5,207 

地域移行支援 人分 4 10 9 38 

地域定着支援 人分 97 86 85 132 

障害児相談支援 人分 1,566 1,721 1,441 2,170 

 

【各年度における見込量】 

サービス名 単位 R6 R7 R8 

計画相談支援 人分 5,786 6,104 6,441 

地域移行支援 人分 35 39 42 

地域定着支援 人分 118 124 130 

障害児相談支援 人分 2,183 2,426 2,690 

 

※単位 「人分」＝１か月当たりの実利用者数 
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（６）都道府県地域生活支援事業等 

【進捗状況】 

専門的相談支援・広域的支援 

 単位 R3 R4 R5 R5 計画値 

①発達障害者支援ｾﾝﾀｰ運営事業等 か所 1 1 1 1 

 発達障害者地域協議会の開催回数 回数 1 1 1 1 

 
発達障害者支援センターによる 

相談支援件数 
件数 710 758 730 600 

 

発達障害者支援センターの関係機

関への助言件数 
件数 152 195 120 200 

発達障害者地域支援マネジャーの

関係機関への助言件数（※1） 
件数 937 － 60 600 

発達障害者支援センター及び発達障

害者地域支援マネジャーの外部機関

や地域住民への研修、啓発件数 

件数 171 60 60 200 

②障害者就業・生活支援ｾﾝﾀｰ事業 か所 7 7 7 7 

③高次脳機能障害相談支援ｾﾝﾀｰ事業 か所 1 1 1 1 

④ひきこもり地域支援ｾﾝﾀｰ事業 か所 1 1 1 1 

 ⑤障害者地域生活支援ｾﾝﾀｰ事業（相談支援拠点の数は含まない） 

ア）障害児等療育支援事業 

  （※２） 
か所 2 2 2 2 

イ）相談支援体制整備事業 

  （※３） 
か所 11 － － 11 

② ⑥精神障害障害者地域移行・地域定着支援事業（※４） 

ア）広域調整会議の開催 回 1 1 1 1 

イ）ピアサポートの活用 人 23 
57 

（※５） 

57 

（※５） 

49 

（※５） 

 ⑦精神障害者地域生活支援広域調整等事業（心のケア体制整備事業） 

専門相談員の配置（こころのケア担当） 人 1 1 1 1 

※１ 令和４年４月の障害者地域生活支援センター事業の再編に伴い、令和３年度末

をもって圏域に配置していた地域支援マネジャーを廃止したため、令和４年度の

数値はなし。令和５年度からは発達障害者支援センターに地域支援マネジャーを

配置 

※２ 療育に係る直接支援（リハビリテーション等）を実施する事業所数 



89 
 

※３ 令和４年４月に障害者地域生活支援センター事業を障害者地域生活支援体制整

備事業に再編し、圏域にアドバイザーを配置する形から、派遣する形に組み替え

たため、令和４年度、令和５年度の数値はなし。なお、アドバイザー派遣の回数

は、令和４年度 24 回、令和５年度 50 回（見込み） 

※４ 精神障害者地域移行・地域定着支援事業は令和４年４月に精神障害にも対応し

た地域包括ケアシステム構築事業に再編 

※５ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築事業におけるピアサポート活

動を行う人材育成等の事業において活動のあるピアサポーターの数 

 

その他地域生活支援事業 

 単位 R3 R4 R5 R5 計画値 

福祉ホーム事業 施設 0 0 0 0 

生活訓練等事業 訓練 6 6 6 6 

専門性の高い意思疎通支援を行う者の研修、派遣 

  単位 R3 R4 R5 R5 計画値 

 
ア）手話通訳者等養成講習修了者数

（登録者数） 
人 9(10) 17(7) 17(7) 18(10) 

 
イ）盲ろう者向け通訳者等講習修了 

者数（登録者数） 
人 9(8) 6(6) 6(6) 9(9) 

 
ウ）失語症者向け意思疎通支援者養

成講習修了者数 
人 0 18 18 10 

 エ）手話通訳者等派遣実利用件数 件 49 41 41 50 

 オ）盲ろう者向け通訳者・介助員 

派遣事業 

利用

者数 
27 25 25 28 

 件 1,425 1,631 1,631 1,800 

 
カ）手話通訳者等の市町村相互間

の連絡調整事業 
有無 有 有 有 有 

 キ）手話通訳設置事業 人 1 1 1 1 

社会参加支援事業 

  単位 R3 R4 R5 R5 計画値 

 ア）都道府県障害者社会参加推進センター運営事業 施設 1 1 1 1 

 イ）身体障害者補助犬育成事業 頭 2 3 2 4 

 ウ）奉仕員（点訳、音声訳）養成研修事業  人 21 40 40 40 

 
エ）スポーツ振興事業 

（スポーツ教室開催） 
回 139 261 261 210 

 オ）障害者芸術文化祭開催事業 回 1 1 1 1 
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【各年度における見込み】 

専門的相談支援・広域的支援 

 単位 R6 R7 R8 

①発達障害者支援ｾﾝﾀｰ運営事業等 か所 1 1 1 

 

発達障害者地域協議会の開催回数 回数 1 1 1 

発達障害者支援センターによる 

相談支援件数 
件数 700 700 700 

発達障害者支援センターの関係機関

への助言件数 
件数 130 130 130 

発達障害者地域支援マネジャーの関

係機関への助言件数（※１） 
件数 140 140 140 

発達障害者支援センター及び発達障害

者地域支援マネジャーの外部機関や地

域住民への研修、啓発件数 

件数 60 60 60 

②障害者就業・生活支援ｾﾝﾀｰ事業 か所 7 7 7 

③高次脳機能障害相談支援ｾﾝﾀｰ事業 か所 1 1 1 

④ひきこもり地域支援ｾﾝﾀｰ事業 か所 1 1 1 

⑤障害者地域生活支援体制整備事業 

ア）障害児等療育支援事業 

 （※２） 
か所 2 2 2 

イ）専門アドバイザー派遣事業 回数 185 185 185 

⑥精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築事業 

ア）圏域単位の保健・医療・福

祉関係者による協議の場の開催 
圏域 7 7 7 

イ）ピアサポーターの数 

 （※３） 
人 60 62 64 

⑦精神障害者地域生活支援広域調整等事業（心のケア体制整備事業） 

専門相談員の配置（こころのケア担当） 人 1 1 1 

※１ 発達障害者支援センターに配置する地域支援マネジャー及び強度行動障害地域

支援力強化事業における地域支援マネジャーの助言件数 

※２ 療育に係る直接支援（リハビリテーション等）を実施する事業所数 

※３ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築事業におけるピアサポート活

動を行う人材育成等の事業において活動のあるピアサポーターの数 
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地域生活支援事業 

 単位 R6 R7 R8 

生活訓練等事業 訓練 6 6 6 

専門性の高い意思疎通支援を行う者の研修、派遣 

  単位 R6 R7 R8 

 
ア）手話通訳者等養成講習修了者数

（登録者数） 
人 18(10) 18(10) 18(10) 

 
イ）盲ろう者向け通訳者等講習修了

者数（登録者数） 
人 9(9) 9(9) 9(9) 

 
ウ）失語症者向け意思疎通支援者養

成講習修了者数 
人 10 10 10 

 エ）手話通訳者等派遣実利用件数 件 50 50 50 

 
オ）盲ろう者向け通訳者・介助員 

派遣事業 

利用 

者数 
28 28 28 

 件 1,800 1,800 1,800 

 カ）手話通訳者等の市町村相互間の

連絡調整事業 
有無 有 有 有 

 

 キ）手話通訳設置事業 人 1 1 1 

社会参加支援事業 

  単位 R6 R7 R8 

 ア）都道府県障害者社会参加推進センター運営事業 施設 1 1 1 

 イ）身体障害者補助犬育成事業 頭 3 3 3 

 ウ）奉仕員（点訳、音声訳）養成研修事業 人 40 40 40 

 
エ）スポーツ振興事業 

 （スポーツ教室開催） 
回 260 260 260 

 オ）障害者芸術文化祭開催事業 回 1 1 1 
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２ 成果目標 

（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行 

【進捗状況】 

項 目 単位 
基準となる

数値 
R4 年度末 R5 目標値 

目標値に 

対する進捗率

（％） 

福祉施設を退所し、

地域で暮らすよう

になった障害者 

人 
2,501 

※R元年度末時点

の福祉施設 

入所者数 

38 

（※１） 

96 

（※２） 
39.5 

施設入所者の削減 人 58 0 - 

※１ 令和３年度～令和４年度の累計値 

※２ 令和３年度～令和５年度の累計値 

 

【成果目標】 

項 目 単位 
基準となる 

数値 
R8 

割合 

（％） 

福祉施設を退所し、

地域で暮らすよう

になった障害者 

人 
2,441 

※R4 年度末時点

の福祉施設 

入所者数 

109 
（※３） 

4.5 

施設入所者の削減 人 15 0.6 

※３ 令和６年度～令和８年度の累計値 
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（２）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

【進捗状況】 

〔成果目標に係る参考実績〕 

項 目 単位 H29 H30 R1 

退院後１年以内の地域における生活 

日数 
日 314.4 321.6 316.7 

入院後３か月時点の退院率 ％ 58.3 59.3 59.3 

入院後６か月時点の退院率 ％ 78.7 78.8 78.5 

入院後１年時点の退院率 ％ 87.2 87.0 87.0 

項 目 単位 R2 R3 R4 

精神病床における１年以上長期入院 

患者数※ 
人 3,414 3,355 3,070 

65 歳以上 人 2,245 2,217 2,026 

65 歳未満 人 1,169 1,138 1,044 

※ 各年度６月末時点における入院期間が１年以上の患者数 
 
〔成果目標に係る活動指標（見込量）〕  

項 目 単位 R6 R7 R8 

保健、医療及び福祉関係者による協議の

場を設置している市町村数 
市町村 29 29 30 

市町村ごとの保健、医療及び福祉関係者

による協議の場の開催回数 
回 57 57 60 

市町村ごとの保健、医療及び福祉関係者

による協議の場における目標設定及び

評価の実施回数 

回 39 39 41 

 

項 目 単位 R6 R7 R8 

精神障害者の地域移行支援 人 24 26 30 

精神障害者の地域定着支援 人 59 60 64 

精神障害者の共同生活援助 人 778 822 871 

精神障害者の自立生活援助 人 42 45 53 

精神障害者の自立訓練（生活訓練） 人 193 200 208 
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項 目 単位 R4 実績※ R8 

 

 

精神病床

における

退院患者

の退院後

の行き先 

 

 

 

在宅 人 308 R4 より増加 

グループホーム 人 15 R4 より増加 

障害福祉施設（グループホーム

以外） 
人 15  

他院の精神病床 人 15 R4 より減少 

自院の精神病床以外の病床 人 6 R4 より減少 

他院の精神病床以外の病床 人 50 R4 より減少 

介護施設 人 78  

その他 人 63  

合計 人 550 R4 より増加 

※ 令和４年６月中の退院患者 
 
 【成果目標】 

項 目 単位 R4 
（基準となる数値） 

R8 

退院後１年以内の地域における生

活日数 
日 316.7※２ 325.3 以上 

入院後３か月時点の退院率 ％ 59.3※２ 68.9 以上 

入院後６か月時点の退院率 ％ 78.5※２ 84.5 以上 

入院後１年時点の退院率 ％ 87.0※２ 91.0 以上 

精神病床における１年以上長期 

入院患者数 ※１ 
人 3,070 2,822 

65 歳以上 人 2,026 1,833 

65 歳未満 人 1,044 989 

※１ 各年度６月末時点における入院期間が１年以上の患者数 
※２ 令和元年度の数値 
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（３）地域生活支援の充実 

【進捗状況】 

項 目 単位 R3 R4 R5 目標値 

地域生活支援拠点等の整備 市町村 17 19 
各市町村に少なくとも

１か所以上 

運用状況の検証及び検討 市町村 17 19 
各市町村少なくとも年

１回以上検証及び検討 

 

【成果目標】 

項 目 単位 R8 

地域生活支援拠点等の整備 市町村 
各市町村に少なくとも１

か所以上 

年１回以上運用状況を検証

及び検討 
市町村 

各市町村が少なくとも年

１回以上検証及び検討 

強度行動障害を有する障害

者への支援体制の整備 
市町村 

各市町村又は圏域におい

て整備 

 

 

（４）福祉施設から一般就労への移行等 

【進捗状況】 

項 目 単位 
基準となる

数値 
R4 R5 目標値 

福祉施設利用者のうち、一般

就労へ移行した者の数 
人 

R1 年度 

314 
378 415 

就労移行支援事業所から一般

就労へ移行した者の数 
人 195 221 238 

就労継続支援Ａ型事業所から

一般就労へ移行した者の数 
人 38 62 60 

就労継続支援Ｂ型事業所から

一般就労へ移行した者の数 
人 75 77 101 

一般就労へ移行した者のう

ち、就労定着支援事業を利用

する者の数の割合（※） 

人 - 
49.7 

(163/328 人) 
61.2 

(139/227 人) 

就労定着率８割以上の就労定

着支援事業所の割合 
％ - 

76.0 
(38/50 か所) 

76.8 
(43/56 か所) 

※ この項目でいう一般就労した者とは、令和５年度中に一般就労に移行し、就

労を継続する期間が６か月経過した者 
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【成果目標】 

項 目 単位 
基準となる 

数値 
R8 

福祉施設利用者のうち、一般就労へ

移行した者の数 
人 

R3 年度 

316 
459 

就労移行支援事業所から一般就労へ

移行した者の数 
人 198 283 

就労移行支援事業利用終了者に占め

る一般就労へ移行した者の割合が５

割以上の事業所の割合 

％ - 59.4 

就労継続支援Ａ型事業所から一般就

労へ移行した者の数 
人 41 73 

就労継続支援Ｂ型事業所から一般就

労へ移行した者の数 
人 69 92 

就労定着支援事業所の利用者数 人 290 417 

就労定着率が７割以上の就労定着支

援事業所の割合（※） 
％ - 53.7 

※ この項目でいう就労定着率とは、過去６年間に就労定着支援の利用を終了し

た者のうち、一般就労先での雇用継続期間が 42 月以上 72 月未満の者の割合 

 

〔成果目標に係る活動指標（見込量）〕 

項 目 単位 R4 R8 

福祉施設を利用する障害者に対する

職業訓練の受講者数 
人 35 46 

福祉施設から公共職業安定所への誘

導者数 
人 363 563 

福祉施設から障害者就業・生活支援

センターへの誘導者数 
人 268 396 

福祉施設利用者のうち公共職業安定

所の支援を受け就職する者の数 
人 187 207 
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（５）障害児支援の提供体制の整備等 

【進捗状況】 

〔成果目標に係る参考実績〕 

項 目 単位 R3 R4 R5 目標値 

児童発達支援センターの設置 市町村 7 8 17 

保育所等訪問支援の提供体制の確保 市町村 11 13 18 

主に重症心身障害児を支援する児童

発達支援事業所の確保 
市町村 12 14 17 

主に重症心身障害児を支援する放課

後等デイサービス事業所の確保 
市町村 13 16 18 

医療的ケア児支援のための関係機関

の協議の場 

県 1 1 1 

市町村 29 29 30 

医療的ケア児に対する関連分野の支

援を調整するコーディネーターの配

置人数 

市町村 12 14 21 

人 19 26 29 

難聴児支援のための中核的機能を有

する体制の確保 
県 - - 有 

 

【成果目標】 

項 目 単位 R8 

児童発達支援センターの設置 市町村 19 

障害児の地域社会への参加・包容（イ

ンクルージョン）を推進する体制の構

築 

市町村 30 

 
保育所等訪問支援の提供体制の確

保 
市町村 20 

主に重症心身障害児を支援する児童

発達支援事業所の確保 
市町村 21 

主に重症心身障害児を支援する放課

後等デイサービス事業所の確保 
市町村 21 

医療的ケア児支援センターの設置 県 1 

 
医療的ケア児等コーディネーター

の配置人数 
人 ２人以上 
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項 目 単位 R8 

医療的ケア児支援のための関係機関

の協議の場 

県 有 

市町村 30 

医療的ケア児等コーディネーターの

配置人数 

市町村 27 

人 51 

難聴児支援のための中核的機能を有

する体制の確保 
県 有 

障害児入所施設からの移行調整に係

る協議の場の設置 
県 有 

 

 

（６）相談支援体制の充実・強化等 

【進捗状況】 

項 目 単位 R3 R4  R5 目標値 

相談支援体制の充実・強化に向けた

体制を確保 
市町村 23 24 28 

 

【成果目標】 

項 目 単位 R8 

基幹相談支援センターの設置 市町村 24 

基幹相談支援センターによる地域の相談支援

体制の強化（※） 
市町村 30 

協議会における個別事例の検討を通じた地域

のサービス基盤の開発・改善 
市町村 30 

※ 市町村において地域の相談支援体制の強化（相談事業所に対する訪問等によ

る専門的な指導・助言、人材育成の支援等）を行う市町村を含む 

 

 

（７）障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

【進捗状況】 

項 目 単位 R3 R4 R5 目標値 

障害福祉サービス等の質を向上さ

せるための取組に関する事項を実

施する体制の構築 

市町村 26 26 30 

県 有 有 有 
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【成果目標】 

項 目 単位 R8 

障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に関する

事項を実施する体制の構築 

市町村 30 

県 有 

 

〔成果目標に係る活動指標（見込量）〕 

項 目 単位 R6 R7 R8 

県が実施する指導監査の適切な実施とその結果を関

係市町村と共有する体制の有無及びその共有回数 
回数 2 2 2 

県が実施する相談支援従事者研修（初任・現任・主

任）の修了者数 
人 250 250 250 

サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者研修

（基礎・実践・更新）の修了者数 
人 900 900 900 

相談支援専門員及びサービス管理責任者・児童発達

支援管理責任者への意思決定支援ガイドライン等を

活用した研修の実施回数及び修了者数 

回数 1 1 1 

人 70 70 70 
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３ 圏域ごとの指標 

【下越圏域】 

○ 成果目標 

項 目 単位 
基準とな

る数値 
R8 

福祉施設の入所者

の地域生活への移

行 

施設入所者の地域生活へ

の移行者 
人 

280 
(R4 年度末 

入所者数) 

16 

施設入所者数の削減 人 13 

地域生活支援の充

実 

地域生活支援拠点等の整

備 
市町村 2 

(R4 年度末) 
6 

年１回以上の運用状況検

証及び検討の実施 
市町村 4 

(R4 年度末) 
6 

強度行動障害を有する障

害者への支援体制の整備 
市町村 - 6 

福祉施設からの一

般就労への移行等 

福祉施設から一般就労へ

の移行者 
人 

12 
(R3 年度末 

移行者数) 

25 

就労移行支援事業から一

般就労への移行者 
人 

9 
(R3 年度末 

移行者数) 

15 

就労移行支援事業利用終

了者に占める一般就労へ

移行した者の割合が５割

以上の事業所の割合 

％ - 56.3 
(9/16 か所) 

就労継続支援Ａ型事業か

ら一般就労への移行者 
人 

0 
(R3 年度末 

移行者数) 

4 

就労継続支援Ｂ型事業か

ら一般就労への移行者 
人 

3 
(R3 年度末 

移行者数) 

6 

就労定着支援事業所の利

用者数 
人 

19 
(R3 年度末 

利用者数) 

30 

就労定着率が７割以上の

就労定着支援事業所の割

合（※） 

％ - 60.0 
(3/5 か所) 
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項 目 単位 
基準とな

る数値 
R8 

障害児支援の提供

体制の整備等 

児童発達支援センターの

設置 
市町村 4 

(R4 年度末) 
5 

障害児の地域社会への参

加・包容（インクルージ

ョン）を推進する体制の

構築 

市町村 - 6 

 
保育所等訪問支援の提

供体制の確保 
市町村 4 

(R4 年度末) 
5 

主に重症心身障害児を支

援する児童発達支援事業

所の確保 

市町村 3 
(R4 年度末) 

5 

主に重症心身障害児を支

援する放課後等デイサー

ビス事業所の確保 

市町村 4 
(R4 年度末) 

5 

医療的ケア児支援のため

の関係機関の協議の場 
市町村 6 

(R4 年度末) 
6 

医療的ケア児に対する関

連分野の支援を調整する

コーディネーターの配置

人数 

人 10 
(R4 年度末) 

9 

相談支援体制の充

実・強化等 

基幹相談支援センターの

設置 
市町村 - 5 

基幹相談センターによる

地域の相談支援体制の強

化 

市町村 - 6 

協議会における個別事例

の検討を通じた地域のサ

ービス基盤の開発・改善 

市町村 - 6 

障害福祉サービス

等の質を向上させ

るための取組に係

る体制の構築 

障害福祉サービス等の質

を向上させるための取組

に関する事項を実施する

体制の構築 

市町村 5 
(R4 年度末) 

6 

※ この項目でいう就労定着率とは、過去６年間に就労定着支援の利用を終

了した者のうち、一般就労先での雇用継続期間が 42 月以上 72 月未満の者

の割合 
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○ サービス等見込量 

訪問系サービス 

 単位 R6 R7 R8 

居宅介護 人分 241 250 259 

重度訪問介護 人分 10 11 11 

同行援護 人分 10 11 12 

行動援護 人分 4 4 4 

重度障害者等包括支援 人分 2 2 2 

日中活動系サービス 

 単位 R6 R7 R8 

生活介護 人分 480 490 500 

自立訓練（機能訓練） 人分 4 7 9 

自立訓練（生活訓練） 人分 84 89 95 

自立訓練（生活訓練・宿泊型） 人分 46 47 48 

療養介護 人分 32 33 34 

短期入所（福祉型） 人分 126 136 146 

短期入所（医療型） 人分 2 2 2 

就労選択支援 人分 - 37 43 

就労移行支援 人分 77 82 88 

就労継続支援Ａ型 人分 92 98 104 

就労継続支援Ｂ型 人分 728 752 777 

就労定着支援 人分 50 56 63 
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居住系サービス 

 単位 R6 R7 R8 

共同生活援助 人分 212 223 234 

施設入所支援 人分 275 272 267 

自立生活援助 人分 27 28 29 

障害児サービス 

 単位 R6 R7 R8 

児童発達支援 人分 169 190 211 

放課後等デイサービス 人分 450 466 482 

居宅訪問型児童発達支援 人分 9 10 10 

保育所等訪問支援 人分 59 69 80 

障害児入所支援（福祉型） 人分 7 7 7 

障害児入所支援（医療型）※１ 人分 32 32 32 

相談支援 

 単位 R6 R7 R8 

計画相談支援 人分 548 559 570 

地域移行支援 人分 4 4 4 

地域定着支援 人分 15 18 21 

障害児相談支援 人分 187 198 209 

※単位 「人分」＝１か月当たりの実利用者数 

※１  全県分の見込量 
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【新潟圏域】 

○ 成果目標 

項 目 単位 
基準とな

る数値 
R8 

福祉施設の入所者

の地域生活への移

行 

施設入所者の地域生活へ

の移行者 
人 

742 
(R4 年度末 

入所者数) 

34 

施設入所者数の削減 人 △34 

地域生活支援の充

実 

地域生活支援拠点等の整

備 
市町村 3 

(R4 年度末) 
4 

年１回以上の運用状況検

証及び検討の実施 
市町村 3 

(R4 年度末) 
4 

強度行動障害を有する障

害者への支援体制の整備 
市町村 - 4 

福祉施設からの一

般就労への移行等 

福祉施設から一般就労へ

の移行者 
人 

157 
(R3 年度末 

移行者数) 

209 

就労移行支援事業から一

般就労への移行者 
人 

109 
(R3 年度末 

移行者数) 

146 

就労移行支援事業利用終

了者に占める一般就労へ

移行した者の割合が５割

以上の事業所の割合 

％ - 55.9 
(19/34 か所) 

就労継続支援Ａ型事業か

ら一般就労への移行者 
人 

19 
(R3 年度末 

移行者数) 

27 

就労継続支援Ｂ型事業か

ら一般就労への移行者 
人 

20 
(R3 年度末 

移行者数) 

27 

就労定着支援事業所の利

用者数 
人 

134 
(R3 年度末 

利用者数) 
189 

就労定着率が７割以上の

就労定着支援事業所の割

合（※） 

％ - 31.3 
(5/16 か所) 
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項 目 単位 
基準とな

る数値 
R8 

障害児支援の提供

体制の整備等 

児童発達支援センターの

設置 
市町村 2 

(R4 年度末) 
4 

障害児の地域社会への参

加・包容（インクルージ

ョン）を推進する体制の

構築 

市町村 - 4 

 
保育所等訪問支援の提

供体制の確保 
市町村 3 

(R4 年度末) 
3 

主に重症心身障害児を支

援する児童発達支援事業

所の確保 

市町村 3 
(R4 年度末) 

4 

主に重症心身障害児を支

援する放課後等デイサー

ビス事業所の確保 

市町村 3 
(R4 年度末) 

4 

医療的ケア児支援のため

の関係機関の協議の場 
市町村 4 

(R4 年度末) 
4 

医療的ケア児に対する関

連分野の支援を調整する

コーディネーターの配置

人数 

人 9 
(R4 年度末) 

10 

相談支援体制の充

実・強化等 

基幹相談支援センターの

設置 
市町村 - 3 

基幹相談センターによる

地域の相談支援体制の強

化 

市町村 - 4 

協議会における個別事例

の検討を通じた地域のサ

ービス基盤の開発・改善 

市町村 - 4 

障害福祉サービス

等の質を向上させ

るための取組に係

る体制の構築 

障害福祉サービス等の質

を向上させるための取組

に関する事項を実施する

体制の構築 

市町村 4 
(R4 年度末) 

4 

※ この項目でいう就労定着率とは、過去６年間に就労定着支援の利用を終

了した者のうち、一般就労先での雇用継続期間が 42 月以上 72 月未満の者

の割合 
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○ サービス等見込量 

訪問系サービス 

 単位 R6 R7 R8 

居宅介護 人分 1,151   1,155 1,159 

重度訪問介護 人分 50 52 54 

同行援護 人分 226 229 231 

行動援護 人分 53 54 55 

重度障害者等包括支援 人分 1 1 1 

日中活動系サービス 

 単位 R6 R7 R8 

生活介護 人分 1,846 1,868 1,890 

自立訓練（機能訓練） 人分 24 24 24 

自立訓練（生活訓練） 人分 92 94 96 

自立訓練（生活訓練・宿泊型） 人分 12 12 12 

療養介護 人分 140 140 140 

短期入所（福祉型） 人分 598 616 635 

短期入所（医療型） 人分 25 26 27 

就労選択支援 人分 - 57 107 

就労移行支援 人分 284 291 298 

就労継続支援Ａ型 人分 581 653 733 

就労継続支援Ｂ型 人分 2,759 2,883 3,009 

就労定着支援 人分 142 155 169 
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居住系サービス 

 単位 R6 R7 R8 

共同生活援助 人分 1,071 1,165 1,258 

施設入所支援 人分 778 777 776 

自立生活援助 人分 6 7 7 

障害児サービス 

 単位 R6 R7 R8 

児童発達支援 人分 885 958 1,032 

放課後等デイサービス 人分 2,120 2,386 2,688 

居宅訪問型児童発達支援 人分 7 7 7 

保育所等訪問支援 人分 59 64 69 

障害児入所支援（福祉型） 人分 31 31 31 

障害児入所支援（医療型）※１ 人分 32 32 32 

相談支援 

 単位 R6 R7 R8 

計画相談支援 人分 2,149 2,291 2,442 

地域移行支援 人分 6 7 7 

地域定着支援 人分 13 14 14 

障害児相談支援 人分 968 1,106 1,264 

※単位 「人分」＝１か月当たりの実利用者数 

※１  全県分の見込量 
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【県央圏域】 

○ 成果目標 

項 目 単位 
基準とな

る数値 
R8 

福祉施設の入所者

の地域生活への移

行 

施設入所者の地域生活へ

の移行者 
人 

239 
(R4 年度末 

入所者数) 

8 

施設入所者数の削減 人 6 

地域生活支援の充

実 

地域生活支援拠点等の整

備 
市町村 2 

(R4 年度末) 
5 

年１回以上の運用状況検

証及び検討の実施 
市町村 1 

(R4 年度末) 
5 

強度行動障害を有する障

害者への支援体制の整備 
市町村 - 5 

福祉施設からの一

般就労への移行等 

福祉施設から一般就労へ

の移行者 
人 

16 
(R3 年度末 

移行者数) 

32 

就労移行支援事業から一

般就労への移行者 
人 

9 
(R3 年度末 

移行者数) 

19 

就労移行支援事業利用終

了者に占める一般就労へ

移行した者の割合が５割

以上の事業所の割合 

％ - 77.7 
(7/9 か所) 

就労継続支援Ａ型事業か

ら一般就労への移行者 
人 

3 
(R3 年度末 

移行者数) 

7 

就労継続支援Ｂ型事業か

ら一般就労への移行者 
人 

8 
(R3 年度末 

移行者数) 

6 

就労定着支援事業所の利

用者数 
人 

24 
(R3 年度末 

利用者数) 
42 

就労定着率が７割以上の

就労定着支援事業所の割

合（※） 

％ - 71.4 
(5/7 か所) 
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項 目 単位 
基準とな

る数値 
R8 

障害児支援の提供

体制の整備等 

児童発達支援センターの

設置 
市町村 0 

(R4 年度末) 
2 

障害児の地域社会への参

加・包容（インクルージ

ョン）を推進する体制の

構築 

市町村 - 5 

 
保育所等訪問支援の

提供体制の確保 
市町村 2 

(R4 年度末) 
3 

主に重症心身障害児を支

援する児童発達支援事業

所の確保 

市町村 2 
(R4 年度末) 

2 

主に重症心身障害児を支

援する放課後等デイサー

ビス事業所の確保 

市町村 2 
(R4 年度末) 

2 

医療的ケア児支援のため

の関係機関の協議の場 
市町村 4 

(R4 年度末) 
5 

医療的ケア児に対する関

連分野の支援を調整する

コーディネーターの配置

人数 

人 0 
(R4 年度末) 

13 

相談支援体制の充

実・強化等 

基幹相談支援センターの

設置 
市町村 - 5 

基幹相談センターによる

地域の相談支援体制の強

化 

市町村 - 5 

協議会における個別事例

の検討を通じた地域のサ

ービス基盤の開発・改善 

市町村 - 5 

障害福祉サービス

等の質を向上させ

るための取組に係

る体制の構築 

障害福祉サービス等の質

を向上させるための取組

に関する事項を実施する

体制の構築 

市町村 5 
(R4 年度末) 

5 

※ この項目でいう就労定着率とは、過去６年間に就労定着支援の利用を終

了した者のうち、一般就労先での雇用継続期間が 42 月以上 72 月未満の者

の割合 
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○ サービス等見込量 

訪問系サービス 

 単位 R6 R7 R8 

居宅介護 人分 299 302 306 

重度訪問介護 人分 7 7 7 

同行援護 人分 26 26 26 

行動援護 人分 6 6 6 

重度障害者等包括支援 人分 1 1 2 

日中活動系サービス 

 単位 R6 R7 R8 

生活介護 人分 524 551 559 

自立訓練（機能訓練） 人分 6 6 6 

自立訓練（生活訓練） 人分 31 31 31 

自立訓練（生活訓練・宿泊型） 人分 15 15 15 

療養介護 人分 48 48 48 

短期入所（福祉型） 人分 169 177 184 

短期入所（医療型） 人分 19 19 20 

就労選択支援 人分 - 41 44 

就労移行支援 人分 45 46 47 

就労継続支援Ａ型 人分 100 101 102 

就労継続支援Ｂ型 人分 737 764 792 

就労定着支援 人分 30 29 30 
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居住系サービス 

 単位 R6 R7 R8 

共同生活援助 人分 241 268 281 

施設入所支援 人分 234 234 233 

自立生活援助 人分 3 3 3 

障害児サービス 

 単位 R6 R7 R8 

児童発達支援 人分 198 208 219 

放課後等デイサービス 人分 565 607 629 

居宅訪問型児童発達支援 人分 2 3 3 

保育所等訪問支援 人分 17 25 33 

障害児入所支援（福祉型） 人分 12 12 12 

障害児入所支援（医療型）※１ 人分 32 32 32 

相談支援 

 単位 R6 R7 R8 

計画相談支援 人分 602 656 716 

地域移行支援 人分 4 6 7 

地域定着支援 人分 6 6 6 

障害児相談支援 人分 216 232 245 

※単位 「人分」＝１か月当たりの実利用者数 

※１  全県分の見込量 
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【中越圏域】 

○ 成果目標 

項 目 単位 
基準とな

る数値 
R8 

福祉施設の入所者

の地域生活への移

行 

施設入所者の地域生活へ

の移行者 
人 

522 
(R4 年度末 

入所者数) 

26 

施設入所者数の削減 人 16 

地域生活支援の充

実 

地域生活支援拠点等の整

備 
市町村 5 

(R4 年度末) 
6 

年１回以上の運用状況検

証及び検討の実施 
市町村 5 

(R4 年度末) 
6 

強度行動障害を有する障

害者への支援体制の整備 
市町村 - 6 

福祉施設からの一

般就労への移行等 

福祉施設から一般就労へ

の移行者 
人 

54 
(R3 年度末 

移行者数) 

84 

就労移行支援事業から一

般就労への移行者 
人 

35 
(R3 年度末 

移行者数) 

48 

就労移行支援事業利用終

了者に占める一般就労へ

移行した者の割合が５割

以上の事業所の割合 

％ - 63.2 
(12/19 か所) 

就労継続支援Ａ型事業か

ら一般就労への移行者 
人 

12 
(R3 年度末 

移行者数) 

20 

就労継続支援Ｂ型事業か

ら一般就労への移行者 
人 

7 
(R3 年度末 

移行者数) 

16 

就労定着支援事業所の利

用者数 
人 

66 
(R3 年度末 

利用者数) 
94 

就労定着率が７割以上の

就労定着支援事業所の割

合（※） 

％ - 63.6 
(7/11 か所) 
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項 目 単位 
基準とな

る数値 
R8 

障害児支援の提供

体制の整備等 

児童発達支援センターの

設置 
市町村 2 

(R4 年度末) 
6 

障害児の地域社会への参

加・包容（インクルージ

ョン）を推進する体制の

構築 

市町村 - 6 

 
保育所等訪問支援の提

供体制の確保 
市町村 3 

(R4 年度末) 
6 

主に重症心身障害児を支

援する児童発達支援事業

所の確保 

市町村 3 
(R4 年度末) 

5 

主に重症心身障害児を支

援する放課後等デイサー

ビス事業所の確保 

市町村 4 
(R4 年度末) 

5 

医療的ケア児支援のため

の関係機関の協議の場 
市町村 6 

(R4 年度末) 
6 

医療的ケア児に対する関

連分野の支援を調整する

コーディネーターの配置

人数 

人 2 
(R4 年度末) 

7 

相談支援体制の充

実・強化等 

基幹相談支援センターの

設置 
市町村 - 6 

基幹相談センターによる

地域の相談支援体制の強

化 

市町村 - 6 

協議会における個別事例

の検討を通じた地域のサ

ービス基盤の開発・改善 

市町村 - 6 

障害福祉サービス

等の質を向上させ

るための取組に係

る体制の構築 

障害福祉サービス等の質

を向上させるための取組

に関する事項を実施する

体制の構築 

市町村 5 
(R4 年度末) 

6 

※ この項目でいう就労定着率とは、過去６年間に就労定着支援の利用を終

了した者のうち、一般就労先での雇用継続期間が 42 月以上 72 月未満の者

の割合 
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○ サービス等見込量 

訪問系サービス 

 単位 R6 R7 R8 

居宅介護 人分 468 475 481 

重度訪問介護 人分 16 18 20 

同行援護 人分 84 86 88 

行動援護 人分 28 30 34 

重度障害者等包括支援 人分 1 1 1 

日中活動系サービス 

 単位 R6 R7 R8 

生活介護 人分 1,018 1,032 1,047 

自立訓練（機能訓練） 人分 13 15 17 

自立訓練（生活訓練） 人分 43 47 52 

自立訓練（生活訓練・宿泊型） 人分 29 30 32 

療養介護 人分 162 163 166 

短期入所（福祉型） 人分 238 263 290 

短期入所（医療型） 人分 58 63 69 

就労選択支援 人分 - 44 80 

就労移行支援 人分 102 108 115 

就労継続支援Ａ型 人分 155 165 176 

就労継続支援Ｂ型 人分 1,238 1,277 1,308 

就労定着支援 人分 94 99 104 
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居住系サービス 

 単位 R6 R7 R8 

共同生活援助 人分 582 600 617 

施設入所支援 人分 516 511 506 

自立生活援助 人分 8 9 10 

障害児サービス 

 単位 R6 R7 R8 

児童発達支援 人分 444 480 522 

放課後等デイサービス 人分 1,160 1,220 1,291 

居宅訪問型児童発達支援 人分 4 4 5 

保育所等訪問支援 人分 67 76 87 

障害児入所支援（福祉型） 人分 16 16 16 

障害児入所支援（医療型）※１ 人分 32 32 32 

相談支援 

 単位 R6 R7 R8 

計画相談支援 人分 1,020 1,043 1,066 

地域移行支援 人分 7 7 7 

地域定着支援 人分 30 30 31 

障害児相談支援 人分 384 411 437 

※単位 「人分」＝１か月当たりの実利用者数 

※１  全県分の見込量 
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【魚沼圏域】 

○ 成果目標 

項 目 単位 
基準とな

る数値 
R8 

福祉施設の入所者

の地域生活への移

行 

施設入所者の地域生活へ

の移行者 
人 

233 
(R4 年度末 

入所者数) 

11 

施設入所者数の削減 人 9 

地域生活支援の充

実 

地域生活支援拠点等の整

備 
市町村 3 

(R4 年度末) 
5 

年１回以上の運用状況検

証及び検討の実施 
市町村 3 

(R4 年度末) 
5 

強度行動障害を有する障

害者への支援体制の整備 
市町村 - 5 

福祉施設からの一

般就労への移行等 

福祉施設から一般就労へ

の移行者 
人 

16 
(R3 年度末 

移行者数) 

32 

就労移行支援事業から一

般就労への移行者 
人 

4 
(R3 年度末 

移行者数) 

12 

就労移行支援事業利用終

了者に占める一般就労へ

移行した者の割合が５割

以上の事業所の割合 

％ - 80.0 
(4/5 か所) 

就労継続支援Ａ型事業か

ら一般就労への移行者 
人 

2 
(R3 年度末 

移行者数) 

7 

就労継続支援Ｂ型事業か

ら一般就労への移行者 
人 

10 
(R3 年度末 

移行者数) 

13 

就労定着支援事業所の利

用者数 
人 

20 
(R3 年度末 

利用者数) 
24 

就労定着率が７割以上の

就労定着支援事業所の割

合（※） 

％ - 100.0 
(5/5 か所) 
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項 目 単位 
基準とな

る数値 
R8 

障害児支援の提供

体制の整備等 

児童発達支援センターの

設置 
市町村 0 

(R4 年度末) 
2 

障害児の地域社会への参

加・包容（インクルージ

ョン）を推進する体制の

構築 

市町村 - 5 

 
保育所等訪問支援の提

供体制の確保 
市町村 0 

(R4 年度末) 
1 

主に重症心身障害児を支

援する児童発達支援事業

所の確保 

市町村 2 
(R4 年度末) 

1 

主に重症心身障害児を支

援する放課後等デイサー

ビス事業所の確保 

市町村 2 
(R4 年度末) 

2 

医療的ケア児支援のため

の関係機関の協議の場 
市町村 5 

(R4 年度末) 
5 

医療的ケア児に対する関

連分野の支援を調整する

コーディネーターの配置

人数 

人 2 
(R4 年度末) 

6 

相談支援体制の充

実・強化等 

基幹相談支援センターの

設置 
市町村 - 4 

基幹相談センターによる

地域の相談支援体制の強

化 

市町村 - 5 

協議会における個別事例

の検討を通じた地域のサ

ービス基盤の開発・改善 

市町村 - 5 

障害福祉サービス

等の質を向上させ

るための取組に係

る体制の構築 

障害福祉サービス等の質

を向上させるための取組

に関する事項を実施する

体制の構築 

市町村 3 
(R4 年度末) 

5 

※ この項目でいう就労定着率とは、過去６年間に就労定着支援の利用を終

了した者のうち、一般就労先での雇用継続期間が 42 月以上 72 月未満の者

の割合 
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○ サービス等見込量 

訪問系サービス 

 単位 R6 R7 R8 

居宅介護 人分 143 147 151 

重度訪問介護 人分 12 13 14 

同行援護 人分 15 16 17 

行動援護 人分 11 11 11 

重度障害者等包括支援 人分 1 1 1 

日中活動系サービス 

 単位 R6 R7 R8 

生活介護 人分 451 455 459 

自立訓練（機能訓練） 人分 10 11 11 

自立訓練（生活訓練） 人分 36 36 37 

自立訓練（生活訓練・宿泊型） 人分 31 31 32 

療養介護 人分 55 55 55 

短期入所（福祉型） 人分 79 82 86 

短期入所（医療型） 人分 15 16 16 

就労選択支援 人分 - 22 22 

就労移行支援 人分 24 25 25 

就労継続支援Ａ型 人分 41 44 45 

就労継続支援Ｂ型 人分 669 687 707 

就労定着支援 人分 21 22 25 
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居住系サービス 

 単位 R6 R7 R8 

共同生活援助 人分 315 321 332 

施設入所支援 人分 233 229 224 

自立生活援助 人分 10 12 15 

障害児サービス 

 単位 R6 R7 R8 

児童発達支援 人分 77 78 88 

放課後等デイサービス 人分 115 122 138 

居宅訪問型児童発達支援 人分 0 0 0 

保育所等訪問支援 人分 0 0 10 

障害児入所支援（福祉型） 人分 6 6 6 

障害児入所支援（医療型）※１ 人分 32 32 32 

相談支援 

 単位 R6 R7 R8 

計画相談支援 人分 394 396 399 

地域移行支援 人分 7 8 10 

地域定着支援 人分 19 20 21 

障害児相談支援 人分 65 71 75 

※単位 「人分」＝１か月当たりの実利用者数 

※１  全県分の見込量 
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【上越圏域】 

○ 成果目標 

項 目 単位 
基準とな

る数値 
R8 

福祉施設の入所者

の地域生活への移

行 

施設入所者の地域生活へ

の移行者 
人 

312 
(R4 年度末 

入所者数) 

13 

施設入所者数の削減 人 △3 

地域生活支援の充

実 

地域生活支援拠点等の整

備 
市町村 3 

(R4 年度末) 
3 

年１回以上の運用状況検

証及び検討の実施 
市町村 2 

(R4 年度末) 
3 

強度行動障害を有する障

害者への支援体制の整備 
市町村 - 3 

福祉施設からの一

般就労への移行等 

福祉施設から一般就労へ

の移行者 
人 

52 
(R3 年度末 

移行者数) 

68 

就労移行支援事業から一

般就労への移行者 
人 

31 
(R3 年度末 

移行者数) 

41 

就労移行支援事業利用終

了者に占める一般就労へ

移行した者の割合が５割

以上の事業所の割合 

％ - 56.3 
(9/16 か所) 

就労継続支援Ａ型事業か

ら一般就労への移行者 
人 

5 
(R3 年度末 

移行者数) 

8 

就労継続支援Ｂ型事業か

ら一般就労への移行者 
人 

13 
(R3 年度末 

移行者数) 

17 

就労定着支援事業所の利

用者数 
人 

27 
(R3 年度末 

利用者数) 
38 

就労定着率が７割以上の

就労定着支援事業所の割

合（※） 

％ - 40.0 
(4/10 か所) 
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項 目 単位 
基準とな

る数値 
R8 

障害児支援の提供

体制の整備等 

児童発達支援センターの

設置 
市町村 0 

(R4 年度末) 
0 

障害児の地域社会への参

加・包容（インクルージ

ョン）を推進する体制の

構築 

市町村 - 3 

 
保育所等訪問支援の提

供体制の確保 
市町村 1 

(R4 年度末) 
2 

主に重症心身障害児を支

援する児童発達支援事業

所の確保 

市町村 1 
(R4 年度末) 

3 

主に重症心身障害児を支

援する放課後等デイサー

ビス事業所の確保 

市町村 1 
(R4 年度末) 

3 

医療的ケア児支援のため

の関係機関の協議の場 
市町村 3 

(R4 年度末) 
3 

医療的ケア児に対する関

連分野の支援を調整する

コーディネーターの配置

人数 

人 3 
(R4 年度末) 

4 

相談支援体制の充

実・強化等 

基幹相談支援センターの

設置 
市町村 - 2 

基幹相談センターによる

地域の相談支援体制の強

化 

市町村 - 3 

協議会における個別事例

の検討を通じた地域のサ

ービス基盤の開発・改善 

市町村 - 3 

障害福祉サービス

等の質を向上させ

るための取組に係

る体制の構築 

障害福祉サービス等の質

を向上させるための取組

に関する事項を実施する

体制の構築 

市町村 3 
(R4 年度末) 

3 

※ この項目でいう就労定着率とは、過去６年間に就労定着支援の利用を終

了した者のうち、一般就労先での雇用継続期間が 42 月以上 72 月未満の者

の割合 
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○ サービス等見込量 

訪問系サービス 

 単位 R6 R7 R8 

居宅介護 人分 381 389 397 

重度訪問介護 人分 8 11 13 

同行援護 人分 38 39 39 

行動援護 人分 28 30 32 

重度障害者等包括支援 人分 0 0 0 

日中活動系サービス 

 単位 R6 R7 R8 

生活介護 人分 796 827 855 

自立訓練（機能訓練） 人分 11 12 12 

自立訓練（生活訓練） 人分 75 87 89 

自立訓練（生活訓練・宿泊型） 人分 46 53 56 

療養介護 人分 113 113 113 

短期入所（福祉型） 人分 332 358 375 

短期入所（医療型） 人分 18 20 22 

就労選択支援 人分 - 20 40 

就労移行支援 人分 123 126 130 

就労継続支援Ａ型 人分 97 108 119 

就労継続支援Ｂ型 人分 838 927 987 

就労定着支援 人分 40 41 42 
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居住系サービス 

 単位 R6 R7 R8 

共同生活援助 人分 344 369 387 

施設入所支援 人分 315 315 315 

自立生活援助 人分 8 8 8 

障害児サービス 

 単位 R6 R7 R8 

児童発達支援 人分 237 250 263 

放課後等デイサービス 人分 435 479 530 

居宅訪問型児童発達支援 人分 2 2 2 

保育所等訪問支援 人分 15 15 15 

障害児入所支援（福祉型） 人分 18 18 18 

障害児入所支援（医療型）※１ 人分 32 32 32 

相談支援 

 単位 R6 R7 R8 

計画相談支援 人分 879 960 1,044 

地域移行支援 人分 5 5 5 

地域定着支援 人分 33 34 35 

障害児相談支援 人分 348 392 443 

※単位 「人分」＝１か月当たりの実利用者数 

※１  全県分の見込量 
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【佐渡圏域】 

○ 成果目標 

項 目 単位 
基準とな

る数値 
R8 

福祉施設の入所者

の地域生活への移

行 

施設入所者の地域生活へ

の移行者 
人 

113 
(R4 年度末 

入所者数) 

1 

施設入所者数の削減 人 8 

地域生活支援の充

実 

地域生活支援拠点等の整

備 
市町村 1 

(R4 年度末) 
1 

年１回以上の運用状況検

証及び検討の実施 
市町村 1 

(R4 年度末) 
1 

強度行動障害を有する障

害者への支援体制の整備 
市町村 - 1 

福祉施設からの一

般就労への移行等 

福祉施設から一般就労へ

の移行者 
人 

9 
(R3 年度末 

移行者数) 

9 

就労移行支援事業から一

般就労への移行者 
人 

1 
(R3 年度末 

移行者数) 

2 

就労移行支援事業利用終

了者に占める一般就労へ

移行した者の割合が５割

以上の事業所の割合 

％ - 0.0 
(0/2 か所) 

就労継続支援Ａ型事業か

ら一般就労への移行者 
人 

0 
(R3 年度末 

移行者数) 

0 

就労継続支援Ｂ型事業か

ら一般就労への移行者 
人 

8 
(R3 年度末 

移行者数) 

7 

就労定着支援事業所の利

用者数 
人 

0 
(R3 年度末 

利用者数) 
0 

就労定着率が７割以上の

就労定着支援事業所の割

合（※） 

％ - 0.0 
(0/0 か所) 
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項 目 単位 
基準とな

る数値 
R8 

障害児支援の提供

体制の整備等 

児童発達支援センターの

設置 
市町村 0 

(R4 年度末) 
0 

障害児の地域社会への参

加・包容（インクルージ

ョン）を推進する体制の

構築 

市町村 - 1 

 
保育所等訪問支援の提

供体制の確保 
市町村 0 

(R4 年度末) 
0 

主に重症心身障害児を支

援する児童発達支援事業

所の確保 

市町村 0 
(R4 年度末) 

0 

主に重症心身障害児を支

援する放課後等デイサー

ビス事業所の確保 

市町村 0 
(R4 年度末) 

0 

医療的ケア児支援のため

の関係機関の協議の場 
市町村 1 

(R4 年度末) 
1 

医療的ケア児に対する関

連分野の支援を調整する

コーディネーターの配置

人数 

人 1 
(R4 年度末) 

2 

相談支援体制の充

実・強化等 

基幹相談支援センターの

設置 
市町村 - 1 

基幹相談センターによる

地域の相談支援体制の強

化 

市町村 - 1 

協議会における個別事例

の検討を通じた地域のサ

ービス基盤の開発・改善 

市町村 - 1 

障害福祉サービス

等の質を向上させ

るための取組に係

る体制の構築 

障害福祉サービス等の質

を向上させるための取組

に関する事項を実施する

体制の構築 

市町村 1 
(R4 年度末) 

1 

※ この項目でいう就労定着率とは、過去６年間に就労定着支援の利用を終

了した者のうち、一般就労先での雇用継続期間が 42 月以上 72 月未満の者

の割合 
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○ サービス等見込量 

訪問系サービス 

 単位 R6 R7 R8 

居宅介護 人分 113 114 115 

重度訪問介護 人分 2 2 2 

同行援護 人分 5 6 7 

行動援護 人分 1 1 1 

重度障害者等包括支援 人分 0 0 0 

日中活動系サービス 

 単位 R6 R7 R8 

生活介護 人分 170 173 176 

自立訓練（機能訓練） 人分 1 1 1 

自立訓練（生活訓練） 人分 4 4 4 

自立訓練（生活訓練・宿泊型） 人分 3 3 3 

療養介護 人分 11 11 11 

短期入所（福祉型） 人分 26 29 32 

短期入所（医療型） 人分 0 0 0 

就労選択支援 人分 - 2 2 

就労移行支援 人分 12 12 12 

就労継続支援Ａ型 人分 1 1 1 

就労継続支援Ｂ型 人分 239 241 243 

就労定着支援 人分 0 0 0 
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居住系サービス 

 単位 R6 R7 R8 

共同生活援助 人分 54 56 58 

施設入所支援 人分 113 109 105 

自立生活援助 人分 0 0 0 

障害児サービス 

 単位 R6 R7 R8 

児童発達支援 人分 15 15 15 

放課後等デイサービス 人分 44 44 44 

居宅訪問型児童発達支援 人分 0 0 0 

保育所等訪問支援 人分 0 0 0 

障害児入所支援（福祉型） 人分 6 6 6 

障害児入所支援（医療型）※１ 人分 32 32 32 

相談支援 

 単位 R6 R7 R8 

計画相談支援 人分 194 199 204 

地域移行支援 人分 2 2 2 

地域定着支援 人分 2 2 2 

障害児相談支援 人分 15 16 17 

※単位 「人分」＝１か月当たりの実利用者数 

※１  全県分の見込量 
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４ 参考資料 

 

１ 障害福祉計画の策定に係る根拠法令の概要 

 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 

（平成 17 年法律第 123 号） 

 

（都道府県障害福祉計画） 

第八十九条 都道府県は、基本指針に即して、市町村障害福祉計画の達成に資するた

め、各市町村を通ずる広域的な見地から、障害福祉サービスの提供体制の確保その

他この法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画（以下、「都道府県障害福祉計画」

という。）を定めるものとする。 

２ 都道府県障害福祉計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 障害福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業の提供体制の確保に係る目

標に関する事項 

二 当該都道府県が定める区域ごとに当該区域における各年度の指定障害福祉サ

ービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支援の種類ごとの必要な量の見込み 

三 各年度の指定障害者支援施設の必要入所定員総数 

四 地域生活支援事業の種類ごとの実施に関する事項 

３ 都道府県障害福祉計画においては、前項各号に掲げる事項のほか、次に掲げる事

項について定めるよう努めるものとする。 

一 前項第一号の区域ごとの指定障害福祉サービス又は地域相談支援の種類ごと

の必要な見込量の確保のための方策 

二 前項第一号の区域ごとの指定障害福祉サービス、地域相談支援又は指定計画相

談支援に従事する者の確保又は資質向上のために講ずる措置に関する事項 

三 指定障害者支援施設の施設障害福祉サービスの質の向上のために講ずる措置

に関する事項 

四 前項第二号の区域ごとの指定障害福祉サービス又は地域相談支援及び同項第

四号の地域生活支援事業の提供体制の確保に係る医療機関、教育機関、公共職業

安定所その他の職業リハビリテーションの措置を実施する機関その他の関係機

関との連携に関する事項 

４ 都道府県は、第八十九条の二の二第一項の規定により公表された結果その他のこ

の法律に基づく業務の実施の状況に関する情報を分析した上で、当該分析の結果を

勘案して、都道府県障害福祉計画を作成するよう努めるものとする。 

５ 都道府県障害福祉計画は、児童福祉法第三十三条の二十二第一項に規定する都道

府県障害児福祉計画と一体のものとして作成することができる。 

６ 都道府県障害福祉計画は、障害者基本法第十一条第二項に規定する都道府県障害

者計画、社会福祉法第百八条に規定する都道府県地域福祉支援計画その他の法律の

第３章 参考資料 
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規定による計画であって障害者等の福祉に関する事項を定めるものと調和が保たれ

たものでなければならない。 

７ 都道府県障害福祉計画は、医療法（昭和二十三年法律第二百五号）第三十条の四

第一項に規定する医療計画と相まって、精神科病院に入院している精神障害者の退

院の促進に資するものでなければならない。 

８ 都道府県は、協議会を設置したときは、都道府県障害福祉計画を定め、又は変更

しようとする場合において、あらかじめ、協議会の意見を聴くよう努めなければな

らない。 

９ 都道府県は、都道府県障害福祉計画を定め、又は変更しようとするときは、あら

かじめ、障害者基本法第三十六条第一項の合議制の機関の意見を聴かなければなら

ない。 

10 都道府県は、都道府県障害福祉計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、こ

れを厚生労働大臣に提出しなければならない。 

 

第八十九条の二 都道府県は、定期的に、前条第二項各号に掲げる事項（都道府県障

害福祉計画に同条第三項各号に掲げる事項を定める場合にあっては、当該各号に掲

げる事項を含む）について、調査、分析及び評価を行い、必要があると認めるとき

は、当該都道府県障害福祉計画を変更することその他の必要な措置を講ずるものと

する。 

 

（障害福祉計画の作成等のための調査及び分析等） 

第八十九条の二の二 主務大臣は、市町村障害福祉計画及び都道府県障害福祉計画の

作成、実施及び評価並びに障害者等の福祉の増進に資するため、次に掲げる事項に

関する情報（第三項において「障害福祉等関連情報」という。）のうち、第一号及び

第二号に掲げる事項について調査及び分析を行い、その結果を公表するものとする

とともに、第三号及び第四号に掲げる事項について調査及び分析を行い、その結果

を公表するよう努めるものとする。 

一 自立支援給付に要する費用の額に関する地域別、年齢別又は障害支援区分別の

状況その他の主務省令で定める事項 

二 障害者等の障害支援区分の認定における調査に関する状況その他の主務省令

で定める事項 

三 障害福祉サービス又は相談支援を利用する障害者等の心身の状況、当該障害者

等に提供される当該障害福祉サービス又は相談支援の内容その他の主務省令で定

める事項 

四 地域生活支援事業の実施の状況その他の主務省令で定める事項 

２ 市町村及び都道府県は、主務大臣に対し、前項第一号又は第二号に掲げる事項に

関する情報を、主務省令で定める方法により提供しなければならない。 

３ 主務大臣は、必要があると認めるときは、市町村及び都道府県並びに第八条第二

項に規定する事業者等に対し、障害福祉等関連情報を、主務省令で定める方法によ

り提供するよう求めることができる。 
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（協議会の設置） 

第八十九条の三 地方公共団体は、単独で又は協働して、障害者等への支援の体制の

整備を図るため、関係機関、関係団体並びに障害者等及びその家族並びに障害者等

の福祉、医療、教育又は雇用に関連する職務に従事する者その他の関係者（次項に

おいて「関係機関等」という。）により構成される協議会を置くように努めなければ

ならない。 

２ 前項の協議会は、関係機関等が相互の連絡を図ることにより、地域における障害

者等への支援体制に関する課題について情報を共有し、関係機関等の連携の緊密化

を図るとともに、地域の実情に応じた体制の整備について協議を行うものとする。 
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２ 障害児福祉計画の策定に係る根拠法令の概要 

 

児童福祉法 

（昭和 22 年法律第 164 号） 

 

（都道府県障害児福祉計画） 

第三十三条の二十二 都道府県は、基本指針に即して、市町村障害児福祉計画の達成

に資するため、各市町村を通ずる広域的な見地から、障害児通所支援等の提供体制

の確保その他障害児通所支援等の円滑な実施に関する計画（以下、「都道府県障害児

福祉計画」という。）を定めるものとする。 

② 都道府県障害児福祉計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 障害児通所支援等の提供体制の確保に係る目標に関する事項 

二 当該都道府県が定める区域ごとの各年度の指定障害児通所支援又は指定障害

児相談支援の種類ごとの必要な見込量 

三 各年度の指定障害児入所施設等の必要入所定員総数 

③ 都道府県障害児福祉計画においては、前項各号に掲げる事項のほか、次に掲げる

事項について定めるよう努めるものとする。 

一 前項第二号の区域ごとの指定通所支援の種類ごとの必要な見込量の確保のた

めの方策 

二 前項第二号の区域ごとの指定通所支援又は指定障害児相談支援の質の向上の

ために講ずる措置に関する事項 

三 指定障害児入所施設等の障害児入所支援の質の向上のために講ずる措置に関

する事項 

四 前項第二号の区域ごとの指定通所支援の提供体制の確保に係る医療機関、教育

機関その他の関係機関との連携に関する事項 

④ 都道府県は、第三十三条の二十三の二第一項の規定により公表された結果その他

のこの法律に基づく業務の実施の状況に関する情報を分析した上で、当該分析の結

果を勘案して、都道府県障害児福祉計画を作成するよう努めるものとする。 

⑤ 都道府県障害児福祉計画は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律第八十九条第一項に規定する都道府県障害福祉計画と一体のものとして

作成することができる。 

⑥ 都道府県障害児福祉計画は、障害者基本法第十一条第二項に規定する都道府県障

害者計画、社会福祉法第百八条に規定する都道府県地域福祉支援計画その他の法律

の規定による計画であって障害児の福祉に関する事項を定めるものと調和が保たれ

たものでなければならない。 

⑦ 都道府県は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第八

十九条の三第一項に規定する協議会を設置したときは、都道府県障害児福祉計画を

定め、又は変更しようとする場合において、あらかじめ、当該協議会の意見を聴く

よう努めなければならない。 
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⑧ 都道府県は、都道府県障害児福祉計画を定め、又は変更しようとするときは、あ

らかじめ、障害者基本法第三十六条第一項の合議制の機関の意見を聴かなければな

らない。 

⑨ 都道府県は、都道府県障害児福祉計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、

これを厚生労働大臣に提出しなければならない。 

 

第三十三条の二十三 都道府県は、定期的に、前条第二項各号に掲げる事項（都道府

県障害児福祉計画に同条第三項各号に掲げる事項を定める場合にあっては、当該各

号に掲げる事項を含む）について、調査、分析及び評価を行い、必要があると認め

るときは、当該都道府県障害児福祉計画を変更することその他の必要な措置を講ず

るものとする。 

 

第三十三条の二十三の二 内閣総理大臣は、市町村障害児福祉計画及び都道府県障害

児福祉計画の作成、実施及び評価並びに障害児の福祉の増進に資するため、次に掲

げる事項に関する情報（第三項において「障害児福祉等関連情報」という。）のうち、

第一号に掲げる事項について調査及び分析を行い、その結果を公表するものとする

とともに、第二号及び第三号に掲げる事項について調査及び分析を行い、その結果

を公表するよう努めるものとする。 

一 障害児通所給付費等（第五十七条の二第一項に規定する障害児通所給付費等を

いう。）及び障害児入所給付費等（第五十条第六号の三に規定する障害児入所給付

費等をいう。）に要する費用の額に関する地域別又は年齢別の状況その他の内閣

府令で定める事項 

二 通所支給要否決定における調査に関する状況その他の内閣府令で定める事項 

三 障害児通所支援、障害児入所支援又は障害児相談支援を利用する障害児の心身

の状況、当該障害児に提供される当該障害児通所支援、障害児入所支援又は障害

児相談支援の内容その他の内閣府令で定める事項 

② 市町村及び都道府県は、内閣総理大臣に対し、前項第一号に掲げる事項に関する

情報を、内閣府令で定める方法により提供しなければならない。 

③ 内閣総理大臣は、必要があると認めるときは、市町村及び都道府県並びに対象事

業者に対し、障害児福祉等関連情報を、内閣府令で定める方法により提供するよう

求めることができる。 
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３ 新潟県障害者施策推進協議会 

新潟県障害者施策推進協議会条例 

昭和 48 年 7 月 14 日新潟県条例第 43 号 

     改正 平成 ６年条例第５号 

         平成７年条例第 61 号 

平成 13 年条例第 21 号 

平成 16 年条例第 62 号 

平成 23 年条例第 34 号 

平成 24 年条例第 21 号 

 

(趣旨) 

第１条 この条例は、障害者基本法(昭和 45 年法律第 84 号)第 36 条第 3 項の規定に

基づき、同条第 1 項に規定する審議会その他の合議制の機関（以下「合議制の機関」

という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

(名称) 

第２条 合議制の機関の名称は、新潟県障害者施策推進協議会とする。 

 

(組織) 

第３条 合議制の機関は、委員 25 人以内で組織する。 

２ 委員は、障害者、障害者の自立及び社会参加に関する事業に従事する者並びに学

識経験のある者のうちから、知事が任命する。 

 

(任期) 

第４条 委員の任期は、3 年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員

の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

(会長) 

第５条 合議制の機関に会長を置き、委員の互選によつてこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理する。 

３ 会長に事故があるときは、会長があらかじめ指名する委員がその職務を代行す

る。 

 

(会議) 

第６条 合議制の機関の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 合議制の機関は、委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことができない。 
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(庶務) 

第７条 合議制の機関の庶務は、福祉保健部において行う。 

 

(会長への委任) 

第８条 この条例に定めるもののほか、合議制の機関の運営その他必要な事項は、会

長が合議制の機関に諮つて定める。 

 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

   附 則（平成６年条例第５号） 

１ この条例は、規則で定める日から施行する。 

  （平成６年規則第 62 号で平成６年６月１日から施行） 

２ この条例の施行の際現に新潟県心身障害者対策協議会の委員及び幹事の職にあ

る者は、その時において退任するものとする。 

 

   附 則（平成７年条例第 61 号）抄 

 (施行期日) 

１ この条例は、平成８年４月１日から施行する。 

 

   附 則（平成 13 年条例第 21 号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

   附 則（平成 16 年条例第 62 号） 

 この条例中第１条の規定は公布の日から、第２条の規定は障害者基本法の一部を改

正する法律(平成 16 年法律第 80 号)第２条の規定の施行の日から施行する。 

  （施行の日＝平成 17 年４月 18 日） 

 

   附 則（平成 23 年条例第 34 号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

   附 則（平成 24 年条例第 21 号） 

（施行期日) 

１ この条例は、障害者基本法の一部を改正する法律（平成 23 年法律第 90 号）附則

第１条第１号に定める日又はこの条例の公布の日のいずれか遅い日から施行する。 

  （定める日＝平成 24 年 5 月 21 日） 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の際現に新潟県障害者施策推進協議会の委員の職にある者は、そ

の時において退任するものとする。 
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新潟県障害者施策推進協議会 委員名簿 （敬称略）〔令和６年３月時点〕 

 区分 氏 名 所属等 

１ 

障害者 

長谷川 寿史 新潟県障害者スポーツ協会 

２ 木村 弘美 新潟県視覚障害者福祉協会 

３ 目黒 美帆 新潟県聴覚障害者協会 

４ 佐藤 隆之 新発田市手をつなぐ育成会スマイル 

５ 吉井 孝志 障害者パフォーマンス集団『生き様発表会』 

６ 佐藤 郁美 新潟いなほの会 

７ 事業者 伊藤 祐香 社会福祉法人新潟太陽福祉会 

８ 

学識 

経験者 

小柳 亮 新潟県医師会 

９ 土屋 信人 新潟県歯科医師会 

10 染矢 俊幸 
新潟県精神保健福祉協会 

（新潟大学大学院医歯学総合研究科精神医学分野） 

11 髙橋 有紀 新潟県弁護士会 

12 高見 美加 新潟県議会 

13 高橋 邦芳 新潟県市長会（村上市長） 

14 西脇 道夫 新潟県町村会（聖籠町長） 

15 岡本 陽子 有限会社新津コンタクト 

16 長谷川 徹 新潟県労働局職業安定部職業対策課 

17 藤田 綾子 新潟県立はまぐみ特別支援学校 

18 高橋 みゆき 公募委員 

19 田鹿 雪乃 公募委員 
 

令和５年度開催結果 

令和５年９月６日 第１回 障害者計画、障害福祉計画について 等 

令和６年２月６日 第２回 障害福祉計画（素案）について 等 

 

今後の検討課題 

・新潟県障害者計画の進捗確認 等 

 



136 
 

４ 新潟県自立支援協議会 

新潟県自立支援協議会設置要綱
 

１ 目的 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律

第 123 号）第 89 条の３第１項の規定に基づき、障害者等への支援体制の整備に関

する協議を行うため、新潟県自立支援協議会（以下「協議会」という。）を設置す

る。 

 

２ 協議事項 

協議会は、次に掲げる事項について協議する。 

(1) 相談支援体制の整備に関すること 

(2) 社会資源の開発及び改善等に関すること 

(3) 相談支援従事者の人材確保・養成に関すること 

(4) 県障害福祉計画に関すること 

(5) その他必要な事項 

 

３ 構成等 

(1) 協議会は、次に掲げる者のうちから福祉保健部長が依頼する 20 人以内の委員

で構成する。 

ア 学識経験者 

イ 障害者（障害者団体関係者を含む。） 

ウ 相談支援事業・障害福祉サービス事業関係者 

エ 保健・医療関係者 

オ 雇用関係機関担当者 

カ 市町村障害福祉担当者 

キ 教育関係者 

ク 新潟県高次脳機能障害支援拠点運営委員会委員 

ケ 発達障害者支援体制整備検討委員会委員 

(2) 協議会の会長は委員の互選により、副会長は会長の指名により選任する。 

(3) 会長は、協議会の事務を統括する。 

(4) 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときはその職務を代理する。 

 

４ 任期 

(1) 委員の任期は、３年とする。ただし、前項(1)カから選任された者にあっては

１年とする。なお、再任を妨げない。 

(2) 委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

 



137 
 

５ 運営 

(1) 協議会は、必要に応じて会長が招集する。 

(2) 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を出席させて意見を述べさ

せることができる。 

(3) 協議会の事務局は、福祉保健部障害福祉課内に置く。 

(4) 事務局は、必要に応じて関係地域機関を参加させることができる。 

(5) 事務局は、協議会に付すべき事項についてあらかじめ検討するほか、会長の指

示する事項を処理する。 

 

６ 部会 

(1) 協議会に次の部会を置く。 

名 称 協 議 事 項 

圏域部会
 各障害保健福祉圏域における相談支援体制に関する

こと 

精神障害者支援

体制構築部会
 精神障害者の支援体制構築に関すること 

就労支援部会 障害者の就労支援に関すること 

療育支援部会 障害児(者）の療育支援に関すること 

権利擁護部会 
障害者の虐待防止、差別解消、その他の権利擁護に関

すること 
 

(2) 圏域部会は、各障害保健福祉圏域ごとに置くものとし、各圏域全体の支援体制

の整備に関し、地域振興局健康福祉環境部等が開催する連絡調整会議をもってこ

れに充てるものとする。 

(3) 支援体制構築部会の組織及び運営に関する事項は、別に定める。 

(4) 就労支援部会の組織及び運営に関する事項は、別に定める。 

(5) 療育支援部会の組織及び運営に関する事項は、別に定める。 

(6) 権利擁護部会の組織及び運営に関する事項は、別に定める。 

 

７ その他 

この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協 

議会に諮って定める。 

 

   附 則 

１ この要綱は、平成 18 年 12 月 18 日から実施する。 

２ 平成 19 年３月 31 日以前に就任した委員の任期は、４(1)の規定にかかわらず、

３(1)ア、イ、エ及びオの者のうちから選任された者にあっては、平成 21 年３月 31

日まで、３(1)ウ及びカの者のうちから選任された者にあっては、平成 19 年３月 31

日までとする。 
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   附 則 

１ この要綱は、平成 19 年 11 月 27 日から実施する。 

２ 平成 20 年３月 31 日以前に就任した３(1)キの者のうちから選任された委員の任

期は、４(1)の規定にかかわらず、平成 21 年３月 31 日までとする。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成 20 年４月１日から実施する。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成 20 年 12 月 19 日から実施する。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成 21 年４月１日から実施する。 

 

   附 則 

１ この要綱は、平成 22 年８月１日から実施する。 

２ 平成 23 年３月 31 日以前に就任した３(1)ウの者のうちから選任された委員の任

期は、４(1)の規定にかかわらず、平成 23 年３月 31 日までとする。 

 

   附 則 

１ この要綱は、平成 24 年１月 18 日から実施する。 

２ 平成 24 年３月 31 日以前に就任した３(1)クの者のうちから選任された委員の 

任期は、４(1)の規定にかかわらず、平成 24 年３月 31 日までとする。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成 24 年４月１日から実施する。 

 

   附 則 

１ この要綱は、平成 25 年４月１日から実施する。 

２ 平成 27 年３月 31 日以前に就任した３(1)イの者のうちから選任された委員の 

任期は、４(1)の規定にかかわらず、平成 27 年３月 31 日までとする。 

 

    附 則 

 この要綱は、平成 26 年３月 19 日から実施する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成 27 年 12 月 25 日から実施する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成 28 年 10 月１日から実施する。 
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附 則 

 この要綱は、平成 30 年４月１日から実施する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和２年４月１日から実施する。 

 



140 
 

新潟県自立支援協議会 委員名簿 （敬称略）〔令和６年３月時点〕 

 分野 氏 名 所属等 

１ 
学識 

経験者 
丸田 秋男 新潟医療福祉大学 

２ 

障害者及び

関係団体 

藤田 芳雄 新潟県身体障害者団体連合会 

３ 江口 道夫 新潟県精神障害者家族会連合会 

４ 皆川 栄子 新潟県手をつなぐ育成会  

５ 新保 勝己 新潟難病支援ネットワーク 

６ 医療 佐野 英孝 新潟県精神科病院協会 

７ 雇用 小柳 博行 新潟労働局職業安定部職業対策課 

８ 教育 根谷 聡 新潟県教育庁義務教育課特別支援教育推進室 

９ 

事業者 

田中 順 新潟県身体障害者施設協議会 

10 中村 章一 新潟県知的障害者福祉協会 

11 宇治 彩子 新潟県精神障害者社会福祉施設協議会 

12 清水 聡 新潟県地域生活支援ネットワーク 

13 江部 健幸 新潟県相談支援専門員協会 

14 寺口 能弘 新潟県社会就労センター連絡協議会 

15 高次脳 佐藤 卓也 
新潟医療福祉大学リハビリテーション学部 

言語聴覚学科 

16 
発達・ 

療育 
新田 初美 新潟県立吉田病院 

17 

市町村 

小林 直人 新潟市福祉部障がい福祉課 

18 渡邉 浩一 関川村健康福祉課 

19 岡田 卓 燕市社会福祉課 

20 山田 宏 長岡市福祉課 
 

令和５年度開催結果 

令和５年９月 14 日 第１回 今年度の体制、障害福祉計画の進捗状況、各部会等

の課題について 等 

令和６年１月 31 日 第２回 障害福祉計画（素案）について 

令和６年３月 21 日 第３回 各部会等の課題について 等 

 

今後の検討課題 

・障害福祉計画の進捗確認 

・相談支援体制の整備（相談支援の質の確保等） 
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・長期入院精神障害者の地域生活への移行 

・工賃向上 

・権利擁護の推進 等 

 

５ 計画策定までの経過概要 

実施年月日 会議名 参集機関等 

令和５年６月 30 日 市町村障害福祉計画等担当者会議 
市町村 

地域振興局 

令和５年９月６日 
令和５年度第１回新潟県障害者施

策推進協議会 

障害者、事業者、学識

経験者 等 

令和５年９月 14 日 
令和５年度第１回新潟県自立支援

協議会 

学識経験者、関係団

体、市町村 等 

令和５年 10 月 16 日 

～11 月２日 

市町村障害福祉計画等の策定に関

するヒアリング 

市町村 

地域振興局 

令和６年１月 10 日 
令和５年度新潟県精神保健福祉審

議会 

医療機関、関係団体、

市町村 等 

令和６年１月 31 日 
令和５年度第２回新潟県障害者施

策推進協議会 

学識経験者、関係団

体、市町村 等 

令和６年２月６日 
令和５年度第２回新潟県障害者施

策推進協議会 

障害者、事業者、学識

経験者 等 

令和６年２月 14 日 
令和５年度第２回新潟県自立支援

協議会就労支援部会 
関係団体 

令和６年２月 15 日 

～３月 14 日 
パブリックコメント 
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６ 用語解説 

【あ行】 

アウトソーシング 

業務を外部委託すること。県では、福祉施設の工賃向上を目指し、県業務（封入、

受付、清掃業務等）の事業所への外部委託を推進している。 

 

医療的ケア児 

日常生活及び社会生活を営むために恒常的に医療的ケア（人工呼吸器による呼吸

管理、喀痰（かくたん）吸引その他の医療行為）を受けることが不可欠である児童。 
 

オストメイト 

直腸がんや膀胱がんなどが原因で臓器の機能障害を負い、手術によって、人工的

に腹部へ人工肛門や人工膀胱の排せつ口を造設した人。 

 

【か行】 

基幹相談支援センター 

障害者からの相談等を総合的に行い、地域における相談支援の中核的な役割を担

う相談機関。 

 

協議会（自立支援協議会） 

障害者総合支援法第89条の３に基づき、市町村及び都道府県が設置する協議会。

関係機関、関係団体及び障害者、福祉、医療、教育又は雇用に関連する職務に従事

する者等により構成され、地域課題の検討、資源開発及び啓発普及等を行う。地域

の実情に応じ、部会が設けられている。 

 

共生型サービス 

障害者が 65 歳以上になっても、使い慣れた事業所においてサービスを利用しや

すくする、及び特に中山間地域などの地域において限られた福祉人材の有効活用を

行うという観点から、デイサービス、ホームヘルプサービス、ショートステイにつ

いて、高齢者や障害者等が共に利用できるサービスのこと。 

 

矯正施設 

法務省が所管する刑務所、少年刑務所、拘置所、少年院、少年鑑別所及び婦人補

導院。 

 

強度行動障害 

周囲の不適切な対応や環境の影響等により、激しい自傷、強い他害、著しいこだ

わりや器物破損、睡眠の大きな乱れのほか、拒食、異食や、強迫的な排尿排便の繰

り返しなど、生命維持にも支障を来すような行動上の問題があり、著しく支援の困

難なもの。 
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ケアマネジメント 

支援を必要とする人に対して、保健、医療、福祉などのサービスの組み立てや調

整を行うこと。 

 

高次脳機能障害 

交通事故や病気等により脳に損傷を受け、その後遺症等として記憶、注意、遂行

機能、社会的行動といった認知機能（高次脳機能）が低下した状態。 

 

合理的配慮 

障害のある人から、社会の中にあるバリアを取り除くために何らかの対応を必要

としているとの意思が伝えられたときに、負担が重すぎない範囲で対応すること。 

 

【さ行】 

サービス管理責任者 

指定障害福祉サービスの提供に係るサービス管理（適切な個別支援計画の作成等）

を行う人。 

 

支援費制度 

障害者の自己決定を尊重し、障害者自らがサービスを選択し、サービス提供事業

者と直接契約し、サービスを利用する仕組み。平成 15 年４月から開始され、障害

の種類ごとにサービスが提供されていたが、精神障害のある人は対象外であった。

障害者自立支援法の施行に伴い、廃止された。 

 

児童発達支援管理責任者 

障害児通所支援又は障害児入所支援のサービス提供の管理（適切な個別支援計画

の作成等）を行う人。 

 

社会的養護 

保護者の適切な養育を受けられないこどもを、公的責任で社会的に保護・養育す

るとともに、養育に困難を抱える家庭への支援を行うこと。 

 

授産活動コーディネーター 

障害福祉サービス事業所における受注業務の安定化と新規受注に向けた営業等

を担当する人。 

 

障害児通所支援 

児童福祉法で規定された、障害児に対する通所による支援を行うサービスの総称。

具体的に、児童発達支援、放課後等デイサービス、居宅訪問型児童発達支援及び保

育所等訪問支援をいう。 
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障害者基本法 

総合的な障害者施策推進の基本理念及び障害者施策全般についての基本的事項

を定めた法律。 

 

障害者就業・生活支援センター 

障害者の職業生活における自立を図るために、福祉や教育等の地域の関係機関と

の連携の下、障害者の身近な地域で就業面及び生活両面における一体的な支援を行

う機関。 

県内の障害保健福祉圏域ごとに１か所ずつ、計７か所に設置されている。 

 

障害者自立支援法 

障害者の地域生活と就労を進め、自立を支援する観点から、それまで障害種別ご

とに異なる法律に基づいて提供されてきた福祉サービスについて、共通の制度の下

で一元的に提供する仕組みを創設した法律。平成 17 年 10 月成立、平成 18 年４月

施行。平成 24 年６月に障害者総合支援法に改正。 

 

障害者施策推進協議会 

障害者基本法第 36 条に基づき、障害者に関する施策の総合的かつ計画的な推進

について必要な事項を調査審議し、その施策の実施状況を監視する、知事の附属機

関。 

委員は、障害者、障害福祉事業関係者、学識経験者（法律、医療、福祉、雇用、

教育分野等）から構成されている。 

 

障害者の雇用の促進等に関する法律（障害者雇用促進法） 

障害者の雇用義務等に基づく雇用の促進等のための措置、職業リハビリテーショ

ンの措置その他障害者がその能力に適合する職業に就くこと等を通じてその職業生

活において自立することを促進するための措置を総合的に講じ、もって障害者の職

業の安定を図ることを目的とした法律。 

 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法） 

障害者基本法の改正や障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえた「地

域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずるための関係

法律の整備に関する法律」により、平成 24 年６月に障害者自立支援法が改正され

たもの。平成 25 年４月施行。 

 

障害福祉サービス 

勘案すべき事項（障害の種類や程度、介護者、居住の状況、サービスの利用に関

する意向）及びサービス等利用計画案を踏まえ、個々に支給決定が行われるサービ

スの総称。具体的に、居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、療養介護、

生活介護、短期入所、重度障害者等包括支援、施設入所支援、自立訓練、就労選択
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支援、就労移行支援、就労継続支援、就労定着支援、共同生活援助及び自立生活援

助をいう。 

 

障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法） 

障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本的な事項、行政機関等及び事業

者における障害を理由とする差別を解消するための措置等を定めることにより、障

害を理由とする差別の解消を推進し、もって全ての国民が、障害の有無によって分

け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現

に資することを目的としている。平成 25 年６月成立、平成 28 年４月施行。 

 

相談支援専門員 

指定特定相談支援事業所及び指定障害児相談支援事業所に配置されており、サー

ビス等利用計画又は障害児支援利用計画の作成等を行うことにより、障害者や障害

児の保護者が障害福祉サービス等を適切に利用できるよう支援する人。 

 

【た行】 

第三者後見人 

親族以外の第三者による成年後見人のこと。 

 

地域生活支援事業 

地域で生活する障害者のニーズを踏まえ、地域の実情に応じた柔軟な事業形態で

の実施が可能となるよう、自治体の創意工夫により事業の詳細を決定し、効率的・

効果的な取組を行う事業。 

都道府県地域生活支援事業では、専門性の高い相談支援、広域的支援、研修事業

等を行う。 

 

地域包括ケアシステム 

誰もが安心して自分らしく暮らすことができるよう、医療・福祉・介護、住まい、

生活支援、地域の助け合いなどが包括的に確保された体制のこと。 

 

点訳奉仕員 

視覚障害者のため、墨字で記載されている書籍、新聞及び雑誌等を点字に訳する

人。 

 

【な行】 

難病 

発病の仕組みが明らかでなく、治療方法が確立していない、稀少な疾病であって、

長期の療養を必要とするもの。 
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農福連携コーディネーター 

農家等と障害福祉サービス事業所の間に入って、農作業の受注開拓や調整等を行

う人。 

 

農福連携 

農業分野での障害者の就労を支援し、障害者の工賃水準の向上及び農業の支え手

の拡大を図るもの。 

 

ノーマライゼーション 

障害者を特別視するのではなく、一般社会の中で普通の生活が送れるような条件

を整えるべきであり、共に生きる社会こそノーマルな社会であるとの考え方。 

 

【は行】 

発達障害 

自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動

性障害その他これに類する脳機能の障害であってその症状が通常低年齢において

発現するもの。 

 

ピアサポート 

同じような障害のある人やその家族などが相談相手となり助言や支援を行う活

動のこと。「ピア」とは同等、仲間という意味で、一般には「同じような立場の人

によるサポート」といった意味で用いられる。 

 

ひきこもり 

様々な要因の結果として社会的参加を回避し、原則的には６か月以上にわたって

概ね家庭にとどまり続ける状態。 

 

ＰＤＣＡサイクル 

様々な分野・領域における品質改善や業務改善などに広く活用されているマネジ

メント手法で、「計画（Plan）」「実行（Do）」「評価（Check）」「改善（Act）」

のプロセスを順に実施していくもの。 

 

【や行】 

要保護児童対策地域協議会 

児童の適切な保護又は要支援児童若しくは特定妊婦への適切な支援を図るため、

関係機関等により構成される協議会。 
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【ら行】 

療育支援 

障害のある児童に対して、必要な治療と指導を行うことによって、障害の軽減や

基本的な生活能力の向上を図り、将来の社会参加へつなげていく支援。 
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７ 障害支援区分と利用できる障害福祉サービス等（R6.4.1 現在） 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

支援区分

障害福祉サービス 非該当 区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 障害児 身体 知的 精神 難病

居宅介護 ○ ○ ○ ○ ○

重度訪問介護（※１） ○ ○ ○ ○

同行援護（身体介護あり）（※２） ○ ○ ○

行動援護（※３） ○ ○ ○ ○

重度障害者等包括支援（※４） ○ ○ ○ ○ ○

短期入所 ○ ○ ○ ○ ○

療養介護 ▲ ■ ○ ○ ○

生活介護 ● ○ ○ ○ ○

就労定着支援 ○ ○ ○ ○

就労移行支援 ○ ○ ○ ○

就労継続支援（A型） ○ ○ ○ ○

就労継続支援（B型） ○ ○ ○ ○

自立訓練（機能訓練） ○ ○

自立訓練（生活訓練） ○ ○ ○

宿泊型自立訓練 ○ ○ ○

共同生活援助（グループホーム） △ ○ ○ ○

施設入所施設 ● ○ ○ ○ ○

※１

※２

※３

※４

● 50歳以上の人は利用可能

▲ 筋ジストロフィー患者又は重症心身障害者

■ 気管切開を伴う人工呼吸器による呼吸管理を行っている人

△ 65歳未満の人または65歳に達する前日までに障害福祉サービス等を利用したことがある人

訪
問
系

※障害支援区分の結果に限らず利用できます。

日
中
活
動
系

※障害支援区分の結果に限らず利用できます。

居
住
系

※障害支援区分の結果に限らず利用できます。

二肢以上に麻痺があり、かつ認定調査項目の歩行・移乗・排尿・排便のいずれも「できる」
以外の人

身体介護を伴わない場合については、障害支援区分の認定を必要としない

障害支援区分における認定調査項目のうち、行動関連項目の合計点が10点以上の人

重度訪問介護の対象者で、四肢全てに麻痺があり、呼吸管理が必要な人、最重度知的障
害がある人、又は障害支援区分における認定調査項目のうち、行動関連項目の合計点が
15点以上の人

障害支援区分

障害種別
低　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　高

介護の必要度
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新 潟 県 障 害 福 祉 計 画 

新 潟 県 福 祉 保 健 部 障 害 福 祉 課  
 〒950-8570 新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

  電 話：０２５－２８０－５９１８ 
    ＦＡＸ：０２５－２８３－２０６２ 


